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ー 1巻頭言

＜巻頭言＞

つるパンフ・小川先生・被爆者援護法

小川政亮（まさあき）先生が 2017 年 5

月 7 日亡くなられた。97 歳だった。

小川先生は社会保障法を学ぶ者にとって

は、「権利としての社会保障」の理念を提

唱された社会保障法学の泰斗であると同時

に朝日訴訟中央対策委員会委員、堀木訴訟

中央対策協議会会長、全国生活保護裁判連

絡会代表委員など、人権としての社会保障

実現のための研究と実践を一体として、最

期までその生涯を捧げられた。

ここでは小川先生の歩んでこられた道の

なかで、被爆者援護に直接かかわる著作と

活動を紹介し、感謝とともにその貢献を銘

記したい。

1966 年、被団協は「つるパンフ」（「原

爆被害の特質と『被爆者援護法』の要求」）

を作成し、援護立法要求の根拠を明らかに

した。小川先生は専門委員として、伊東壮

氏らと共に、その作成にかかわった。67 年

の論文「被爆者援護法と社会保障」はこの

研究をもとに、一般の社会保障とは異なる

国家賠償的意味をもった損失補償としての

援護法の制定要求を理論づけた。つるパン

フの要求項目の中に「援護法の運用のため

の民主的審議機関・審査機関の設置」が盛

り込まれている。小川先生が、権利として

の社会保障の重要な柱として「手続的権利」

に言及されていることが反映している。

74 年 6 月に執筆された「原爆被爆者健康
手帳訴訟の意味するもの」は、「孫振斗訴訟」

（74 年 3 月 30 日福岡地裁判決）の評釈であ

る。評釈は、原爆医療法の性格が、国の主

張する社会保障法なのか、原告の主張する

国家賠償又は国家補償の性質を有するもの

なのかが最大の争点であるとし、原爆医療

法の国家補償的趣旨からみて国籍、居住の

如何を問わず法を適用すべきであると述べ

てこの判決を支持している。この意見が控

訴審福岡高裁判決（1975 年 7 月 17 日）に

おいて、「原爆医療法は一面社会保障法の

性格をもちながらも、他面、被爆者に対す

る国家補償法的性格をも併有する一種特別

の立法」というべきであると書かせ、その

上告審で、最高裁判決（1978 年 3 月 30 日）

日本反核法律家協会　副会長
弁護士　　　藤原　精吾

故　小川政亮先生
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に「（原爆医療法は）実質的に国家補償的

配慮が制度の根底にある」と明言させたの

である。

小川先生は 75 年 5 月、石田原爆訴訟の

証人として、広島地裁の証言台に立たれた。

この時の証言をもとに 76 年 5 月に発表さ

れた「被爆者援護の法的考察若干」は当時

進行中であった、原爆症の認定をめぐる 3

つの被爆者訴訟、桑原、石田、そして孫振

斗訴訟の争点となった、原爆二法の性格と

問題点を論じている。論文は証言の骨子を

なす援護法の概念を、明確に定義している。

援護法の特質は、①犠牲者は国家に対して

援護を請求する権利があり、②援護の目的

は損失補償であるから、生命、身体、生活

上の損害のみならず、物的損害に対しても

補償が行われるべきであり、③当然国庫負

担であり、資産調査を伴う公的扶助方式に

よるべきでない、等の原則を導き出す。次

いで、原爆二法の構造上、運用上の問題点

を指摘する。国家補償としての性格から、

被爆死者に対する弔慰金を支払うべきであ

り、「健康上の特別の状態に置かれている」

者に対して医療手当を支給するだけでな

く、被爆者の就労上、生活上の困難、精神

的不安、苦痛を終生持つことになったこと

自体に対して被爆者年金を終身支給せよと

いう被団協の要求が正当であることを述べ

ている。

いわゆる認定疾病医療制度における認定

の問題に関しては、原爆医療法の規定上、

被爆者の傷病については、その原爆傷害作

用起因性がないことが明白な場合以外は、

原爆症と認定されうる可能性があること、

被爆者の「健康の保持及び向上をはかる」

（原爆医療法 1 条）、「その福祉をはかる」（特

別措置法 1 条）の立法目的からすれば、さ

らに進んで認定すべきであることを述べ、

認定疾病は、原爆医療法 7 条 1 項但書の規

定の仕方からみて、放射能起因性の直接性・

間接性を問わないし、同法 8 条にいう認定

も、被爆者の傷病は原爆の傷害作用に起因

するものと推定した上で、明白な争いの余

地のない反証がある場合にのみ認定を拒否

するとすべきことを論じている。

79 年 5 月に書かれた「被爆者援護」は被

曝 33 回忌の 77 年に開かれた「被爆の実相

とその後遺・被爆者の実情に関する国際シ

ンポジウム」報告と伊東壮教授、濱谷正晴

教授の報告を踏まえて、被爆者が被った生

命、健康、生活、こころの被害の総体を概

観し、これに対して原子爆弾投下の責任、

被爆者に対してアメリカ並びに日本国政府

がとってきた態度を述べ、原爆被害に対する

国家補償が行われるべきことを論じている。
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2000 年 7 月の「原子爆弾被爆者に対する
援護に関する法律の問題点」では 94 年に

制定された現行法（被爆者援護法）のもつ

特色と、なお残る多くの問題点を国家補償

と社会保障の観点から批判している。

小川先生の問題意識は 50 年の歳月を経

た今も、現行被爆者援護立法とその運用の

誤りを指摘し、進むべき方向を示している。

原爆症認定集団訴訟、ノーモア・ヒバクシャ

訴訟に携わってきた私はそのように確信し

ている。

※なお、本文に掲げた諸論文は「小川政

亮著作集第８巻　社会保障と平和・国籍・

被爆者」（大月書店 2007 年）に所収されて

いる。

（2017 年 7 月 27 日記）

写真前列中央：小川先生、前列一番右：筆者
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特集　　核兵器禁止条約の採択と今後の課題

核兵器禁止条約1の採択を歓迎する
2017 年７月 11 日

日本反核法律家協会
会長　佐々木猛也

7 月 7 日、国連の核兵器の全面廃絶のために核兵器を禁止する条約交渉会議（United 
Nations conference to negotiate a legally binding instrument to prohibit nuclear weapons, 
leading towards their total elimination）は、核兵器禁止条約（Treaty on the Prohibition of 
Nuclear Weapons）を賛成 122、反対 1（オランダ）、棄権 1（シンガポール）で採択した。
国連加盟国 193 カ国の約 63 パーセントに当たる多数の賛成である。私たちは、この条約採択
を、「核兵器のない世界」を実現する上で、画期的な一歩となるものとして、心から歓迎する。

この核兵器禁止条約は、締約国に核兵器の開発、実験、生産、取得、占有、貯蔵、授受、使用、
使用するとの威嚇、これらの禁止事項についての援助や奨励、自国への配備の許可などを全
面的に禁止する（条約第 1 条）だけではなく、核兵器国に条約への加盟の道を開く仕組みを
用意している（同 4 条）ものであって、核兵器の全面廃絶に向けての法的枠組みとなっている。
また、この条約は、締約国に対して、核被害者に対する適切な援助や環境の回復を求めてい
る（同 6 条）。今後、この条約は、本年 9 月 20 日からすべての国に署名手続きが開放され（同
13 条）、50 番目の国の批准書が寄託されてから 90 日で発効することになる（同 15 条）。私た
ちは、この条約が、一日も早く発効することを祈念するものである。

ところで、日本政府はこの交渉会議に参加しなかっただけではなく、署名はしないとして
いる。このような態度は、唯一の戦争被爆国の政府として許されるものではない。また、米
英仏 3 国は、「安全保障の現実を無視している」としてこの条約への署名や批准を拒否する姿
勢を明らかにし、「われわれに何の法的義務を負わせるものではない」としている。さらに米
国は、「この条約は核兵器を減らせない」、「北朝鮮の脅威に対する取り組みを損ねる」などと
している。彼らは、核兵器に依存しての国家安全保障を優先し、核兵器禁止条約を無視しよ
うとしているのである。そもそも、人類社会を滅亡に追い込むかもしれない核兵器に依存し
て確保しなければならない国家の安全とは何を意味するのであろうか。また、自国は核に依
存しながら、他国（北朝鮮）にはその保有を認めないなどという理屈に説得力はないであろう。

しかしながら、核兵器国や核兵器依存国がこのような態度を取り続ける限り、「核兵器のな
い世界」は実現しない。私たちは、彼らのこのような態度を転換しなければならないのである。
そのためにまず求められるのは、この条約の背景にある価値と論理を広く共有することであ
る。

条約は、核兵器の使用がもたらす破滅的な人道上の結果を深く憂慮し、核兵器を完全に廃
棄することが、核兵器が二度と使用されないことを保証する唯一の方法であるとしている。

1.	核兵器禁止条約（Treaty on the Prohibition of Nuclear Weapons）JALANA暫定訳及び正文（英語）を本誌６頁
以下に掲載。
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そして、核兵器のいかなる使用も、武力紛争に適用される国際法の原則と規定に反するし、
人道の諸原則と公共の良心の命ずるところに反するとしているのである。ここにあるのは、
核兵器は非人道的であるだけではなく、武力紛争に適用される国際法にも違反するものであ
り、それが二度と使用されないようにするためには、核兵器をなくすことであるという価値
と論理である。そして、その背景には、核兵器使用の被害者（hibakusha）や核実験被害者の
苦痛と損害に対する留意が存在している。

条約は、「核兵器のない世界」の達成と維持は、国家的・集団的安全保障に資する、最高の
地球的公共善（global public good）であるとしている。核兵器によって安全保障を確保する
のか、「核兵器のない世界」が最高の公共善なのかが根本から問われているのである。私たち
は、後者を選択する。

私たちは、核兵器完全廃絶の呼びかけに示された人道の諸原則の実現を推進するための公
共の良心を自覚し、この条約が核不拡散条約（NPT）、包括的核実験禁止条約（CTBT）、非
核兵器地帯条約などと相まって、一日も早く「核兵器のない世界」が実現するように、法律
家として、被爆者をはじめとする多くの人々と協力し、引き続き努力することを誓うもので
ある。

エレイン・ホワイト議長（写真中央）と 核兵器禁止条約交渉会議にて
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特集　　核兵器禁止条約の採択と今後の課題

核兵器の禁止に関する条約（核兵器禁止条約）

訳注：他の軍縮条約との条文上の異同や関係を明確にするため
に、既存の公定訳における訳語をなるべく採用した。但し、核
兵器の“elimination”は「廃絶」とした（NPT の公定訳では「除
去」）。また、原語を示すことが正確な理解に資すると判断した
場合にはその語の初出箇所の後に〔　〕で原語を示した。

原文出典：A/CONF.229/2017/8（http://undocs.org/A/CONF.229/2017/8）
核兵器禁止条約交渉会議の公式サイト：
　　　　　　　https://www.un.org/disarmament/ptnw/

（JALANA による 2017 年 7 月 20 日現在暫定訳）
採択：2017 年 7 月 7 日（ニューヨーク）

この条約の締約国は、
国際連合憲章の目的及び原則の実現に貢献することを決意し、
核兵器のいかなる使用もそれがもたらす壊滅的な人道上の帰結を深く憂慮し、その結果と

して核兵器が完全に廃絶されることが必要であり、このことがいかなる場合にも核兵器が決
して再び使用されないことを保証する唯一の方法であり続けていることを認識し、

核兵器が継続的に存在することによりもたらされる危険（事故による、誤算による又は意
図的な核兵器の爆発によりもたらされるものを含む。）に留意し、これらの危険はすべての人
類の安全に関わり、すべての国が核兵器のあらゆる使用を防止する責任を共有していること
強調し、

核兵器の壊滅的な帰結は、適切に対処できないものであること、国境を越えること、人類
の生存、環境、社会経済的な発展、世界経済、食料の安全及び現在と将来の世代の健康に重
大な影響を与えること、並びに女性及び少女に不均衡な影響（電離放射線の結果としての影
響を含む。）を及ぼすことを認識し、

核軍縮を求める倫理上の要請があること及び核兵器のない世界を達成しかつ維持する緊急
性があることを認め、このことが、世界の最上位にある公共善であり、国および集団双方に
とっての安全保障上の利益に資することを認め、

核兵器の使用の被害者（ヒバクシャ）及び核兵器の実験により影響を受ける者にもたらさ
れる容認し難い苦しみと害に留意し、

先住民に対する核兵器活動の不均衡な影響を認識し、
すべての国がいかなる時も適用可能な国際法（国際人道法及び国際人権法を含む。）を遵守

する必要があることを再確認し、
国際人道法の諸原則及び諸規則、特に武力紛争の当事者が戦闘の方法及び手段を選ぶ権利

は無制限ではないという原則、区別の規則、無差別攻撃の禁止、攻撃の際の均衡性及び予防
措置の規則、その性質上過度の傷害又は無用の苦痛を与える兵器を用いることは禁止されて
いるという規則並びに自然環境を保護する規則に立脚し、

核兵器のいかなる使用も武力紛争に適用される国際法の規則、特に国際人道法の原則及び
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規則に違反するであろうことを考慮し、
また、核兵器のいかなる使用も人道の諸原則及び公共の良心に反するであろうことを再確

認し、
国は、国際連合憲章に従い、その国際関係において、武力による威嚇又は武力の行使を、

いかなる国の領土保全又は政治的独立に対するものも、また、国際連合の目的と両立しない
他のいかなる方法によるものも慎まなければならないこと、並びに国際の平和及び安全の確
立及び維持は、世界の人的及び経済的資源を軍備のために転用することを最も少なくして促
進されるべきことを想起し、

また、1946 年 1 月 24 日に採択された国際連合総会の最初の決議及び核兵器の廃絶を求め
るその後の決議を想起し、

核軍縮の進展が緩慢であること、軍事上及び安全保障上の概念、教義及び政策において継
続的に核兵器に依存していること、並びに核兵器システムの生産、維持及び近代化の計画の
ために経済的及び人的資源を浪費していることを憂慮し、

核兵器の法的拘束力のある禁止は、核兵器の不可逆的で、検証が可能であり、かつ透明性
を有する廃絶を含む、核兵器のない世界の達成及び維持に向けた重要な貢献となることを認
識し、この目的に向けて行動することを決意し、

厳重かつ効果的な国際管理の下における全面的かつ完全な軍縮に向けての効果的な前進を
達成する目的をもって行動することを決意し、

厳重かつ効果的な国際管理の下におけるあらゆる点での核軍縮に至る交渉を誠実に追求し
かつ完結させる義務が存在することを再確認し、

また、核兵器の不拡散に関する条約は核軍縮及び不拡散体制の礎石として機能しており、
その十分かつ効果的な実施は、国際の平和及び安全の促進において不可欠な役割を果たして
いることを再確認し、

核軍縮及び不拡散体制の中核的要素としての包括的核実験禁止条約及びその検証体制の不
可欠な重要性を認識し、

当該地域の諸国間で自由に締結される取極を基礎として、国際的に承認された非核兵器地
帯を創設することは、世界及び地域の平和及び安全を強固にし、核不拡散体制を強化し、並
びに核軍縮の目標を実現することに対して貢献する、という確信を再確認し、

この条約のいかなる規定も、無差別に平和的目的のための原子力の研究、生産及び利用を
発展させることについてのすべての締約国の奪い得ない権利に影響を及ぼすものと解しては
ならないことを強調し、

女性及び男性の双方による平等、十分かつ効果的な参加は、持続可能な平和及び安全を促
進し及び達成することにとり不可欠な要素であることを認識し、女性の核軍縮への効果的な
参加を支援しかつ強化することを約束し、

また、あらゆる点での平和及び軍縮教育の重要性並びに核兵器が現在及び将来の世代にも
たらす危険及び帰結についての意識を高めることの重要性を認識し、この条約の原則及び規
範の周知を図ることを約束し、

核兵器の全面的な廃絶の要請に示された人道の諸原則の推進における公共の良心の役割を
強調し、また、このために国際連合、国際赤十字・赤新月運動、その他の国際機関及び地域
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的機関、非政府機関、宗教指導者、議員〔parliamentarians〕、学術研究者、及びヒバクシャ
が行っている努力を認識し、

次のとおり協定した。
第 1 条（禁止）
　　締約国は、いかなる場合にも、次のことを行わないことを約束する。
（a）核兵器その他の核爆発装置を開発し、実験し、生産し、製造し、その他の方法によっ

て取得し、保有し又は貯蔵すること。
（b）核兵器その他の核爆発装置又はその管理をいずれかの者に対して直接又は間接に移譲

すること。
（c）核兵器その他の核爆発装置又はその管理を直接又は間接に受領すること。
（d）核兵器その他の核爆発装置を使用すること又は使用するとの威嚇を行うこと。
（e）この条約によって締約国に対して禁止されている活動を行うことにつき、いずれかの

者に対して、いかなる様態によるかを問わず、援助し、奨励し又は勧誘すること。
（f）この条約によって締約国に対して禁止されている活動を行うことにつき、いずれかの者

から、いかなる様態によるかを問わず、いずれかの援助を求めること又は援助を受け
ること。

（g）自国の領域又は自国の管轄若しくは管理の下にある場所において、核兵器その他の核
爆発装置を配置し、設置し又は配備することを許可すること。

第 2 条（申告）
１　締約国は、この条約が自国について効力を生じた後 30 日以内に、国際連合事務総長に対

して申告を行うものとし、当該申告において、
（a）この条約が自国について効力を生じる前に、核兵器その他の核爆発装置を所有してい

たか否か、占有していたか否か又は管理していたか否か、及び核兵器に関連するすべ
ての施設の除去若しくは転換を含む自国の核兵器計画の除去を行っていたか否かを申
告する。

（b）前条（a）にかかわらず、核兵器その他の核爆発装置を所有しているか否か、占有して
いるか否か又は管理しているか否かを申告する。

（c）前条（g）にかかわらず、自国の領域又は自国の管轄若しくは管理の下にある場所に、
他の国が所有し、占有し又は管理する核兵器その他の核爆発装置が存在するか否かを
申告する。

２　国際連合事務総長は、前項の規定に基づき受領したすべての申告を全締約国に対して送
付する。

第３条（保障措置）　
１　次条１又は２が適用されない締約国は、将来において自国が採択する追加の関連する文

書に影響を及ぼすことなく、少なくとも、この条約が効力を生じた時点において自国に
ついて効力を有する国際原子力機関の保障措置に関する義務を維持する。

２　次条１又は２が適用されない締約国であって、国際原子力機関と包括的な保障措置協定
（INFCIRC/153 （Corrected））を締結していないか、又は同協定の効力が生じていない締
約国は、同機関と同協定を締結しかつ発効させる。その協定の交渉は、この条約が当該
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当事国につき効力を生じた時から 180 日以内に開始しなければならない。その協定は、
この条約が当該締約国につき効力を生じた時から 18 箇月以内に効力を生ずるものとす
る。締約国は、その後は、将来において自国が採択する追加の関連する文書に影響を及
ぼすことなく、この義務を維持する。

第４条（核兵器の全面的な廃絶に向けた措置）　
１　2017 年 7 月 7 日の後に、核兵器その他の核爆発装置を所有し、占有し又は管理しており、

かつこの条約が自国につき効力を有する前に、核兵器に関連するすべての施設の除去若
しくは不可逆的な転換を含む自国の核兵器計画の除去を行った締約国は、自国の核兵器
計画を不可逆的に除去したことを確認することを目的として、この条の６に従って指定
された権限のある国際当局〔competent international authority〕と協力する。この当局は、
全締約国に対して報告する。当該締約国は、申告された核物質が平和的な核活動から転
用されていないこと及び当該締約国全体において申告されていない核物質又は活動が存
在しないことにつき信頼できる保証を供与するに十分な保障措置協定を国際原子力機関
と締結する。その協定の交渉は、当該締約国につきこの条約が効力を生じた時から 180
日以内に開始しなければならない。その協定は、この条約が当該締約国につき効力を生
じた時から 18 箇月以内に効力を生ずるものとする。締約国は、その後は、将来において
自国が採択する追加の関連する文書に影響を及ぼすことなく、この義務を維持する。

２　第１条（a）にかかわらず、核兵器その他の核爆発装置を所有し、占有し又は管理してい
る締約国は、直ちにその核兵器その他の核爆発装置を運用上の地位から撤去し、可及的
速やかにかつ最初の締約国会合により決定される期日までに、当該締約国の核兵器計画
についての検証を伴いかつ不可逆的に除去を行うための法的な拘束力を有しかつ期限を
伴う計画（核兵器に関連するすべての施設の除去又は不可逆的な転換を含む。）に従い、
その核兵器その他の核爆発装置を廃棄する。当該締約国は、この条約が自国につき効力
を生じた後 60 日以内にこの計画を全締約国又は全締約国が指定する権限のある国際当局
に提出する。その後に、この計画はこの権限のある国際当局と交渉され、同当局は、後
に最も早く開催される締約国会合又は検討会合のいずれかに対して、これら会合の手続
規則に基づく承認のために、この計画を提出する。

３　前項が適用される締約国は、申告された核物質が平和的な核活動から転用されていない
こと及び当該締約国全体において申告されていない核物質又は活動が存在しないことに
つき信頼できる保証を供与するに十分な保障措置協定を国際原子力機関と締結する。そ
の協定の交渉は、前項に定める計画の実施が完了する期日までに開始しなければならな
い。その協定は、交渉開始の日の後 18 箇月以内に効力を生ずるものとする。締約国は、
その後は、将来において自国が採択する追加の関連する文書に影響を及ぼすことなく、
この保障措置に関する義務を維持する。この項に定める協定の効力が生じた後、締約国は、
この条に基づく自国の義務の履行につき国際連合事務総長に対して最終申告を提出する。

４　第１条（b）及び（g）にかかわらず、自国の領域又は自国の管轄若しくは管理の下にあ
る場所に、他の国が所有し、占有し又は管理する核兵器その他の核爆発装置が存在する
締約国は、可及的速やかにかつ最初の締約国会合により決定される期日までに、その核
兵器その他の核爆発装置の速やかな撤去を確保する。その核兵器その他の核爆発装置の
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撤去に際して、この条に基づく自国の義務の履行につき国際連合事務総長に対して申告
を提出する。

５　この条が適用される締約国は、この条に基づく自国の義務の履行が完了するまで、この
義務の実施の進捗状況につき締約国会合及び検討会合に報告する。

６　全締約国は、この条の１、２及び３に従い、核兵器計画の不可逆的な除去（核兵器に関
連するすべての施設の除去又は不可逆的な転換を含む。）につき交渉し及びこの除去を確
認する権限のある国際当局〔a competent international authority or authorities〕を指定
する。この条の１又は２の規定が適用される締約国につきこの条約の効力が生じる前に、
この指定が行われない場合は、国際連合事務総長は、必要な決定を行うために締約国に
よる特別の会合を招集する。

第 5 条（国内の実施措置）　
１　締約国は、この条約に基づく自国の義務を履行するために必要な措置をとる。
２　締約国は、この条約によって締約国に対して禁止されている活動であって、自国の管轄

若しくは管理の下にある者による活動又は自国の管轄若しくは管理の下にある領域にお
ける活動を防止し、及び抑止するため、立法上、行政上その他の措置（罰則を設けるこ
とを含む。）をとる。

第 6 条（被害者に対する援助及び環境の回復）　
１　締約国は、核兵器の使用又は実験により影響を受けた自国の管轄の下にある個人について、

適用可能な国際人道法及び国際人権法に従い、年齢及び性別に配慮した援助（医療、リハ
ビリテーション及び心理的な支援を含む。）を適切に提供し、並びにこれらの者が社会的及
び経済的に包容されるようにする。

２　締約国は、核兵器その他の核爆発装置の実験又は使用に関係する活動の結果として汚染
された自国の管轄又は管理の下にある地域に関して、汚染された地域の環境上の回復に
向けた必要かつ適切な措置をとる。

３　この条の１及び２に基づく義務は、国際法又は二国間の協定に基づく他の国の義務に影
響を及ぼさない。

第 7 条（国際協力および援助）　
１　締約国は、この条約の実施を促進するために他の締約国と協力する。
２　締約国は、この条約に基づく義務を履行するに当たり、可能な場合には他の締約国から

の援助を求め及び受ける権利を有する。
３　援助を提供することのできる締約国は、この条約の実施を促進するために、核兵器の使

用又は実験により影響を受けた締約国に対して技術的、物的及び財政的援助を提供する。
４　援助を提供することのできる締約国は、核兵器その他の核爆発装置の使用又は実験の被

害者のための援助を提供する。
５　この条に基づく援助は、特に、国際連合及びその関連機関、国際的な、地域的な若しく

は国の機関、非政府機関、赤十字国際委員会、国際赤十字・赤新月社連盟若しくは各国
赤十字・赤新月社を通じて又は二国間で提供することができる。

６　締約国が国際法に基づき負う他の義務に影響を与えることなく、核兵器その他の核爆発
装置を使用し又は実験した締約国は、被害者の援助及び環境の回復を目的として、影響
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を受けた締約国に対して適切な援助を提供する責任を有する。
第 8 条（締約国会合）　
１　締約国は、関連する規定に従いこの条約の適用又は実施に関する問題について、並びに

核軍縮のための更なる措置について検討するため及び必要な場合には決定を行うために
定期的に会合する。これには次の事項を含む。

（a）この条約の実施及び締結状況
（b）核兵器計画の検証及び期限を伴いかつ不可逆的な除去のための措置（この条約に対す

る追加の議定書を含む。）
（c）この条約の規定に従いかつ適合する他の事項
２　最初の締約国会合については、この条約が効力を生じた後 1 年以内に国際連合事務総長

が招集する。更なる締約国による会合は、締約国による別段の合意がある場合を除き、2
年毎に、同事務総長が招集する。締約国会合は最初の会期において手続規則を採択する。
その採択に至るまでの間、核兵器の全面的な廃絶に向けた核兵器を禁止する法的拘束力
のある条約を交渉する国際連合会議の手続規則を適用する。

３　締約国の特別の会合は、必要と認められる場合、締約国からの書面による要請に基づき、
かつ締約国の少なくとも 3 分の 1 がその要請を支持するとき、国際連合事務総長により、
招集される。

４　この条約が効力を生じてから 5 年の期間の後、国際連合事務総長は、この条約の運用及
びこの条約の目的の達成についての進展を検討するために会合を招集する。締約国によ
る別段の合意がある場合を除き、国際連合事務総長は、同一の目的で 6 年毎に更なる検
討会合を招集する。

５　締約国会合及び検討会合には、この条約の締約国でない国並びに国際連合その他関連す
る国際機関、地域的機関、赤十字国際委員会、国際赤十字・赤新月社連盟及び関連する
非政府機関を、オブザーバーとして出席するよう招請する〔shall be invited〕。

第 9 条（費用）　
１　締約国会合、検討会合及び締約国の特別の会合の費用については、適切に調整された国

際連合の分担率に従い、締約国及びこれらの会合にオブザーバーとして参加するこの条
約の締約国でない国が負担する。

２　この条約の第 2 条に基づく申告、第 4 条に基づく報告及び第 10 条に基づく提案された改
正の送付につき国際連合事務総長が要する費用は、適切に調整された国際連合の分担率
に従って締約国が負担する。

３　第 4 条に基づき必要とされる検証措置の実施に関する費用並びに核兵器その他の核爆発
装置の廃棄及び核兵器計画の除去（核兵器に関連するすべての施設の除去又は転換を含
む。）に関する費用は、これらが適用される締約国が負担する。

第 10 条（改正）　
１　いずれの締約国も、この条約が効力を生じた後いつでもこの条約の改正を提案すること

ができる。提案された改正の条文については、国際連合事務総長に通報するものとし、
同事務総長は、当該条文をすべての締約国に送付し、当該提案を検討するべきか否かに
ついての締約国の見解を求める。締約国の過半数が当該提案を更に検討することを支持
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する旨を当該提案の送付の後 90 日以内に同事務総長に通報する場合には、当該提案は、
次回の締約国会合又は検討会合のいずれか最も早く開催される会合において検討される。

２　締約国会合又は検討会合は、締約国の 3 分の 2 の多数による賛成投票により採択される改
正につき合意することができる。寄託者は採択された改正をすべての締約国に通報する。

３　改正は、改正の時点における締約国の過半数により改正の批准書又は受諾書が寄託され
た 90 日の後、改正の批准書又は受諾書を寄託した締約国について効力を生ずる。その後、
この改正は、改正の批准書又は受諾書を寄託した他の締約国につき、その批准書又は受
諾書が寄託された 90 日の後効力を生ずる。

第 11 条（紛争の解決）　
１　この条約の解釈又は適用に関して二以上の締約国間で紛争が生ずる場合には、関係締約

国は、交渉によって又は国際連合憲章第 33 条に従い当該関係締約国が選択するその他の
平和的手段によって紛争を解決するために協議する。

２　締約国会合は、この条約及び国際連合憲章の関係規定に従って、あっせんを提供し、関
係締約国に対して当該関係締約国が選択する解決のための手続を開始するよう要請し及
び合意された手続に従って解決するための期限を勧告することによる貢献を含み、紛争
の解決に貢献することができる。

第 12 条（普遍性）　
　　締約国は、すべての国によるこの条約への普遍的な参加を得ることを目標として、この

条約の締約国でない国に対し、この条約を署名し、批准し、受諾し、承認し、又はこれ
に加入するよう奨励する。

第 13 条（署名）　
　　この条約は、2017 年 9 月 20 日からニューヨークにある国際連合本部においてすべての

国に署名のために開放しておく。
第 14 条（批准、受諾、承認又は加入）　
　　この条約は、署名国によって批准され、受諾され又は承認されなければならない。この

条約は加入のために開放しておく。
第 15 条（効力発生）　
１　この条約は、50 番目の批准書、受諾書、承認書又は加入書が寄託された後 90 日で効力

を生ずる。
２　50 番目の批准書、受諾書、承認書又は加入書が寄託された日の後に批准書、受諾書、承

認書又は加入書を寄託する国については、この条約は、その批准書、受諾書、承認書又
は加入書が寄託された日の後 90 日で効力を生ずる。

第 16 条（留保）　
　　この条約の各条の規定については、留保を付することができない。
第 17 条（有効期間及び脱退）　
１　この条約の有効期間は、無期限とする。
２　締約国は、この条約の対象である事項に関連する異常な事態が自国の至高の利益を危う

くしていると認める場合には、その主権を行使してこの条約から脱退する権利を有する。
当該締約国は、寄託者に対しその脱退を通知する。その通知には、自国の至高の利益を
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危うくしていると認める異常な事態についても記載しなければならない。
３　脱退は、寄託者が脱退の通告を受領した日の後 12 箇月で効力を生ずる。ただし、脱退す

る締約国が当該 12 箇月の期間の満了の時において、武力紛争の当事者である場合には、
当該締約国は、武力紛争の当事者でなくなる時まで、この条約の義務及び追加される議
定書の義務に引き続き拘束される。

第 18 条（他の協定との関係）　
　　この条約の実施は、締約国が当事国である既存の国際協定との関係で当該締約国が負う

義務に影響を及ぼすものではない。但し、当該義務がこの条約と両立する場合に限る。 
第 19 条（寄託者）　
　　国際連合事務総長は、ここに、この条約の寄託者として指名される。
第 20 条（正文）　
　　この条約は、アラビア語、中国語、英語、フランス語、ロシア語及びスペイン語をひと

しく正文とする。
2017 年 7 月 7 日にニューヨークで作成された。

United Nations conference to negotiate a legally 
binding instrument to prohibit nuclear weapons, 
leading towards their total elimination
New York, 27-31 March and 15 June-7 July 2017
Agenda item 9
Negotiations, pursuant to paragraph 8 of General Assembly 
resolution 71/258 of 23 December 2016, on a legally binding 
instrument to prohibit nuclear weapons, leading towards 
their total elimination

Treaty on the Prohibition of Nuclear Weapons

The States Parties to this Treaty,
Determined to contribute to the realization of the purposes and principles of the 

Charter of the United Nations, 
Deeply concerned about the catastrophic humanitarian consequences that would result 

from any use of nuclear weapons, and recognizing the consequent need to completely 
eliminate such weapons, which remains the only way to guarantee that nuclear weapons 
are never used again under any circumstances,
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Mindful of the risks posed by the continued existence of nuclear weapons, including 
from any nuclear-weapon detonation by accident, miscalculation or design, and emphasizing 
that these risks concern the security of all humanity, and that all States share the 
responsibility to prevent any use of nuclear weapons,

Cognizant that the catastrophic consequences of nuclear weapons cannot be adequately 
addressed, transcend national borders, pose grave implications for human survival, the 
environment, socioeconomic development, the global economy, food security and the health 
of current and future generations, and have a disproportionate impact on women and girls, 
including as a result of ionizing radiation,

Acknowledging the ethical imperatives for nuclear disarmament and the urgency of 
achieving and maintaining a nuclear-weapon-free world, which is a global public good of the 
highest order, serving both national and collective security interests,

Mindful of the unacceptable suffering of and harm caused to the victims of the use 
of nuclear weapons （hibakusha）, as well as of those affected by the testing of nuclear 
weapons, 

Recognizing the disproportionate impact of nuclear-weapon activities on indigenous 
peoples,

Reaffirming the need for all States at all times to comply with applicable international 
law, including international humanitarian law and international human rights law,

Basing themselves on the principles and rules of international humanitarian law, in 
particular the principle that the right of parties to an armed conflict to choose methods 
or means of warfare is not unlimited, the rule of distinction, the prohibition against 
indiscriminate attacks, the rules on proportionality and precautions in attack, the 
prohibition on the use of weapons of a nature to cause superfluous injury or unnecessary 
suffering, and the rules for the protection of the natural environment, 

Considering  that any use of nuclear weapons would be contrary to the rules of 
international law applicable in armed conflict, in particular the principles and rules of 
international humanitarian law, 

Reaffirming that any use of nuclear weapons would also be abhorrent to the principles 
of humanity and the dictates of public conscience,

Recalling that, in accordance with the Charter of the United Nations, States must 
refrain in their international relations from the threat or use of force against the territorial 
integrity or political independence of any State, or in any other manner inconsistent 
with the Purposes of the United Nations, and that the establishment and maintenance of 
international peace and security are to be promoted with the least diversion for armaments 
of the world’s human and economic resources,

Recalling also  the first resolution of the General Assembly of the United Nations, 
adopted on 24 January 1946, and subsequent resolutions which call for the elimination of 
nuclear weapons,

Concerned  by the slow pace of nuclear disarmament, the continued reliance on 
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nuclear weapons in military and security concepts, doctrines and policies, and the waste 
of economic and human resources on programmes for the production, maintenance and 
modernization of nuclear weapons,

Recognizing  that a legally binding prohibition of nuclear weapons constitutes an 
important contribution towards the achievement and maintenance of a world free of 
nuclear weapons, including the irreversible, verifiable and transparent elimination of 
nuclear weapons, and determined to act towards that end,

Determined to act with a view to achieving effective progress towards general and 
complete disarmament under strict and effective international control,

Reaffirming that there exists an obligation to pursue in good faith and bring to a 
conclusion negotiations leading to nuclear disarmament in all its aspects under strict and 
effective international control,

Reaffirming also  that the full and effective implementation of the Treaty on the 
Non-Proliferation of Nuclear Weapons, which serves as the cornerstone of the nuclear 
disarmament and non-proliferation regime, has a vital role to play in promoting 
international peace and security, 

Recognizing the vital importance of the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty and 
its verification regime as a core element of the nuclear disarmament and non-proliferation 
regime, 

Reaffirming the conviction that the establishment of the internationally recognized 
nuclear-weapon-free zones on the basis of arrangements freely arrived at among the States 
of the region concerned enhances global and regional peace and security, strengthens the 
nuclear non-proliferation regime and contributes towards realizing the objective of nuclear 
disarmament,

Emphasizing  that nothing in this Treaty shall be interpreted as affecting the 
inalienable right of its States Parties to develop research, production and use of nuclear 
energy for peaceful purposes without discrimination,

Recognizing that the equal, full and effective participation of both women and men is 
an essential factor for the promotion and attainment of sustainable peace and security, and 
committed to supporting and strengthening the effective participation of women in nuclear 
disarmament,

Recognizing also the importance of peace and disarmament education in all its aspects 
and of raising awareness of the risks and consequences of nuclear weapons for current and 
future generations, and committed to the dissemination of the principles and norms of this 
Treaty,

Stressing the role of public conscience in the furthering of the principles of humanity 
as evidenced by the call for the total elimination of nuclear weapons, and recognizing the 
efforts to that end undertaken by the United Nations, the International Red Cross and 
Red Crescent Movement, other international and regional organizations, non-governmental 
organizations, religious leaders, parliamentarians, academics and the hibakusha, 
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Have agreed as follows:
Article 1 Prohibitions
1.	 Each State Party undertakes never under any circumstances to:

（a）Develop, test, produce, manufacture, otherwise acquire, possess or stockpile 
nuclear weapons or other nuclear explosive devices;

（b）Transfer to any recipient whatsoever nuclear weapons or other nuclear explosive 
devices or control over such weapons or explosive devices directly or indirectly;

（c）Receive the transfer of or control over nuclear weapons or other nuclear explosive 
devices directly or indirectly;

（d）Use or threaten to use nuclear weapons or other nuclear explosive devices;
（e）Assist, encourage or induce, in any way, anyone to engage in any activity 

prohibited to a State Party under this Treaty;
（f）Seek or receive any assistance, in any way, from anyone to engage in any activity 

prohibited to a State Party under this Treaty;
（g）Allow any stationing, installation or deployment of any nuclear weapons or other 

nuclear explosive devices in its territory or at any place under its jurisdiction or control.

Article 2 Declarations
1.	 Each State Party shall submit to the Secretary-General of the United Nations, not later 
than 30 days after this Treaty enters into force for that State Party, a declaration in which 
it shall:

（a）Declare whether it owned, possessed or controlled nuclear weapons or nuclear 
explosive devices and eliminated its nuclear-weapon programme, including the elimination 
or irreversible conversion of all nuclear-weapons-related facilities, prior to the entry into 
force of this Treaty for that State Party;

（b）Notwithstanding Article 1 （a）, declare whether it owns, possesses or controls 
any nuclear weapons or other nuclear explosive devices;

（c）Notwithstanding Article 1 （g）, declare whether there are any nuclear weapons 
or other nuclear explosive devices in its territory or in any place under its jurisdiction or 
control that are owned, possessed or controlled by another State.
2.	 The Secretary-General of the United Nations shall transmit all such declarations 
received to the States Parties.

Article 3 Safeguards
1.	 Each State Party to which Article 4, paragraph 1 or 2, does not apply shall, at a 
minimum, maintain its International Atomic Energy Agency safeguards obligations in force 
at the time of entry into force of this Treaty, without prejudice to any additional relevant 
instruments that it may adopt in the future.
2.	 Each State Party to which Article 4, paragraph 1 or 2, does not apply that has not 
yet done so shall conclude with the International Atomic Energy Agency and bring into 
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force a comprehensive safeguards agreement （INFCIRC/153 （Corrected））. Negotiation of 
such agreement shall commence within 180 days from the entry into force of this Treaty 
for that State Party. The agreement shall enter into force no later than 18 months from 
the entry into force of this Treaty for that State Party. Each State Party shall thereafter 
maintain such obligations, without prejudice to any additional relevant instruments that it 
may adopt in the future.

Article 4 Towards the total elimination of nuclear weapons
1.	 Each State Party that after 7 July 2017 owned, possessed or controlled nuclear 
weapons or other nuclear explosive devices and eliminated its nuclear-weapon programme, 
including the elimination or irreversible conversion of all nuclear-weapons-related facilities, 
prior to the entry into force of this Treaty for it, shall cooperate with the competent 
international authority designated pursuant to paragraph 6 of this Article for the purpose 
of verifying the irreversible elimination of its nuclear-weapon programme. The competent 
international authority shall report to the States Parties. Such a State Party shall conclude 
a safeguards agreement with the International Atomic Energy Agency sufficient to provide 
credible assurance of the non-diversion of declared nuclear material from peaceful nuclear 
activities and of the absence of undeclared nuclear material or activities in that State 
Party as a whole. Negotiation of such agreement shall commence within 180 days from the 
entry into force of this Treaty for that State Party. The agreement shall enter into force 
no later than 18 months from the entry into force of this Treaty for that State Party. That 
State Party shall thereafter, at a minimum, maintain these safeguards obligations, without 
prejudice to any additional relevant instruments that it may adopt in the future.
2.	 Notwithstanding Article 1 （a）, each State Party that owns, possesses or controls 
nuclear weapons or other nuclear explosive devices shall immediately remove them from 
operational status, and destroy them as soon as possible but not later than a deadline to 
be determined by the first meeting of States Parties, in accordance with a legally binding, 
time-bound plan for the verified and irreversible elimination of that State Party’s nuclear-
weapon programme, including the elimination or irreversible conversion of all nuclear-
weapons-related facilities. The State Party, no later than 60 days after the entry into 
force of this Treaty for that State Party, shall submit this plan to the States Parties or 
to a competent international authority designated by the States Parties. The plan shall 
then be negotiated with the competent international authority, which shall submit it to 
the subsequent meeting of States Parties or review conference, whichever comes first, for 
approval in accordance with its rules of procedure.
3.	 A State Party to which paragraph 2 above applies shall conclude a safeguards 
agreement with the International Atomic Energy Agency sufficient to provide credible 
assurance of the non-diversion of declared nuclear material from peaceful nuclear 
activities and of the absence of undeclared nuclear material or activities in the State as a 
whole. Negotiation of such agreement shall commence no later than the date upon which 
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implementation of the plan referred to in paragraph 2 is completed. The agreement shall 
enter into force no later than 18 months after the date of initiation of negotiations. That 
State Party shall thereafter, at a minimum, maintain these safeguards obligations, without 
prejudice to any additional relevant instruments that it may adopt in the future. Following 
the entry into force of the agreement referred to in this paragraph, the State Party shall 
submit to the Secretary-General of the United Nations a final declaration that it has fulfilled 
its obligations under this Article.
4.	 Notwithstanding Article 1 （b） and （g）, each State Party that has any nuclear 
weapons or other nuclear explosive devices in its territory or in any place under its 
jurisdiction or control that are owned, possessed or controlled by another State shall 
ensure the prompt removal of such weapons, as soon as possible but not later than a 
deadline to be determined by the first meeting of States Parties. Upon the removal of such 
weapons or other explosive devices, that State Party shall submit to the Secretary-General 
of the United Nations a declaration that it has fulfilled its obligations under this Article.
5.	 Each State Party to which this Article applies shall submit a report to each meeting 
of States Parties and each review conference on the progress made towards the 
implementation of its obligations under this Article, until such time as they are fulfilled. 
6.	 The States Parties shall designate a competent international authority or authorities to 
negotiate and verify the irreversible elimination of nuclear-weapons programmes, including 
the elimination or irreversible conversion of all nuclear-weapons-related facilities in 
accordance with paragraphs 1, 2 and 3 of this Article. In the event that such a designation 
has not been made prior to the entry into force of this Treaty for a State Party to which 
paragraph 1 or 2 of this Article applies, the Secretary-General of the United Nations shall 
convene an extraordinary meeting of States Parties to take any decisions that may be 
required. 

Article 5 National implementation
1.	 Each State Party shall adopt the necessary measures to implement its obligations 
under this Treaty.
2.	 Each State Party shall take all appropriate legal, administrative and other measures, 
including the imposition of penal sanctions, to prevent and suppress any activity prohibited 
to a State Party under this Treaty undertaken by persons or on territory under its 
jurisdiction or control.

Article 6 Victim assistance and environmental remediation
1.	 Each State Party shall, with respect to individuals under its jurisdiction who 
are affected by the use or testing of nuclear weapons, in accordance with applicable 
international humanitarian and human rights law, adequately provide age- and gender-
sensitive assistance, without discrimination, including medical care, rehabilitation and 
psychological support, as well as provide for their social and economic inclusion.
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2.	 Each State Party, with respect to areas under its jurisdiction or control contaminated 
as a result of activities related to the testing or use of nuclear weapons or other 
nuclear explosive devices, shall take necessary and appropriate measures towards the 
environmental remediation of areas so contaminated.
3.	 The obligations under paragraphs 1 and 2 above shall be without prejudice to the 
duties and obligations of any other States under international law or bilateral agreements.

Article 7 International cooperation and assistance 
1.	 Each State Party shall cooperate with other States Parties to facilitate the 
implementation of this Treaty.
2.	 In fulfilling its obligations under this Treaty, each State Party shall have the right to 
seek and receive assistance, where feasible, from other States Parties.
3.	 Each State Party in a position to do so shall provide technical, material and financial 
assistance to States Parties affected by nuclear-weapons use or testing, to further the 
implementation of this Treaty.
4.	 Each State Party in a position to do so shall provide assistance for the victims of the 
use or testing of nuclear weapons or other nuclear explosive devices.
5.	 Assistance under this Article may be provided, inter alia, through the United Nations 
system, international, regional or national organizations or institutions, non governmental 
organizations or institutions, the International Committee of the Red Cross, the 
International Federation of Red Cross and Red Crescent Societies, or national Red Cross 
and Red Crescent Societies, or on a bilateral basis.
6.	 Without prejudice to any other duty or obligation that it may have under international 
law, a State Party that has used or tested nuclear weapons or any other nuclear explosive 
devices shall have a responsibility to provide adequate assistance to affected States Parties, 
for the purpose of victim assistance and environmental remediation. 

Article 8 Meeting of States Parties
1.	 The States Parties shall meet regularly in order to consider and, where necessary, 
take decisions in respect of any matter with regard to the application or implementation of 
this Treaty, in accordance with its relevant provisions, and on further measures for nuclear 
disarmament, including: 

（a）The implementation and status of this Treaty;
（b）Measures for the verified, time-bound and irreversible elimination of nuclear-

weapon programmes, including additional protocols to this Treaty;
（c）Any other matters pursuant to and consistent with the provisions of this Treaty.

2.	 The first meeting of States Parties shall be convened by the Secretary-General of the 
United Nations within one year of the entry into force of this Treaty. Further meetings 
of States Parties shall be convened by the Secretary-General of the United Nations on a 
biennial basis, unless otherwise agreed by the States Parties. The meeting of States Parties 
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shall adopt its rules of procedure at its first session. Pending their adoption, the rules of 
procedure of the United Nations conference to negotiate a legally binding instrument to 
prohibit nuclear weapons, leading towards their total elimination, shall apply.
3.	 Extraordinary meetings of States Parties shall be convened, as may be deemed 
necessary, by the Secretary-General of the United Nations, at the written request of any 
State Party provided that this request is supported by at least one third of the States 
Parties. 
4.	 After a period of five years following the entry into force of this Treaty, the Secretary-
General of the United Nations shall convene a conference to review the operation of the 
Treaty and the progress in achieving the purposes of the Treaty. The Secretary-General of 
the United Nations shall convene further review conferences at intervals of six years with 
the same objective, unless otherwise agreed by the States Parties.
5.	 States not party to this Treaty, as well as the relevant entities of the United Nations 
system, other relevant international organizations or institutions, regional organizations, the 
International Committee of the Red Cross, the International Federation of Red Cross and 
Red Crescent Societies and relevant non-governmental organizations, shall be invited to 
attend the meetings of States Parties and the review conferences as observers.

Article 9 Costs
1.	 The costs of the meetings of States Parties, the review conferences and the 
extraordinary meetings of States Parties shall be borne by the States Parties and States 
not party to this Treaty participating therein as observers, in accordance with the United 
Nations scale of assessment adjusted appropriately. 
2.	 The costs incurred by the Secretary-General of the United Nations in the circulation 
of declarations under Article 2, reports under Article 4 and proposed amendments under 
Article 10 of this Treaty shall be borne by the States Parties in accordance with the United 
Nations scale of assessment adjusted appropriately.
3.	 The cost related to the implementation of verification measures required under 
Article 4 as well as the costs related to the destruction of nuclear weapons or other 
nuclear explosive devices, and the elimination of nuclear-weapon programmes, including 
the elimination or conversion of all nuclear-weapons-related facilities, should be borne by 
the States Parties to which they apply.

Article 10 Amendments
1.	 At any time after the entry into force of this Treaty, any State Party may propose 
amendments to the Treaty. The text of a proposed amendment shall be communicated 
to the Secretary-General of the United Nations, who shall circulate it to all States Parties 
and shall seek their views on whether to consider the proposal. If a majority of the States 
Parties notify the Secretary-General of the United Nations no later than 90 days after its 
circulation that they support further consideration of the proposal, the proposal shall be 
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considered at the next meeting of States Parties or review conference, whichever comes 
first. 
2.	 A meeting of States Parties or a review conference may agree upon amendments 
which shall be adopted by a positive vote of a majority of two thirds of the States Parties. 
The Depositary shall communicate any adopted amendment to all States Parties. 
3.	 The amendment shall enter into force for each State Party that deposits its instrument 
of ratification or acceptance of the amendment 90 days following the deposit of such 
instruments of ratification or acceptance by a majority of the States Parties at the time of 
adoption. Thereafter, it shall enter into force for any other State Party 90 days following 
the deposit of its instrument of ratification or acceptance of the amendment.

Article 11 Settlement of disputes
1.	 When a dispute arises between two or more States Parties relating to the 
interpretation or application of this Treaty, the parties concerned shall consult together 
with a view to the settlement of the dispute by negotiation or by other peaceful means of 
the parties’ choice in accordance with Article 33 of the Charter of the United Nations.
2.	 The meeting of States Parties may contribute to the settlement of the dispute, 
including by offering its good offices, calling upon the States Parties concerned to start 
the settlement procedure of their choice and recommending a time limit for any agreed 
procedure, in accordance with the relevant provisions of this Treaty and the Charter of the 
United Nations.

Article 12 Universality
Each State Party shall encourage States not party to this Treaty to sign, ratify, accept, 

approve or accede to the Treaty, with the goal of universal adherence of all States to the 
Treaty.

Article 13 Signature
This Treaty shall be open for signature to all States at United Nations Headquarters 

in New York as from 20 September 2017.

Article 14 Ratification, acceptance, approval or accession 
This Treaty shall be subject to ratification, acceptance or approval by signatory States. 

The Treaty shall be open for accession.

Article 15 Entry into force
1.	 This Treaty shall enter into force 90 days after the fiftieth instrument of ratification, 
acceptance, approval or accession has been deposited.
2.	 For any State that deposits its instrument of ratification, acceptance, approval or 
accession after the date of the deposit of the fiftieth instrument of ratification, acceptance, 
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approval or accession, this Treaty shall enter into force 90 days after the date on which 
that State has deposited its instrument of ratification, acceptance, approval or accession.

Article 16 Reservations
The Articles of this Treaty shall not be subject to reservations.

Article 17 Duration and withdrawal
1.	 This Treaty shall be of unlimited duration.
2.	 Each State Party shall, in exercising its national sovereignty, have the right to 
withdraw from this Treaty if it decides that extraordinary events related to the subject 
matter of the Treaty have jeopardized the supreme interests of its country. It shall give 
notice of such withdrawal to the Depositary. Such notice shall include a statement of the 
extraordinary events that it regards as having jeopardized its supreme interests.
3.	 Such withdrawal shall only take effect 12 months after the date of the receipt of the 
notification of withdrawal by the Depositary. If, however, on the expiry of that 12-month 
period, the withdrawing State Party is a party to an armed conflict, the State Party shall 
continue to be bound by the obligations of this Treaty and of any additional protocols until 
it is no longer party to an armed conflict.

Article 18 Relationship with other agreements
The implementation of this Treaty shall not prejudice obligations undertaken by 

States Parties with regard to existing international agreements, to which they are party, 
where those obligations are consistent with the Treaty.

Article 19 Depositary
The Secretary-General of the United Nations is hereby designated as the Depositary of 

this Treaty.

Article 20 Authentic texts
The Arabic, Chinese, English, French, Russian and Spanish texts of this Treaty shall 

be equally authentic.
DONE at New York, this seventh day of July, two thousand and seventeen.
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◆はじめに
　2017 年 7 月 7 日、「核兵器の全面廃絶に
向けた核兵器を禁止する法拘束的文書を交
渉 す る 国 連 会 議 」（United Nations 
Conference to Negotiate a Legally Binding 
Instrument to Prohibit Nuclear Weapons, 
Leading Towards their Total Elimination）

1

は「核兵器の禁止に関する条約」（Treaty 
on the Prohibition of Nuclear Weapons; 
TPNW）を採択した2。国連総会は 2016 年
12 月に決議 71/258 を採択し、この会議を
開催することを決定した。この決議に基づ
き、2017 年 3 月 27 日∼ 31 日（第 1 会期）
及び 6 月 15 日～ 7 月 7 日（第２会期）の
期間ニューヨークの国連本部において開催
され、130 か国以上、国際機関及び NGO
などが参加した。米ロ英仏中の N ５、印パ、
イスラエル、北朝鮮及び核の傘の下にある
日韓豪加独などは不参加であり、唯一オラ
ンダが参加した。
　2 月 16 日に会議開催準備のための組織会
合を経て開催された第 1 会期においては、
検討すべき文書に関する①原則及び目的、
②中核的禁止、③制度的取極、この 3 主題
にわたり一般的な意見交換が行われ、第１
会期末には、ホワイト議長（コスタリカ）が、
第 2 会期末の 7 月における条文採択を目指

すこと、それに向けて 5 月後半には議長原
案を公表すること等を発表した。この議長
原案は 5 月 22 日にジュネーブの国連本部
において議長による解説のステートメント
と併せて発表された。
　6 月 15 日からの第 2 会期においては、一
般討論の後、議長原案（1 次案）に基づき
前文から順に条文ごとの審議が行われた

（22 日まで）。この間、前文に関してのみ議
長修正案が提示されている（6 月 20 日）。
その後、核保有国の条約参加方式に関する
原案 2 条～ 5 条の検討を中心に非公式協議
が行われ（一部 NGO の傍聴が許される会
合もあった）、26 日には議長原案修正案（２
次案）が提示された。その後条文ごとに４
つの作業グループ3に分かれて審議を継続
し、30 日には各グループのファシリテータ
ーから審議結果の報告が行われ、これをう
けて 7 月 3 日に議長による第 3 次案が提示
された。5 日には 7 日の採択にあたり提案
する条文の暫定採択が行われ、6 日には最
終案が提示された。7 日の採択にはあくま
でもコンセンサスが追求されたが、オラン
ダによる投票の要求があり、結果として賛
成 122、反対１（オランダ）、棄権 1（シン
ガポール）の投票結果で条文は採択された。
　ヒロシマ・ナガサキへの原爆投下から 72

１　会議の公式サイトは以下。https://www.un.org/disarmament/ptnw/index.html
２　この条約の認証謄本は以下から閲覧できる。https://treaties.un.org/doc/Treaties/2017/07/20170707%20
03-42%20PM/Ch_XXVI_9.pdf
３  ①1条（ホワイト議長）、②2 ～ 5条（アイルランド）、③6 ～ 8条（チリ）、④9 ～ 21条（タイ）の4グループ。（　）
内はファシリテーター国。条文は2次案に基づく。

核兵器の禁止に関する条約（TPNW）について

日本反核法律家協会　理事
明治大学兼任講師　　山田　寿則
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年の歴史の中で、この核兵器禁止条約の成
立は画期的な出来事である。これまで核軍
縮に関する条約には、一部の国を除き核兵
器の製造・取得等を禁じた普遍的条約とし
て核不拡散条約（NPT）があり、関係国間
の条約としては一定数までの核削減を約束
する条約（新START条約など）は存在した。
また、一部地域につき核兵器の不存在を確
保する非核兵器地帯条約は存在した。しか
し、核兵器の使用や使用するとの威嚇を禁
止するだけでなく、核兵器の開発・実験・
生産・製造・保有・貯蔵を禁止し、加えて
保有する核兵器の全廃を義務づける条約で
あって、すべての国に開かれた条約はこれ
までに存在していなかった。
　よく知られているように国連総会の最初
の決議は、諸国の軍備から原子兵器等の大
量破壊兵器を除去する提案を行うことをそ
の任務に含む原子力委員会を設置する決議4

であり、国連は創設当初から、核兵器の廃
絶に取り組んできた。以来 70 年余を経て
国際社会はようやくこの核兵器の廃絶を可
能にする条約を成立させた。
　本稿は、この条約の各条文を紹介し若干
の解説を行うとともに、条約の特徴・意義・
効果・課題につき考察を加える。なお現時
点で交渉会議の内容に関する公式情報は限
定的であり、本稿の分析は暫定的なものに
とどまる5。

Ⅰ　TPNW の条約としての構造
　核兵器禁止条約（TPNW）は、前文及び
20 か条の本文からなる。すべての国に開か
れている（13、14 条）という点において

一般条約である。また核保有国を含めたす
べての国を締約国とすることを目指してお
り、締約国に対して「すべての国によるこ
の条約への普遍的な参加を得る」ために非
締約国にこの条約への参加を奨励する義務
を課している（12 条）。この条約の目指す
核兵器の廃絶のためには核保有国が締約国
となることが必須であるにもかかわらず、
成立当初においては締約国となることが必
ずしも期待できないことからすれば、こ
の条項は条約の普遍化促進のため重要であ
る。
　発効要件は 50 カ国による批准であり、
包括的核実験禁止条約（CTBT）における
ような発効要件国は存在しない（15 条）。
したがって、非核保有国 50 カ国による批
准であっても、条約は発効する。留保は条約
本文については禁止されている（16 条）6。有
効期間は無期限であるが（17 条 1）、脱退
は可能であり「自国の至高の利益を危うく」
する「異常な事態」が存在すると認める場
合には、締約国は国連事務総長に通知する
ことで脱退することができる（17 条２）。
但し、脱退の発効は通知後 12 か月を要し、
かつ脱退国が武力紛争の当事者である場合
には、紛争当事者でなくなる時まで、この
条約の義務及びこの条約の追加議定書の義
務に引き続き拘束される（同３）。NPT の
脱退規定と比較した場合、脱退事由（自国
の至高の利益を危うくする異常な事態）は
同じであるが、事前通知が脱退発効要件で
あることが明確にされた点と武力紛争時で
の脱退ができない点において NPT よりも
脱退要件は厳格になっている。改正は、締

4  Establishment of a Commission to deal with the Problem by the Discover of Atomic Energy, UNGA Resolution 
1（1）.
5  すでに専門家によるコメント、論評、分析が公表されている。さしあたり、長崎大学核兵器廃絶研究セン
ターによる『核兵器禁止条約採択の意義と課題』2017年8月を参照（http://naosite.lb.nagasaki-u.ac.jp/dspace/
bitstream/10069/37700/1/REC-PP-06.pdf）。
6  後述のように前文の重要性に鑑みれば、前文に対する留保が許容されると解される点には問題が残る。
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約国の３分の２の賛成で改正案が採択さ
れ、締約国過半数がこれに批准する場合、
批准国につき改正は発効する（10 条）。

Ⅱ　前文について
　条約の前文は、一般に法的拘束力はない
ものとされているが、条約解釈で参照され
る。すなわち、ウィーン条約法条約によれ
ば、「条約は、文脈によりかつその趣旨及
び目的に照らして与えられる用語の通常の
意味に従い、誠実に解釈するものとする。」

（31 条１）とされ、「条約の解釈上、文脈と
いうときは、条約文（前文及び附属書を含
む。）のほかに、次のものを含める。」（同
２柱書）とあることから明らかなように、
前文は条約の文脈を構成する。また、前文
は条約の「趣旨及び目的」が示されること
が多いので、前文は条約の解釈おいて重要
な地位を占める。
　この条約では、条約作成の動機、前提と
なる認識、行動目標等が示されている。こ
のことは、上述した条約解釈という観点に
加えて、発効後の条約の運用という観点か
らも重要である。すなわち、この前文はこ
の条約に基づき定期的に開催される今後の
締約国会合・検討会合で検討されるテーマ
を示唆しており、前文は運用の指針となり
うることが予想されるからである。この締
約国会合等に参加が招請される非締約国に
とり、前文の内容は、会合参加の可否を判
断する際の考慮事項となりうる。この前文
の内容について、締約国の範囲を越えて非
締約国を含めた認識の共有がどこまで実現
できるかが、今後の課題と考えられる。
　この条約の前文は以下のように整理する
ことができよう。すなわち、2 ∼ 7 段では、
事実の認識と評価が示され、8 ∼ 11 段では
核使用禁止規範の認識と評価が言及され、
１及び 12 ∼ 17 段では軍縮規範と今後の行

動が、18 ∼ 21 段では関連規則について、
22 ∼ 24 段では軍縮の担い手について示さ
れている。

Ⅲ　１条（禁止）について
　1 条は、この条約における中核的禁止行
為が列挙されており、締約国が「いかなる
場合にも」この禁止行為を行わないことを
約束している。この表現からは、「復仇」
の場合にも 1 条に列挙される行為は禁止さ
れていると解される。
　まず、核兵器その他の核爆発装置（以下、
核兵器等と称する）の開発、実験、生産、
製造、取得、保有又は貯蔵が禁止される（１
条（a））。とくに「実験」については、交
渉過程において未臨界実験やコンピュータ
ー・シミュレーションといった非爆発的実
験も禁止すべきかが議論された。議長原案
では CTBT １条１と同一文言（「核兵器の
実験的爆発又は他の核爆発」）が用いられ、
非爆発的実験は排除されていたが、最終的
に単に「実験」との文言が用いられており、
非爆発的実験も禁止していると解される。
　次に、核兵器等及びその管理の移譲・受
領が禁止される（同（b）及び（c））。これ
は NPT1、２条を踏まえている。
　さらに、核兵器等の使用又はこれを「使
用するとの威嚇」（threaten to use）も禁
止される（同（d））。「使用」に関しては、
前文においては、核使用の人道上の帰結に
関する諸事実の認定が示され（特に２∼７
段）、国際法遵守の必要性が再確認され（８
段）、適用法として国際人道法に立脚する
ことが示されている（９段）。これらをう
けて結論的に「核兵器のいかなる使用も武
力紛争に適用される国際法の規則、特に国
際人道法の原則及び規則に違反する」（10
段）ことが「考慮」されている。これら前
文規定を踏まえるなら、この条約は核兵器
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のいかなる使用も現行法に照らして違法で
あるとの認識を前提としているといえる。
　核兵器が合法的に使用できることは核抑
止政策の有効性にとり極めて重要な要素で
あるから、この条約の締約国となることと
核抑止政策を採用することは相容れない。
また、この条約前文に示されている現行法
上の核使用の違法性についての認識が条約
締約国を越えて普遍化するならば、条約外
の核保有国にとっても、その採用する核抑
止政策の有効性に影響を与えることが予想
される。
　他方、「使用するとの威嚇」に関しては、
前文議長修正案（6 月 20 日）の段階で「核
兵器による威嚇」（any threat…of nuclear 
weapons）が国際法に違反するとの趣旨の
文言が前文 10 段に挿入されたが、この文
言は最終的に削除された。また前文 12 段
における「武力による威嚇」の禁止への言
及は国連憲章 2 条 4 の想起にとどまり、核
兵器を「使用するとの威嚇」が憲章 2 条４
で禁止された「武力による威嚇」に該当す
るとの判断は示されていない。さらに前文
14 段における核兵器依存への憂慮は必ずし
も法的非難に該当するものとはいえない。
これらのことからすれば、「使用するとの
威嚇」については、既存の現行法に照らし
違法であるとの認識を最終的に成立した条
約から導くことは困難であり、核兵器を「使
用するとの威嚇」の禁止はむしろこの条約
によって創設された新しい法規範だと考え
られる。これに対して「使用するとの威嚇」
ないしは「核兵器による威嚇」は現行法上
すでに違法であり、この条約はそのことを
宣言したものだとの考え方もある7。いずれ
にせよ、核兵器を「使用するとの威嚇」の

禁止の法的根拠の解明はこの条約と核抑止
政策との関係を理解する上での課題である。
　加えて、１条では条約上の禁止行為につ
き他者への援助、奨励又は勧誘を禁止し（同

（e））、また禁止行為につき他者からの援助
の請求と受領をも禁止している（同（f））。
ここでの他者には私人のみならず、他国も
意味する。「援助、奨励又は勧誘」の概念
は必ずしも明確ではないが、「いかなる様
態によるかを問わず」としており、広義に
解することできる。核保有国（非締約国）
の核の傘に依存する政策の下での関係国間
の協議や協力関係においては、この禁止行
為に該当する行為が存在することが強く推
定される。この禁止は、核保有国の核の傘
に依存する政策を支える重要な要素を禁止
することとなり、拡大核抑止への依存政策
とは相容れないといえる。
　また、交渉過程でしばしば核兵器産業な
どへの資金供与（融資）の禁止を義務づけ
るべきとの主張がなされたが、明文規定は
置かれなかった。但し、この援助・奨励・
勧誘のなかに資金供与を含むと解する立場
から、締約国が国内実施措置としてかかる
資金供与の禁止措置を取ることが考えられ
る。
　最後に、自国領域内又は自国の管轄若し
くは管理下における核兵器等の配置、設置
又は配備の許可が禁止された（同（g））。
交渉過程では、「通過」も禁止すべきとの
主張があった。領海内での無害通航及び国
際海峡での通過通航は「継続的かつ迅速」
な通航を意味し、「配置、設置又は配備」
の概念には該当しないと解される。核搭載
艦船が無害通航権又は通過通航権を行使す
ることは妨げられない。仮に、（e）に基づ

7  なおIALANA提出の作業文書37では、「本条約に核兵器の威嚇の禁止を盛り込むことは、現行法の下での威嚇の
違法性を確認し（それは前文においても宣言されるべきだが）、明確にする点で望ましい。」と主張している（A/
CONF.229/2017/NGO/WP.37, para. 2）。この作業文書の訳は本誌72頁以下参照。
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き領海内での通航を禁止する場合には、こ
れら一般国際法上確立している通航権との
抵触が問題となろう。なお、東南アジア諸
国は、バンコク条約において地帯国の大陸
棚・排他的経済水域（EEZ）における核使用・
威嚇を禁止していることから、この条約で
も大陸棚・EEZ を含むと解している。

Ⅳ　２条～４条について
　これら条文は条約の検証に関する。２条
は締約国に対して、自国につき条約発効後
30 日以内に国連事務総長に対して核兵器等
に関する申告を求めている（１項）。この申
告内容に従えば、締約国は以下の 4 つに分
類されることとなる。すなわち①かつて核
兵器を所有又は占有しており、発効前に廃
棄した締約国（旧保有国）、②核兵器等を
現に所有又は占有している締約国（現保有
国）、③自国領域内又は管轄若しくは管理
下に他国の核兵器等が所在する締約国（他
国核所在国）、④前記①又は②に該当しな
い締約国（非保有国）である（なお③も非
保有国である）。
　３条は上記③及び④の非保有国に対する
保障措置に関する規定である。まず、現行
の IAEA 保障措置協定を維持することを義
務づけ（１項）、次いで、IAEA の包括的保
障措置協定を締結していないか、同協定が
未発効である場合には、この協定を交渉し
発効させることを義務づけている（２項）。
　３条は、締約国に対して NPT における
不拡散義務の検証措置である包括的保障措
置協定の維持乃至は交渉・発効を義務づけ
ることにより、NPT 並みの保障措置の維持
を確保する趣旨である。
　 交 渉 過 程 で は、IAEA 追 加 議 定 書

（INFCIRC/540（corrected）） の 標 準 化 を
指向する主張もなされたが、「将来におい
て自国が採択する追加の関連する文書に影

響を及ぼすことなく」との文言の挿入にと
どまっており、交渉参加国間では同追加議
定書の標準化に対してはなお強い抵抗があ
ることをうかがわせる。
　しかし、条約１条は核兵器等の「開発」
を禁止しており、製造・取得の禁止にとど
まる NPT の不拡散義務（２条）よりも厳
しい禁止が課せられている。この厳しい禁
止を検証するためにより高水準の保障措置
協定を求める主張がなされる可能性は考え
られる。他方で、使用禁止の受諾が、より
制約のない「平和利用」追求の論拠とされ
ることも考えられる。
　４条は、核兵器の全面的な廃絶に向けた
措置を規定しており、専ら旧保有国、現保
有国及び他国核所在国を対象とする。まず、
旧保有国は、自国の核兵器計画の除去の検
証を目的として「指定当局」と協力するこ
とが義務づけられており、この当局が全締
約国に対して報告を行うこととなる。平和
利用から軍事利用への不転用の確認につい
ては、IAEA との間で保障措置協定を締結
することが義務づけられている（４条１）。
この締結交渉は自国についての条約発効後
180 日以内の開始、18 カ月以内の協定発効
が要求されており、NPT ３条４項の保障措
置協定交渉・発効規定を踏まえている。
　次に現保有国についての核兵器廃棄措置
として、核兵器等の運用上の地位の撤去義
務及び廃棄義務が規定されている。前者は
即時的実施が求められ、後者は最初の締約
国会合による決定期日までの実施が要求さ
れる。検証措置については、検証付・期限
付・不可逆な法拘束的廃棄計画を「指定当
局」に提出し（自国についての条約発効後
60 日以内）、交渉することが規定され、こ
の当局が承認のために締約国会合又は検討
会合に提出する（同２）。
　現保有国における平和利用から軍事利
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用への不転用の確認については、やはり
IAEA との保障措置協定の締結が義務づけ
られており、核兵器の廃棄計画完了日まで
に交渉開始、開始後 18 カ月以内の発効、
及び国連事務総長に対する最終申告が義務
づけられている（同３）。
　さらに、他国核所在国については、他国
核の速やかな撤去の確保（最初の締約国会
合決定期日まで）及び義務履行につき国連
事務総長に対して申告することが義務づけ
られている（同４）。
　なお、これら４の適用対象国は締約国会
合又は検討会合に対する４条義務の進捗状
況の報告義務がある（同５）。また、前記「指
定当局」は、全締約国が指定することとな
っており、締約国会合又は検討会合で指定
されることが予想される（同６）。

Ⅴ　５～７条について
　１条の禁止行為が不作為義務であるのに
対して、５～７条は条約実施のための措置

（作為）を義務づけており、積極的義務と
呼ばれる。
　５条では、条約義務を国内的に履行する
ための履行措置をとることを義務づけてお

り（５条１）、これには禁止活動の防止・
抑止の措置（罰則を含む）が含まれる（同
２）。ここでは管轄・管理下の個人による
禁止活動（属人主義）及び管轄・管理下の
領域内における禁止活動（属地主義）が対
象となる。
　６条は被害者援助及び環境回復に関す
る。まず、締約国の管轄下の個人に対して
援助を提供することを締約国に義務づけ
る。これは国際人道法・国際人権法に従う
ものであって、年齢・性別などに配慮した
援助でなければならず、社会的・経済的包
摂性の確保も要求される（６条１）。また、
締約国に対して自国の管轄又は管理下の汚
染地域の環境回復措置をとることを義務づ
ける（同２）。なお、これらの義務は、他
の国の義務に影響しないものとされる（同
３）。すなわち核使用国・核実験国のあり
うべき責任がこの規定の存在により解除さ
れることにはならない。
　国際協力及び被害者援助に関する７条で
は、まず、締約国に対して条約実施の相互
協力を義務づけ（７条１）、次いで他国に
援助を請求しかつ受領する権利があるこ
とを規定する（同２）。また、核使用・核

（参考）２～４条関係の整理
旧保有国
（核兵器廃棄済の国）

現保有国 他国核所在国
（非保有国）

非保有国

申告（２条） かつて所有/占有してお
り廃棄したと申告

所有/占有していると申告 域内に他国核が所在す
ると申告

左記のいずれにも
該当しないと申告

核兵器の廃
棄措置（４
条）

廃棄につき「指定当局」
と協力して検証。

・核兵器の運用上の地位の
撤去（即時）

・核兵器の廃棄（締約国会合
決定期日まで）

・「除去計画」の提出と交渉
（「指定当局」と）、承認（締約
国会合等で）

・速やかな撤去の確保
（締約国会合決定期日ま
で）
・事務総長への申告

なし

平和利用転
用防止（３，
４条）

ＩＡＥＡと保障措置協定を
締結・発効（４条１）

・ＩＡＥＡと保障措置協定を締
結・発効（４条３）
・事務総長に最終申告

包括的保障措置協定を
維持/締結（３条）

包括的保障措置協
定を維持/締結（３
条）

締約国会合
等への報告

進捗状況を報告（４条
５）

進捗状況を報告（４条５） 進捗状況を報告（４条５） なし

（参考）２～４条関係の整理
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実験被害国への援助を提供すること（同
3）及び被害者のための援助を提供するこ
とも締約国に義務づけている（同４）。但
し、３及び 4 の義務は応能負担を条件とす
る。なお援助の形態としては、国際援助（民
間援助も）又は二国間援助による（同５）。
注目されるのは、交渉の最終段階で挿入さ
れた、核使用・核実験国に対して被害者援
助・環境回復目的での援助責任を課す規定
である（同６）。締約国の国際法上の他の
義務に影響しないとされており、この責任
の性質（違法行為責任といえるか）の問題
にも関わり、今後の議論の対象となりうる。

Ⅵ　８条以下について（Ⅰで言及した条文
を除く）
　８条以下は制度的取極となっている。こ
の条約発効以降は、定期的に締約国会合が
開催され、条約の適用・実施及び更なる核
軍縮措置につき検討し決定する（８条１）。
これには核兵器の廃棄措置などを含み追加
議定書の形式での採択が予定されている。
会合は、発効後１年以内に最初の締約国会
合を開催し、その後は２年毎に開催され
る（同２）。特別会合は締約国の１/ ３の要
請に基づき開催される（同３）。なお、６
年毎に検討会合が予定されている（同４）。
この締約国会合と検討会合の組合せは、対
人地雷やクラスター弾の条約にみられる形
式である。注目されるのは、これら会合に
非締約国、国連等国際機関、赤十字および
NGO がオブザーバー招請されるものとさ
れており、これは義務規定なので、参加は
強制されないが必ず招請しなければならな
い（同 5）。
　９条はかかる諸会合の開催や事務総長の
活動に関する費用を規定する。締約国会合・
検討会合・特別会合については、締約国及
びオブザーバー参加する非締約国が国連分

担率に基づき負担する（９条１）。国連事
務総長が条約に基づき行う活動（２、４及
び 10 条）の費用については締約国が国連
分担率に基づき負担する（同２）。核兵器
等の廃棄措置及び廃棄検証措置（４条）は、
措置の適用対象締約国の負担となる（同
３）。
　11 条は条約の適用解釈をめぐる締約国間
の紛争解決規定である。まず紛争当事国に
紛争解決のための協議義務を課し（11 条 1）、
加えて締約国会合にあっせんの提供や勧告
等の関与権限を認めている（同２）。
　18 条では、この条約の実施と他の協定と
の関係を規定する。18 条１は、武器貿易条
約（ATT）26 条１の援用である。ATT では、
締約国間での（事前・事後の）防衛協力協
定と ATT の関係が問題であったが、この
条文の意図は、ATT 締約国が、武器貿易
を規律する他の協定の当事国となることを
確保するが、その協定義務が ATT 義務と
両立しない場合には、その協定のどの規定
も合法的には実施しえないことを確保する
ことにあった。この条約 18 条では、NPT
との関係が焦点となった。とくに、NPT の
不拡散義務を緩和しない趣旨（抜け穴とな
らない）である。交渉会議では、まず NPT
の権利・義務に影響しないとの趣旨の議長
原案が示された。これについては、核保有
国が条約当事国となった場合に、核保有が
NPT 上の権利として主張されたときの困難
を指摘する声があり、かかる懸念を回避す
るために現行条文が採択された。
　この条約実施が締約国の既存の国際協定
上の義務に影響せず、但し、当該義務がこ
の条約と両立する場合に限る、との文言は、
一見わかりにくい。両立する場合に影響し
ないのは当然だからだ。前述の通りこの条
文の趣旨は、両立しない場合に条約実施が
他の（両立していない）協定義務に優先す
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るということである。不拡散義務（保障措
置義務）についてみれば、前述のように３
条で包括的保障措置協定を義務づけ NPT
並みの義務を維持しているので、両立する
ことは明白である。
　むしろ、18 条はこの条約と締約国・非締
約国（核保有国）間協定との関係で問題と
なり得る。例えば、援助・奨励・勧誘の禁
止（１条（g））、援助の請求・受領の禁止（同

（f））及び配置・設置・配備の禁止（同（h））は、
前記協定上の義務と両立しない場合が考え
られる。この場合、締約国については、協
定義務よりも条約義務の実施が優先する。
　なお、18 条は ATT と異なり「将来の国
際協定」との関係に言及しない。ATT26
条１は締約国間の将来の協定によって、
ATT 義務が変更されないことを意図して
いる（特別法優先・後法優先原則の例外）。
この条約においては類似の文言が存在しな
いため、特定の条約締約国間で条約規定か
ら逸脱する特別協定（例えば、低水準の禁
止規定を含む）を事後的に締結する場合（締
約国会合による追加議定書の形式をとる可
能性も否定できない）、特別法優先・後法
優先の一般法上の原則によって条約・協定
間の効力関係が処理されることとなる。こ
の条約の義務の性質、とくに中核的義務の
優先性について議論を深める必要があろ
う。

Ⅶ　TPNW の特徴・意義・効果・課題
　この条約には次のような特徴がある。こ
こでは３点指摘しておきたい。第 1 に、こ
の条約はいわゆる核軍縮への人道的アプロ
ーチに基づき成立している。とりわけ核使
用の壊滅的な人道上の帰結など、前文２～
６段において認識・留意されている事実は、
2010 年ごろからの核兵器の非人道性に関す
る国際会議及び共同声明・国連総会決議に

おいて繰り返し確認されてきた。この条約
はこのような核使用の帰結がもたらす非人
道性や核の存在が人類にもたらすリスクへ
の非難を前提に成立している。その背景に
は、「人道の誓約」で明言された核兵器を

「汚名化」し、禁止し、廃絶するというア
プローチが存在する。加えて、この条約は
核兵器を人道の観点から批判するだけでな
く、倫理的観点（前文５段）、法的観点（前
文 10 段）、軍事・安全保障の観点（前文３、
14 段）等、あらゆる観点から核兵器の存在
を非難しており、核兵器を「非正当化／脱
正統化」する契機が含まれている。
　第２に、この条約は現行法に立脚してい
る。とくに核使用・威嚇についてはⅢでみ
たとおりである。核軍縮義務については、
1996 年 ICJ 勧告的意見で示された核軍縮誠
実交渉・完結義務が前文で再確認されてい
る（16 段）。核不拡散義務についても、３
条で NPT 並みの保障措置を義務づけるだ
けでなく、廃絶を進める核保有国について
も 4 条で保障措置協定の締結を義務づけて
おり、この条約は NPT を補完・強化して
いる。原子力の平和利用の権利についても
この条約によって害されないことを強調す
る（前文 21 段）。この条約は NPT の三本
柱を補完・強化する内容となっている。
　第３に、この条約は核兵器を禁止するだ
けでなく廃絶への入口を明示しており、核
廃絶という「ゴールを可視化」したという
特徴をもつ。この条約では核保有国が締約
国となった場合の廃絶手続を一定程度明確
化した（４条）。とくに核保有国は、運用
上の地位からその核兵器を撤去し、廃棄す
ることが義務づけられている（同２）。仮
に、核保有９カ国すべてが締約国となる場
合には、世界の核兵器の使用・威嚇は禁止
され、運用からも除去され、ただ廃棄をま
つ「保有」が許容されるだけとなり、これ
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は「核なき世界」の実現とさえいえる。当然、
検証措置もこの状況に至るプロセスも明確
ではない。だがこのような目標地点が視認
できることは、それに至る経路の探求を進
める契機を提供する。加えて、このような
探求を進めることは法的に要請されている
ことにも留意しておきたい。まず、この条
約は NPT ６条でいう核軍縮の「効果的措
置」として作成されていることは明らかで
あり、条約外にいる NPT 当事国はこの条
約への参加提案に対しては誠実に対応する
ことが求められる（誠実交渉義務）。次に、
TPNW 締約国も条約普遍化を促進するため
の奨励義務（14 条）に基づき、非締約国の
加入等が可能となるような条約運用と外交
交渉の実践が求められよう。これは ICJ が
示した完結義務からも要請されると考えら
れる。完結義務は、「あらゆる点での核軍
縮に至る」という結果の義務であるが、こ
の条約成立をもってこの義務の履行が完了
したとはいえないだろう。
　さて、この条約に対しては交渉過程の前
後を通じて様々な批判が加えられてきた。
例えば、①保有国が不参加では実効性がな
い、② NPT 体制を壊す、③安全保障を考
慮していない、等である。
　①については、条約が合意規範であるこ
とを考えれば、もっともな批判である。し
かし、第１に、この条約は単に法規範の形
成のみを目的としているわけではない。前
述したように、核兵器に「非人道性」のレ
ッテルを貼り、ひろく社会規範として忌む
べきものとして「汚名化」することを通じ
て、核兵器廃絶への社会的条件の形成を狙
いとしている。かかる「汚名化」にどの程
度の実効性を見出すかは論者によって評価
は異なる。だが、被爆の実相の普及を含め
た平和・軍縮教育の推進（前文 23 段）、核
使用を犯罪化する国内立法の策定（５条

２）、核兵器産業等への資金供与を禁止す
る国内措置等の諸方策がどのように実施さ
れるかなど、条約に基づく諸実践に、かか
る「汚名化」の実効性は依存するだろう。
　第２に、この批判を克服するためには、
この条約を起点として生じるだろう「廃絶
プロセス」に核保有国・依存国を巻き込む
ことが必要となる。条約締約国会合のプロ
セスにとどまらず、NPT プロセスや国連総
会第１委員会での検討も含めた様々な場に
おける取組みを通じて、核保有国・依存国
による核軍縮措置を促進する工夫が要求さ
れる。このために、この条約締約国が一定
のまとまりをもった交渉グループとして建
設的な提案を行えるかどうかが課題であろ
う。
　②については、前述したようにこの条約
は NPT を補完・強化する内容を持つ。条
文上は NPT 体制を損なう点は見当たらな
い。だが、NPT 当事国間でこの条約の評価
をめぐり対立が顕在化していることは間違
いない。条約に反対する側からの懸念の一
つは、条約の締約国会合と NPT 会合との
関係である。締約国会合の任務は条約の適
用・実施にとどまらず、核軍縮のための更
なる措置の検討という、NPT の場で議論
される事項を含んでいるからである（８条
１）。だが、核軍縮措置を検討する場は従
来からも複数存在した。NPT 会合以外に
も国連総会第１委員会やジュネーブ軍縮会
議（CD）などだ。これに新たに TPNW 会
合が加わることになる。しかし、NPT は
N ５に軍縮義務（誠実交渉義務）を課して
おり、NPT 会合はその履行を追及できる場
である。さらには、2010 年 NPT 合意では、
この条約前文８段と同じく、国際人道法を
含む国際法遵守の必要性を再確認してお
り、NPT 会合は、この合意に基づき N ５
や核依存国に対して核使用の国際法適合性
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についての説明責任を追及できる場でもあ
る。このように NPT 会合の有用性は無視
しえない。NPT 再検討プロセスと TPNW
締約国会合プロセスとがどのように有機的
連関を形成するかが今後の課題となる。
　③に関連して、まず注目すべきは、安全
保障を確保する手段としての核兵器の役割
の評価をめぐる対立が前提にあることだ。
核兵器を自国の安全保障を確保する手段と
して軍事的には有用であり、合法的に使用
できることから、仮に非人道性を認めたと
しても「必要悪」として容認する立場を
NPT の前提に見出すことができる。他方、
前述したように TPNW はあらゆる観点か
ら核兵器を「非正当化／脱正統化」する契
機を含んでおり、いわば「絶対悪」として
核兵器を位置付けている。このようにみれ
ば、核保有国とくに米英仏による反対は極
めて原理的・根源的な反発であるように思
われる8。
　このような理解の上で、核抑止論および
核抑止政策の再検討を促す議論の提起が課
題である。核抑止政策を、あくまでも相手
の核使用を思いとどまらせるための手段で
あるとみるならば、核使用を法的に禁止す
ることで核使用を根絶しようとする TPNW

とは共通の基盤を見出すことは可能だろ
う。まずは、個別具体的な安全保障環境に
即して、例えば、北東アジアや中東、南ア
ジア、欧州といった個別地域ごとに TPNW
が安全保障環境の改善にどのように貢献し
得るか丁寧な議論を深めることが必要に思
われる。

◆おわりに
　この条約の署名開放は 2017 年９月 20 日
であり（13 条）、発効は 50 番目の批准書の
寄託後 90 日である（15 条）。署名開放日に
50 カ国以上が署名しても、批准に要する国
内手続を考えると、発効は 2018 年、最初
の締約国会合の開催は 2019 年ごろと予想
される。交渉会議ではオーストリアが同会
合をホストする意向を表明した。2020 年の
NPT 再検討会議ではこの条約をどのように
扱うかが一つの争点となる。仮にこの問題
が原因で実質合意が成立しなければ、NPT
にとっては初めて２回連続して再検討会議
が失敗に終わることになり、NPT の存在
意義が大きくゆらぐことになりかねない。
TPNW は NPT と核不拡散体制の在り方を
根底から問う契機を提供している。

8  条約採択同日におけるこの 3 か国の共同声明では、この条約につき「国際の平和と安全の維持に寄与する既存の
国際安全保障のアーキテクチャを損なうリスクがある」と評する（https://usun.state.gov/remarks/7892）。
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７月７日、国連の「核兵器の全面廃絶の
ために核兵器を禁止する条約交渉会議」は、

「核兵器禁止条約」を賛成 122、反対１（オ
ランダ）、棄権 1（シンガポール）で採択した。
国連加盟国 193 カ国の約 63 パーセントに当
たる多数の賛成である。私は、この条約採
択を、「核兵器のない世界」を実現する上で、
画期的な一歩となるものとして、心から歓
迎する。そして、国連本部で、この条約採
択に立ち会えたことに大きな喜びを覚えて
いる。

核兵器禁止条約は、締約国に核兵器の開
発、実験、生産、取得、占有、貯蔵、授受、
使用、使用するとの威嚇、これらの禁止事
項についての援助や奨励、自国への配備の
許可などを全面的に禁止するだけではなく、
核兵器国に条約への加盟の道を開く仕組み
を用意しており、核兵器の全面廃絶に向け
ての法的枠組みとなっている。また、この
条約は、締約国に対して、核被害者に対す
る適切な援助や環境の回復を求めている。

今後、この条約は、本年９月 20 日からす
べての国に署名手続きが開放され、50 番目
の国の批准書が寄託されてから 90 日で発効
することになる。私は、この条約が、一日
も早く発効することを祈念したい。

ところで、日本政府はこの交渉会議に参
加しなかったし、署名はしないとしている。
この様な条約は有害無益であるというスタ
ンスである。唯一の戦争核被害国の政府と
して許されない態度である。また、米英仏

３国は、「安全保障の現実を無視している」
としてこの条約を拒否する姿勢を明らかに
している。さらに米国は、「この条約は核兵
器を減らせない」、「北朝鮮の脅威に対する
取り組みを損ねる」などとしている。彼らは、
核兵器に依存しての国家安全保障を優先し、
核兵器禁止条約を無視しようとしているの
である。そもそも、人類社会を滅亡に追い
込むかもしれない核兵器に依存して確保し
なければならない「国家の安全」とは何を
意味するのであろうか。また、自国は核に
依存しながら、他国（北朝鮮）にはその保
有を認めないなどという理屈に説得力はな
い。核兵器禁止条約は、北朝鮮の行動を容
認するものでも推奨するものではない。逆
に、核兵器国の核独占を容認するものでも
ない。核兵器国が、自らの核兵器は棚に上
げて、核兵器禁止条約は北朝鮮の核開発を
止められないなどと言い張るのは筋違いも
甚だしいと言わざるをえない。

しかしながら、核兵器国や核兵器依存国
がこのような態度を取り続ける限り、「核
兵器のない世界」は実現しない。私たちは、
彼らのこのような態度を転換しなければな
らないのである。そのためにまず求められ
るのは、この条約の背景にある価値と論理
の共有と拡散であろう。

条約は、核兵器の使用がもたらす破滅的
な人道上の結果を深く憂慮し、核兵器を完
全に廃棄することが、核兵器が二度と使用
されないことを保証する唯一の方法である
としている。そして、核兵器のいかなる使

核兵器禁止条約の採択と今後の課題

日本反核法律家協会　事務局長
弁護士　　大久保　賢一
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用も、武力紛争に適用される国際法の原則
と規定に反するし、人道の諸原則と公共の
良心の命ずるところに反するとしているの
である。ここにあるのは、核兵器は非人道
的であるだけではなく、武力紛争に適用さ
れる国際法にも違反するものであり、それ
が二度と使用されないようにするためには、
核兵器をなくすことであるという価値と論
理である。そして、その背景には、ヒバク
シャの苦痛と損害に対する配慮が存在して
いる。

条約は、「核兵器のない世界」の達成と
維持は、世界の最上位にある公共善であり、
国及び集団の双方にとって安全保障上の利
益に資する、としている。核兵器によって
国家安全保障を確保するのか、「核兵器のな
い世界」が最上位の公共善なのかが根本か
ら問われているのである。私は、後者を選
択する。そして、ここが対立の核心部分だ

と理解している。
私は、核兵器完全廃絶の呼びかけに示さ

れた人道の諸原則の実現を推進するための
公共の良心を自覚し、法律家として、この
条約が核不拡散条約（NPT）、包括的核実験
禁止条約（CTBT）、非核兵器地帯条約など
と相まって、一日も早く「核兵器のない世界」
が実現するように、その具体的方策を探る
努力をしたいと決意している。

核兵器依存論者との不愉快な論争が待っ
ているであろうが、核兵器に依存すること
を恥じとも思わない連中をのさばらしてお
くことはできない。私は、国連の会場で、
被爆者であるサーロー節子さんや藤森俊希
さんたちが、この日を迎えることのできな
かった多くの人々に思いをはせて流した涙
を忘れることはできない。この条約に魂を
吹き込むたたかいはこれから始まるのであ
る。

（2017 年 7 月 18 日記）

浅田正彦京大教授は、「核兵器禁止条約は
核軍縮にとって無意味なだけではなく、む
しろ NPT 体制が大きく揺らぎ、核不拡散の
基礎を損なうことにもなりかねない」との
意見を述べている（毎日新聞７月 12 日付）。

氏の意見をもう少し紹介すると、①核兵
器禁止条約は、侵略された場合にまで核兵
器の使用を禁止しているので、米国の核抑
止力に依存する日本は入れない。核兵器国
はいずれも条約をボイコットしている。条
約は保有国と非保有国の対立を深めること
になる。②非核兵器国の間で、「NPT派」と「核
兵器禁止条約派」に分断されかねない。③

NPT 体制に対する不満があるかもしれない
が、NPT 体制の下で米ロの核兵器数が激減
してきたことにも留意すべきだ。④核軍縮
を進めるためには対立しながらも一堂に会
して議論のできる「フォーラム」が必要だが、
別のフォーラムができれば、NPT 再検討会
議の形骸化が進み、NPT の屋台骨が揺らぐ
ことにもなりかねない。⑤核兵器禁止条約
は未臨界実験なども禁止しているが、その
禁止の検証は困難である。核兵器の廃棄や
その検証に関する規定に非現実的なところ
が少なくない。⑥ NPT に加盟している非保
有国には国際原子力機関（IAEA）の査察を

核兵器禁止条約は核軍縮にとって意味がないか？

日本反核法律家協会　事務局長
弁護士　　大久保　賢一
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受け入れる義務があるけれど、核兵器禁止
条約にそれ以上のものはない。だとすれば、
NPT で十分だ。⑦日本政府の不参加はある
種の見識だ。政府がいう「NPT の一体性を
強化し、再検討会議で保有国に核戦力や核
ドクトリンの透明性向上を求める」といっ
た取り組みが、核軍縮にとって意味がある。
などということである。

要するに、核兵器禁止条約は存在そのも
のが核軍縮にとって無益どころか有害だ、
NPT で十分だ、というのである。これは、
日本政府の姿勢を代弁するものといえよう。
氏は、2015 年の NPT 再検討会議日本政府代
表団顧問を務めたそうだから、このような
見解を披露することは無理もないであろう。

そして、核兵器禁止条約を「安全保障の
現実を無視している」、「われわれに何の法
的義務を負わせるものではない」、「この条
約は核兵器を減らせない」、「北朝鮮の脅威
に対する取り組みを損ねる」などと言い立
てる米・英・仏などの核兵器国の見解と通
底するのである。

核兵器禁止条約は、氏が指摘するとおり、
いかなる場合の核兵器の使用も禁止してい
るし、未臨界実験も禁止している。それだ
けではなく、開発、実験、生産、製造、取
得、占有、移譲、使用、使用するとの威嚇、
禁止されている事項にかかわる推奨、援助、
自国への配備など包括的に核兵器を禁止し
ているのである。核兵器国や日本のような
核兵器依存国からすれば、自国の核兵器政
策の根幹を問われることになっているので
ある。そういう意味では、核兵器依存国と
非依存国との対立が鮮明になったと言える
であろう。

この対立は、自国の安全を核兵器によっ
て確保するのかどうか、言い換えれば、核
兵器の必要性と有用性を認めるのかどうか
という対立である。この対立は和解不能な

対立である。核兵器を認めるのか認めない
のかという二項対立で中間項が想定できな
いからである（例外的に認めるというのは
認めるということである）。従って橋渡しな
ど不可能である。

核兵器禁止条約は、「核兵器のない世界」
の達成と維持は、世界の最上位にある公共
善であり、国及び集団の双方にとって安全
保障上の利益に資する、としている。核兵
器によって安全保障を確保するという発想
を根本から否定しているのである。この発
想の基礎にあるのは、核兵器は非人道的で
あるだけではなく、武力紛争に適用される
国際法にも違反するものであり、それが二
度と使用されないようにするためには、核
兵器をなくすことであるという価値と論理
である。

他方、日本政府もオバマ政権下の米国も、
核兵器使用の非人道性は否定していないし、
いずれ廃絶されるべきであるともしている

（ただし、トランプ政権は別）。核兵器使用
がもたらした現実を否定できないからであ
る。けれども、国家安全保障のために核兵
器には依存したいのである。なぜなら、核
兵器はその破壊力ゆえに、それを使用でき
たものは、武力紛争の勝利者となれるから
である。だから、他国には持たせず、自分
とその仲間たちの手元に置いておきたいし、
その使用を違法とされたくないのである。

その言い訳の道を封じたのが核兵器禁止
条約である。だから、核兵器依存論者は核
兵器禁止条約の存在そのものが許せないの
である。核兵器の抑止力による国家安全保
障を容認する浅田氏も、核兵器禁止条約の
採択は、あたかも自分の存在意義を否定さ
れたかのような気分に襲われているのであ
ろう。氏も含め核兵器に依存する人々には、
核兵器禁止条約が指摘している核兵器使用
の被害者や核実験被害者の容認しがたい苦
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痛と被害には思い至らないかのようである。
核兵器依存論者は、壊滅的な非人道的被

害に優先する「国家安全保障」なるものの
内実を具体的に示すべきである。無差別、
大量、残虐な死と引き換えに確保されるべ
き価値と正義は何なのかを示すべきである。
北朝鮮の脅威などということで誤魔化すこ
とは許されない。

核兵器禁止条約は、「核兵器のない世界」
を展望して、核兵器を包括的に禁止し、そ
の保障措置を確保し、核兵器国の加盟にも
道を開いている。浅田氏は、核兵器禁止条
約は、核兵器の廃棄やその検証に関する規
定に非現実的なところがあるなどとしてい
る。けれども、それは、核兵器国にも参加
の道が開かれている締約国会議で検討され
ればいいことで、今ここで浅田氏にとやか
く言われる筋合いのものではない。

また、浅田氏は、核兵器禁止条約は NPT
を形骸化するかのように言うが、それはあ
りえない。核兵器禁止条約は、NPTは核軍縮・
不拡散の礎石として機能しているし、国際
の平和と安全ために不可欠であると評価し
ている。核兵器禁止条約ができたからとい
って NPT が不要になるわけではない。また、
NPT 加盟国の条約上の義務の履行が免除さ
れるものでもない。NPT 加盟国は、「全面
的かつ完全な軍備縮小に関する条約につい
て誠実に交渉する義務」（NPT ６条）の履
行を求められているのである。禁止条約前
文もそのことを踏まえている。ここに、形
骸化が生ずる余地はない。

更に、浅田氏は、しきりに、NPT と核兵
器禁止条約の対立関係を語っているが、そ
れは核兵器禁止条約の読み間違いである。
核兵器禁止条約と NPT は対立するものでも
排斥し合うものでもない。各国は、NPT 再
検討会議の中で、この核兵器禁止条約が「全

面的かつ完全な軍備縮小に関する条約」と
してふさわしいかどうかを検討すればいい
のである。

NPT 体制の下で、核兵器禁止条約は邪魔
者扱いされるのではなく、格好の検討対象
として歓迎されるべきものであろう。そし
て、核兵器禁止条約が十分なものであれば、
NPT 加盟国はこぞって核兵器禁止条約に加
入すればいいし、不十分であれば、核兵器
禁止条約の締約国会議には、すべての国家
の参加が認められているのであるから、そ
の場でその不足を補う方策を考えればいい
だけの話である。

核兵器禁止条約は、「核兵器のない世界」
を目指すものであるが、核兵器国の参加な
くしてその世界が実現しないことは明らか
である。もし、浅田氏が「核兵器のない世
界」の達成と維持を希望するのであれば、
NPT だけで十分だなどと切って捨てるので
はなく、1970 年に発効しながら、いまだに

「全面的かつ完全な軍備縮小条約」に到達し
ていない NPT 体制に、この核兵器禁止条約
を生かす方法がないのかを検討すべきでは
ないだろうか。日本軍縮学会会長の経歴を
持つ浅田氏に求められていることは、米ロ
の核兵器がピーク時に比較して激減したな
どということに達成感を覚えるのではなく、
核兵器禁止条約を採択した 122 カ国や市民
社会の良心とエネルギーを自らのものとす
ることではないだろうか。

同日の毎日新聞で、田中熙巳日本被団協
代表委員は、被爆者は「核兵器と人類は共
存できない」と訴え続けてきた、核兵器禁
止条約は「核兵器のない世界」につながる
道具になるはずだ、と発言している。この
想いを浅田氏に共有してもらうことは叶わ
ぬことなのであろうか。

（2017 年 7 月 18 日記）
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第１　はじめに
2017（平成 29）年３月 27 日から 31 日ま

で、ニューヨークの国連本部において、「核
兵器禁止条約」についての交渉会議（第一
会期）が行われた。私は新倉修弁護士とと
もに、日弁連憲法問題対策本部の委員とし
て本会議の傍聴、サイドイベントの傍聴及
び関係 NGO への表敬訪問や懇談等の視察
を行った。本報告書では視察状況等を報告
させていただくとともに、今後取り組むべ
き課題について報告させていただく。

第２　本会議の傍聴
１　３月 27 日の会議

（１）３月 27 日午前 10 時過ぎから、国連
総会会議場で、「核兵器禁止条約」交渉
会議（第一会期）が開幕した。アメリカ
の国連大使や、アメリカに同調するイギ
リス・フランスの大使などが、別の会場
で核兵器禁止条約交渉反対の声明を発表
する中での開幕であった。

　　議長を務めるコスタリカのホワイト大
使の挨拶、国連総会議長のメッセージ紹
介、キム・ウォンス国連軍縮担当の挨拶
の後、ハイレベルセグメント（各国政府
代表・NGO 代表の演説）が行われた。

（２）ハイレベルセグメントでは、ローマ
法王のメッセージ紹介、赤十字国際委員
会総裁のビデオメッセージの後、被爆者
の代表として被団協の藤森俊希事務局次
長が登壇し、日本語で演説した。藤森氏
は、生後１年４ヵ月のときの自らの被爆

体験を説得的に語り、キノコ雲のもとで
繰り広げられた生き地獄をどの国の誰に
も絶対に再現してはならないと述べ、核
兵器禁止条約の必要性を訴えた。会場か
らは大きな拍手が起こった。

（３）続いて、各国政府代表の演説に移った。
ほとんどの代表が核兵器禁止条約交渉に
ついて歴史的意義があると述べ、賛成の
立場であった。とくにメキシコやコスタ
リカ、オーストリアが積極的であった。

　　日本からは、高見澤將林国連軍縮大使
が演説した。高見澤大使は、日本が唯一
の戦争被爆国であり、核軍縮を率先して
おこなう必要があると述べつつも、核兵
器国や核依存国の多くが不参加の状況で
は、会議に建設的で誠実に参加すること
は困難と述べた。高見澤大使の演説は、
唯一の戦争被爆国でありながら、アメリ
カの核の傘に依存せざるをえない日本の
微妙な立場を象徴する演説であった。

国連総会会議場

「核兵器禁止条約」交渉会議（第一会期）等視察報告

日弁連憲法問題対策本部・核廃絶PT
日本反核法律家協会　理事
弁護士　　森　　一　恵
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　　各国政府代表の演説は、午後 6 時頃ま
で続き、午後 6 時頃に閉会した。

２　３月 28 日の状況
（１）3 月 28 日の午前 10 時過ぎから、国連

会議室４で、２日目の会議が行われた。
　　日本政府代表は、この日以降不参加と

なった。
　　この日の午前中には、ハイレベルセグ

メントの続きが行われ、昼過ぎ頃に、市
民社会代表の演説に移った。

（２）市民社会代表の演説の中で私が興味
を持ったのは、広島で被爆し、現在はカ
ナダ在住の被爆者サーロー節子氏の演説
と、イギリスの核実験による被爆者スー・
へーゼルダイン氏（オーストラリア）の
演説であった。

　　サーロー節子氏は英語で、13 歳で被爆
した体験、身内が亡くなった悲劇を力強
く説得的に語り、演説後も会場から拍手
が鳴り止まないほどであった。

　　またサーロー節子氏は日本政府の不参
加表明について「自分の国に裏切られ、
見捨てられ続けているという思いを強く
した。」と批判した。

　　スー・へーゼルダイン氏は、核実験に
よる放射線被曝の影響で、多くの被爆者
が癌に苦しんでいる実情について語っ
た。被爆者というと、日本では第 2 次世
界大戦時の広島・長崎の原爆、マーシャ

ル諸島ビキニ環礁での核実験が有名であ
るが、広島・長崎やビキニ環礁以外にも
核による被害があったのかと、核被害の
深刻さを実感した。

（３）続いて、前文の要素についての議論
に入った。

　　各国・NGO・市民社会の代表が演説し
たが、概ね、①核兵器の使用または威嚇
は、国際法、とりわけ国際人道法に違反
すること、② 1996 年の ICJ（国際司法裁
判所）の勧告的意見を入れるべきこと、
③非核地帯について触れるべきこと、③
NPT（核兵器の不拡散に関する条約）６
条について触れるべきこと、が大筋の意
見であった。

　　この日も午後６時頃に閉会した。

会議場の外付近で参加者と懇談（左：筆者、中央：新倉）

国連会議室
４の２階

国連会議室
４の１階
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３　３月 29 日の状況
（１）３月 29 日の午前 10 時過ぎから、国

連会議室４で、３日目の会議が行われた。
　　昨日からの続きで前文の要素について

議論がなされた後、午前 11 時頃から禁
止の範囲についての議論に移った。

　　各国・NGO・市民社会の代表が演説し
たが、概ね①保持、②使用・使用の威嚇、
③移譲、④通過、⑤貯蔵、⑥開発・製造
を対象にすることが大筋の意見であった
が、①から⑥に加え、⑦実験、⑧配備、
⑨輸出入、⑩受入れ、⑪支援・幇助も対
象とすべきとの意見もあった。

（２）日本の非核三原則は、核兵器を作ら
ない（⑥・⑦に対応）、持たない（①・⑤・
⑧に対応）、持ち込みを認めない（③・④・
⑨・⑩に対応）の３つが禁止の範囲であ
るが、日本の非核三原則では、②・⑪は
禁止の範囲としているかどうか明確では
ない。日本の非核三原則も、国際情勢に
あわせて禁止の範囲を拡大する必要性が
あるのではと思いながら、傍聴していた。
この日は午後 5 時頃に閉会した。

４　３月 30 日の状況
（１）３月 30 日の午前 10 時過ぎから、国

連会議室４で、５日目の会議が行われた。
　　この日は、インターアクティブ・ディ

スカッション（interactive discussion 双
方向の質疑応答）の形式で行われ、各国・
NGO・市民社会代表のプレゼンテーショ
ンとこれに対する質疑応答が行われた。
プレゼンテーションでは、核兵器禁止条
約の前文の要素や禁止の範囲について、
再度、意見が述べられた。

（２）プレゼンテーションのうち、私が興
味を持ったのは、ピース・ボート共同代
表の川崎哲氏のプレゼンテーションと国
際反核法律家協会（IALANA）ニューヨ
ーク事務所代表のジョン・バロース氏の

プレゼンテーションであった。
　　川崎氏は英語で、被爆者の権利につい

ても前文に入れるべきと演説した。また、
ジョン・バロース氏は、核戦争防止国際
医師会議（IPPNW）の声明で言及され
ている「生存権（right　to　life）」につ
いても前文に入れるべきと演説した。川
崎氏の発言やジョン・バロース氏の発言
は、憲法問題核廃絶 PT が検討中の非核
法案前文３項において、被爆者の健康被
害・苦しみや「平和のうちに生存する権
利」について言及していることと同趣旨
の発言であり、共感を覚えた。この日は
午後６時頃に閉会した。

５　3 月 31 日の状況
　　私は３月 31 日の会議は残念ながら傍

聴できなかったが、制度的取極をめぐる
意見交換が行われたのち、次回交渉会議
のスケジュール案と、５月後半から６月
初旬頃までに条約案が示されることの確
認が行われた。

第３　サイドイベントの傍聴
１　本会議の休憩時間（おおむね午後 1

時過ぎから午後 2 時 30 分頃）に国連の
NGO ルームで NGO による各種サイドイ
ベントが行われていた。私は各種サイド
イベントのうち、3 月 29 日に行われた「核
兵器禁止に向けての実情」という会議と
3 月 30 日に行われた「実効的な核兵器禁
止条約にするための内容について」とい
う会議を傍聴した。

２　「核兵器禁止に向けての実情について」
　　「核兵器禁止に向けての実情について」

では、核兵器禁止に向けて、市民社会は
どのような運動をすべきかについて、発
言と質疑応答が行われた。発言のうち私
が興味を持ったのは、本会議で演説した
カナダ在住の被爆者サーロー節子氏の発
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言であった。サーロー節子氏は、1950 年
代に、第五福竜丸被爆事件をきっかけに
日本全国に広がった原水爆禁止運動は杉
並区の主婦の署名運動から始まったこ
と、主婦にとっては、魚の放射能汚染は
家族の生命に関わるだけに切実であった
こと等を説得的に語っていた。私はこの
サイドイベントを傍聴して、市民社会が
核兵器廃絶に向けて積極的に活動するこ
との重要性を実感した。

３　「実効的な核兵器禁止条約にするため
の内容について」

　　「実効的な核兵器禁止条約にするため
の内容について」では、核兵器全廃に向
けてどのような条約にすべきか、何を禁
止の対象とすべきか、核の傘の依存から脱
却するためにどのような条約にすべきか等
について、発言と質疑応答が行われた。

　　発言のうち私が興味を持ったのは、
本会議で演説した国際反核法律家協会

（IALANA）ニューヨーク事務所代表の
ジョン・バロース氏の発言であった。ジ
ョン・バロース氏は本会議で「生存権

（right　to　life）」についても前文に入れ
るべきと演説したが、本サイドイベント
では、「生存権（right　to　life）」の内
容について、「被爆者や核実験被害者の
健康上の被害を認識し、被害者の権利に

ついて適切に対処する必要性を入れるべ
き」と更に詳しい内容を語った。この発
言は、憲法問題核廃絶 PT が検討中の非
核法案前文３項で「被爆者は、今なお原
爆放射能による健康被害や心の傷に苦し
んでいる。」、「恐怖と欠乏から免れ、平
和のうちに生存する権利を奪っている。」
と指摘する内容と重なっており、核廃絶
PT で今まで検討してきたことは、世界の
NGO の意見にもつながるものと実感した。

第４　関係 NGO への表敬訪問や懇談等に
ついて
１　3 月 29 日夜のミーティング

　3 月 29 日 午 後 7 時 か ら、 夕 食 を 一
緒 に し な が ら、 国 際 反 核 法 律 家 協 会

（IALANA）ニューヨーク事務所代表の
ジョン・バロース氏、国際民主法律家協
会（IADL）代表代行のベス・ライオン
氏、ジニー・マイラー氏、核のない世界・
平和・正義をめざすカリフォルニア州の
NPO 法人（WSLP）代表のジャクリーン・
カバッソ氏、ニューヨーク在住で、アメ
リカの弁護士資格をもつ井上まり氏らと
懇談をした。
　余り細かい話まではできなかったが、
核兵器禁止条約の実現を望む日弁連の立
場を説明し、理解していただいた。
 

サイドイベントの状況 サイドイベントの状況
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２　3 月 30 日夜の NGO への表敬訪問
　　3 月 30 日夜 6 時 30 分から、前日のミ

ーティングで知り合った井上まり氏の好
意により、国連本部ビル近くのピース・
ボートの事務所を訪問して、「核のない
世界のためのマンハッタンプロジェク
ト」の定例会兼勉強会に参加させていた
だいた。定例会兼勉強会では、井上氏の
ほか、ピース・アクション代表のポール・
カウイカ・マーチン氏、絵本デザイナー
のトニー・サハラ氏、日本語通訳のレイ
チェル・クラーク氏らと懇談した。

　　参加者は皆、日本の政情に詳しく、秘
密保護法、安保法制、共謀罪を指摘して、
日本国憲法は大丈夫か？等の質問を受け
た。憲法擁護のために秘密保護法、安保
法制、共謀罪に反対している日弁連の立
場を説明し、理解していただいた。

　　懇談後は、ニューヨーク市から 25 マ
イル北にあるインディアンポイント原発
や、福島原発事故に関するドキュメンタ
リー映画を視聴した。映画では福島原発
事故の爆発時の状況、危険性について日

本では放送されていなかった部分も放映
されており、あらためて、核被害の悲惨
さを実感した。

第５　今後取り組むべき課題
１　2017（平成 29）年 3 月 27 日から 31 日

までの第一会期を終え、草案の公表を経
て、6 月 15 日から 7 月 7 日まで第二会期
が行われ、7 月 7 日に核兵器禁止条約が
採択された。採択された条約は、核兵器
の使用が「武力紛争に適用される国際法
の規則、特に国際人道法の原則及び規則
に違反する」（前文）ことを確認し、締
約国に課される法的義務としての核兵器
その他核爆発装置についての禁止行為

（第 1 条）として、「使用」だけでなく「使
用するとの威嚇」を加えたこと、被爆者
や被害者への言及をしていること（前文、
第 6 条、第 7 条）等高く評価できる内容
であった。

　　しかし、「唯一の被爆国」として本来
積極的な役割を果たすべき日本政府が、
条約に批准しない立場をとったことは残
念であった。「唯一の被爆国」である日
本が条約に加入するよう、市民社会にお
いて働きかけを行っていくことが、今後
の課題であると実感した。

２　また、日本において非核法を制定する
よう働きかけを行うことも、核兵器禁止
条約の実効性を高める上で重要である。
私は日弁連憲法問題対策本部・核廃絶
PT の一員として、非核法案を検討して
いるが、今回の核兵器禁止条約を受けて
非核法案の内容をさらに充実させること
を今後の課題としていきたい。

（2017 年 7 月 25 日記）

ミーティング中に撮影
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青山学院大学名誉教授
弁護士　　新倉　修

国連核兵器禁止条約交渉会議に参加して
2017 年 3 月 27 月～ 31 日＋ 6月 15 日～ 20 日

これからは、７月７日は「核兵器禁止記
念日」と呼ぼう。古くから七夕として、80
年前には日中戦争（中華事変）のきっかけ
となった盧溝橋事件が勃発した日であっ
た。1946 年 1 月に「原子力エネルギーに
関する決議」（第 1 回国連総会第一号決議）
が行われた国連で、とうとう「核兵器禁止
条約」が採択されたのである。

１　核兵器禁止条約交渉会議第 1 会期
　　（３月 27 日～ 31 日）

国連総会第一委員会では、昨年６月に
オーストリア、スウェーデン、メキシコ、
ブラジル、南アフリカ、コスタリカなど
50 カ国が提案した決議案「核兵器の全面
廃止につながり、核兵器を禁止する法的拘
束力のある文書を交渉する国連会議」をめ
ぐって激論が交わされた。この決議案は賛
成 125、反対 35 という結果をもって総会
に提出された。この入口をめぐる攻防は 12
月 23 日の総会採択でも続き、当初、ジュ
ネーブの軍縮会議で議題とすべきとしてき
た「核兵器の使用および威嚇の禁止条約交
渉」が場所を限定しないで 2017 年に国連
会議を招聘することを決定する決議案（A/
RES/71/258）として提案され、賛成 113、
反対 35、棄権 13 で可決された。賛成票の
増減に対して、反対票は固定している。反
対グループには固いコアがある。

私は、森一恵弁護士とともに、日弁連憲
法問題対策本部から派遣されて、ニュー
ヨークに飛んだ。会議第一日目早々に、ア

メリカのヘイリー国連大使は、総会議場の
外で記者会見を行い、「女性の立場からも
核兵器のない世界の実現を切に希望する。
けれど、北朝鮮を参加させるような仕組み
をもたない会議は意味がない」という趣旨
の反対意見を述べ、英仏の大使ほか 20 カ
国ほどの大使がこれに同調した。日本政府
のスタンスは微妙であった。直前まで岸田
文雄外務大臣（当時）が現地入りするかも
しれないという情報があったにもかかわら
ず、最終的に外相の派遣はなく、高見澤將
林・軍縮大使（ジュネーブ駐在）が会議の
冒頭で「核保有国が参加しない会議は意味
がない」という趣旨の発言をして、会議へ
の不参加をわざわざ表明した。最終的に確
定した参加者リストに日本政府代表の名前
はなく、日本政府代表の席には、「貴国が
居て欲しい（We Wish You Were Here）」
と記された折り鶴が置かれた。

国連総会の会議場で日本原水爆被害者団
体協議会事務局次長の藤森俊希さんは、核
兵器禁止条約交渉が開始する日に際して

「心が裂ける思い」と表現したが、英語で

ヘイリー国連大使の記者会見
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表現すると「heartbreaking」となり、これで
は弱いと感じて、直前まで思い悩んだそうで
ある。NGO は ICAN（核兵器廃絶国際キャン
ペーン http://www.icanw.org/）という連携組
織をつくり、発言者の調整やサイドイベント
の開催などを通じて会議の成功に大きく寄与
した。特に WILPF（平和と自由のための国
際女性連盟）が中心となって RCW（Reaching 
Critical Will, 「批判的意志に届ける」とい
うような意味）というプロジェクトをもっ
て会議の記録を毎日提供し（http://www.
reachingcriticalwill.org/news/latest-news）、
情報の共有に寄与した。

５日間の会議のハイライトは、急遽開催
された NGO との意見交換会であった。と
りわけ国際反核法律家協会兼核政策に関す
る法律家委員会のジョン・バロースさんが、
使用の威嚇も国際人道法上禁止されるべき
だという意見を述べた。その趣旨は、第２
会期でも、国際反核法律家協会の創始者と
も言うべきピーター・ワイスさんが丁寧に

繰り返し発言して、だめ押しをされた。

２　核兵器禁止条約交渉会議第２会期 
　　（６月 15 日～７月７日）

約束通り、核兵器禁止条約のたたき台案
は５月 22 日に公表された。日弁連から和
田光弘副会長が発言することになり、首尾
よく、６月 19 日にその機会を得た。発言
は、日弁連が核兵器禁止条約案をワルトハ
イム事務総長に提出したことや、下田判決
の国際法的な意義を述べ、使用威嚇の禁止
を条約に取り入れることを提案するもので
あった。エレイン・ホワイト議長（コスタ
リカ大使）や中満泉国連軍縮上級代表とも
懇談する機会があり、17 日の大雨の中での
デモにも参加した。雨上がりの日曜日には、
NGO の集会を掛け持ちし、国連本部前にあ
るチャーチセンターからブルックリンのク
エイカー派の伝統ある集会場までタクシー
で移動する間に、アメリカの科学者や法律
家とも懇意になった。

会議は６つの塊（クラスター）に分けら
れたが、その前半で、前文や第１条に関す
る場面での発言は、大きな収穫であった。
私は６月 20 日に帰国する予定であったが、
後半のいわゆる第 2 読会では、国連加盟国
の代表のみが出席できる会議（クローズド・
ミーティング）が多く、NGO は条約案を
固める作業に直接参加する機会は少なかっ
た。とはいえ当協会事務局長の大久保賢一
弁護士や国際法の専門家である山田寿則さ
ん（明治大学）が参加して、７月７日の採
択の歴史的な場面に立ち会ったのは、たい
へん意義深い。

会議の中で印象的な場面はいくつもある
が、とりわけ記憶に残ったのは、ネパール
代表が、インド、中国、パキスタンという
３つの核保有国に国境を接しているので、
国家の安全保障の観点からも、核兵器禁止

日本のNGO参加者（前列中央が藤森俊希さん）

日本政府代表席に置かれた折り鶴
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条約の締結は不可欠であると述べた点であ
る。その意味では、アメリカ、中国、ロシ
ア、北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）など、
4 つの核兵器保有国と近接する日本にとっ
て、核兵器禁止条約の締結は、ネパールの
場合に勝るとも劣らず、死活的な利益があ
ると言わなければならない。

３　核兵器禁止条約の意義と今後の課題
条約の詳しい紹介や分析は、別途なされ

るはずであるが、私から見て重要と思われ
る点をいくつか指摘しておきたい。

まず、前文で、「ヒバクシャ」という言
葉が２カ所に登場する。これは、歴史の生
き証人として「ヒバクシャ」の証言を重視
したことの反映でもあるが、それだけでは
ない。議長は、ヒバクシャの発言の機会を
再三設けたり、親しく懇談の機会を持った
り、サイドイベントの会合にも参列したほ
か、ヒバクシャらの国際署名を三度にわけ
て受け取った。このように、ヒバクシャに
寄り添う姿勢を強く印象づけた。それは、
ヒバクシャが世代を越えて筆舌に尽くしが
たい苦難と損害を受けながら、復讐ではな
く、ノーモア・ヒバクシャという姿勢を取
り、世界各地に出向き、進んで体験を語り、

核兵器の廃絶を訴えてきた「道徳的な気高
さ（Moral Integrity）・尊厳（Dignity）」へ
の敬意という意味がある。その道徳的な・
精神的な気高さは、「公的な良心・公共の
良心（Public Conscience）」として、慣習
国際法の一部をなす。これを前文に書き込
んだ意義は大きい。この点はまた、下田判
決　　編註 が、唯一、核兵器使用の違法性・犯罪
性を宣言した国家機関の意思の表明とし
て、国家実行という意味での慣習国際法の
一部となることと同じと考えることができ
る。

また、核兵器の使用のみならず、使用の
威嚇や実験も含めて、広範囲の核兵器に関
する行動やこれらを支援する行為を禁止対
象とした。これは、条約の徹底した姿勢を
よく示している。抜け道を塞ぎ、技術革新
による新種の核兵器にも対応できるよう
に、一般的な禁止条項（いわゆるマルテン
ス条項）が、前文に書き込まれたことも、
周到な対応と言えよう。

さらに、条約への参加が核兵器のない状
態を必ずしも前提としていないので、核兵
器保有国やその「核の傘」のもとにある核
兵器依存国にも、核兵器禁止条約の門戸は
比較的大きく開かれており、他方、核兵器

長崎大学の学生たちと森弁護士、新倉。本会議場の4階ロビー
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の廃止への手続も周到に準備している。こ
の点は、この条約起草に深く関わったオー
ストリア大使が、新聞紙上で明らかにして
いるとおりである。

こうしてみると、世界はいまや 3 分割さ
れることになったとも言える。グループ A
は、核兵器禁止条約に賛成し、同時に核不
拡散条約にも参加する国であり、グループ
B は、核兵器禁止条約には反対し、核不拡
散条約に参加する国であり、グループ C は、
どのどちらにも参加しない国である。この
条約に賛成した 122 カ国はグループ A であ
るが、核保有国のうち国連安保理事会常任
理事国とその「同盟国」など 20 数カ国は
グループ B であり、イスラエル、インド、
パキスタン、北朝鮮はグループ C になる。
今後の展望は、グループ A が広がり、グルー
プBとCが縮小・消滅するかどうかにかかっ
ている。この条約前文で詳しく展開されて
いるように、核兵器の使用や使用の威嚇は、
この条約によって初めて禁止されたのでは
なく、下田判決が確認し、さらに 1996 年
の国際司法裁判所の勧告的意見が述べてい
るように、そもそも「一般的に国際法に違
反する」のであって、その法理をこの条約

は明文で確認したわけである。さらに言え
ば、国際司法裁判所の多数意見が、国家の
存亡にかかわる事態において核兵器の使用
がなお国際法に違反するかどうかについて
は判断できないとしていたのに対して、こ
の条約は、国際司法裁判所の 3 名の裁判官
の意見に従って、いかなる状況においても
核兵器の使用や使用の威嚇は国際法に違反
することをはっきりさせた。その意味では、
道徳や理念で唱えられていたものが国際条
約になったというよりも、すでに慣習国際
法として禁止されていたものを条約の明文
で確認したと言うべきであろう。

条約の前文で言及されている道徳的な面
は、むしろ別の意味を読み取るべきであ
ろう。すなわち、世界の平和と安全保障
は、少数の核保有国の優位となるような差
別的な仕組みに依存するよりも、人類全体
にとってすべての国が、無差別的な悪影響
が世代を超えて及ぼす殺人兵器を一律に禁
止して、核兵器のない世界による平和と繁
栄を追求する道を選択することの方が、道
徳的にも政策的にも法の基本原則から見て
も、強い説得力があるという意味を読み取
るべきである。

「核兵器禁止条約」交渉国連会議など国際会議への
代表派遣に向けてカンパを寄せて下さった方（2017年3月1日以降）：

井戸謙一　様　　　内山新吾　様　　　浦野広明　様　　　神谷慎一　様　　　木村和夫　様
木村康則　様　　　斎藤信一　様　　　佐藤哲之　様　　　佐藤秀夫　様　　　澤藤統一郎様
塩沢忠和　様　　　田中恭子　様　　　永尾廣久　様　　　新倉　修　様　　　羽柴　修　様
肘井博行　様　　　平湯真人　様　　　藤原精吾　様　　　白　　充　様　　　脇山淑子　様

以上20名様より総額345,000円のカンパをいただきました。温かいご支援ありがとうございま
した。（事務局）

編註：東京地方裁判所昭和 38 年 12 月 7 日判決、当協会は 2013 年 12 月 8 日原爆裁判・下田判決 50 周年記念シンポ
ジウムを開催。これに関する特集記事を機関誌『反核法律家』№ 78・79 合併号に掲載。
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１　核兵器禁止条約の採択
　2017 年７月７日、国連本部で核兵器禁止
条約が採択された。国連加盟国 193 の６割
を超える 122 か国の賛成を得た。反対は１
か国（オランダ）、棄権が１か国（シンガポー
ル）であった。
　しかし、核不拡散条約（NPT）の核兵器
国 5 カ国を含む核武装国（９カ国）と日本
を含む核抑止依存国は、オランダを除いて
核兵器禁止条約交渉会議そのものに参加し
なかった。ヘイリー米国連大使は、今年３
月禁止条約交渉会議開始に先立ち、議場外
で DPRK（北朝鮮）など信頼できない核武
装国が存在する以上、核兵器の保有は必要
であり、核兵器の禁止は非現実的であると
して反対した。また、日本の高見澤国連大
使は、核兵器禁止条約は、核武装国と核兵
器国の溝を深めるものであり、賛成できな
いとして交渉会議に参加しなかった。
　核兵器禁止条約の採択は安全保障観の歴
史的な転換点だと思う。ただ、核兵器武装国、
依存国が核兵器禁止条約に参加しない限り、
核兵器廃絶はできない。その中で、戦争被
爆国である日本の市民は、日本を、そして
核武装国をどのように変えるかが問われて
いる。

２　安全保障観の転換としての核兵器禁止
　　条約

（１）核軍縮義務と国際人道法
　現在の国連体制下で、加盟国は、武力の
使用及びその威嚇は禁止される（憲章２条
４項）が、国連が集団的安全保障措置をと
るまでの間、個別的あるいは集団的自衛権
の行使としての武力の行使が認められる（憲

章 51 条）。自衛権の行使には、武力紛争法、
特にハーグ法（戦闘手段の規制）やジュネー
ブ法（戦争犠牲者の保護）といった国際人
道法が適用される。ただ、武力紛争法は、
戦争そのものの禁止が破れた時の補完的機
能を果たすために、国家の存立がかかわる
自衛権行使との関係が問題とされた。1996
年の国際司法裁判所（ICJ）の勧告的意見で
も国家存立の限界場面では、核兵器の使用
が違法であるか判断ができないとされた。
　また、NPT ６条は、核兵器国に核軍縮義
務を課し、ICJ 勧告的意見では、核軍縮を交
渉により完結する義務があるとし、2000 年
の NPT 再検討会議の最終文書では、核兵器
国も「核兵器廃絶の明確な約束」に合意し
た。しかし、禁止・廃絶の条件は明示されず、
核軍縮交渉は NPT でもジュネーブ軍縮会議

（CD）でも行き詰まっていた。　
（２）禁止条約の安全保障観
　今回の禁止条約では、核兵器のいかなる
使用も壊滅的な人道上の帰結をもたらすと
いう認識を前提に核兵器が使用されない唯
一の保証は核兵器の廃絶であるという立場
を明確にし（前文第２段）、核兵器のない世
界の達成・維持の実現が最上位における地
球規模の公共善であり、 国及び集団双方に
とっての安全保障上の利益に資する（同第 5
段）という認識を示した。そして、核兵器
のいかなる使用も国際人道法の原則に反す
る（同第 10 段）とし、核兵器の法的拘束力
ある禁止が核兵器のない世界の達成・維持
に向けて重要な貢献になるとして（同第 17
段）、禁止条約を採択したのである。
　これらは自国の安全保障を理由に核兵器
への依存を否定できないとの立場からの大

日本反核法律家協会　理事
弁護士　　内藤　雅義

核兵器禁止条約採択と日本の市民社会の役割
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転換であり、核兵器の法的禁止が廃絶の達
成への重要な貢献であるとする点でも ICJ
の勧告的意見を明確に前に進めるものであ
る。

３　核兵器禁止条約に対する対応と日本の
　　問題点

（１）核兵器禁止条約への各国の対応
ア、禁止条約交渉会議不参加国
　反対した（交渉会議不参加を含む）のは、
核武装国（米、露、英、仏、中、印、パ、
イスラエル、DPRK）と核抑止依存国である。
核抑止依存国の大きなグループはアメリカ
との軍事同盟国である。つまり、西ヨーロッ
パ、及び東西冷戦終結後の一部旧ソ連から
の独立国を含む東ヨーロッパの NATO 加盟
国、そして、日、韓、オーストラリアといっ
た国々である。また、NATO に属さない旧
ソ連からの独立国も一部（カザフスタン、
モルドバ、アゼルバイジャン）を除いて禁
止条約採択に賛成していない。
イ、交渉会議参加賛成国
　しかし、核兵器国ないし核武装国と厳し
い緊張があっても禁止条約採択に賛成した
国も少なくない。例えば、イスラエルと敵対・
緊張関係にあるアラブ諸国やイスラム諸国
の多くは、イラク、イランを含め（シリア
は除く）禁止条約の採択に賛成した。更に、
中国と領土問題をめぐって厳しい関係にあ
るベトナムや、フィリピンも賛成した。
ウ、対応の背景
　このように見ると、経済と軍事（安全保
障）の両面で核武装国と強く結びついた国、
すなわち、アメリカとの関係で NATO 諸国、
日本、韓国、オーストラリア、そして、ロ
シアとの関係で独立国家共同体諸国が禁止
条約に参加していないという姿が見えてく
る。しかし、アメリカやロシアと経済的に
強い結び付きがありながらも、核実験被害
国であるマーシャル諸島（予算の 6 割以上
がアメリカの援助とされる）や、カザフス
タン（独立国家共同体加盟国、かつ上海条
約機構の一員）は条約採択に賛成した。そ

して、軍事同盟も絶対ではない。賛成した
フィリピンは、かつて、アメリカと軍事同
盟国であったし、ニュージーランドも、ア
ンザス条約締約国であった（ニュージーラ
ンドが核艦船の寄港を拒否して以来、軍事
同盟としては停止状態にある）。

（２）日本の対応の問題点
　日本はアメリカの軍事同盟国であり、ア
メリカとの経済的関係も非常に強い。しか
し、アメリカの核兵器被害国であるマー
シャル諸島と比較すれば、アメリカに対し
てより強いことが言える立場にある筈であ
る。確かに DPRK の状況は、問題だが、緊
張を高めている原因の相当部分は、アメリ
カ側にある。アメリカと結びつかない日本
に DPRK が核攻撃をするとは思えない。交
渉会議にすら参加できなかった理由は全く
ない。

４　禁止条約の採択をもたらしたものと日
　　本の市民の役割

（１）被爆者の証言と公共の良心の役割
ア、核兵器使用の壊滅的な人道上の結末が
核兵器禁止条約の採択の基礎である。その
非人道性を各国政府に具体的に示したのが
被爆者の証言であった。核兵器禁止条約交
渉会議の道筋を作ったのは、３回にわたっ
て開催された核兵器の人道上の結末に関す
る国際会議であったが、特に２回目のナジャ
リット会議の冒頭の被爆者の証言を聞く
セッションが禁止条約へと世界を大きく動
かしたといわれる。それは、生身の人間に
起こったことを伝える事の意味の大きさを
示している。これが、前文に「核兵器使用
の被害者（hibakusha）及び核兵器の実験に
より影響を受けた者にもたらされた容認し
がたい苦しみと害」という表現を入れさせ
た力となった。
イ、被爆者が自らの体験を語るには、皮膚
がはがれ落ち、ガラスが体中に突き刺さり、
眼球が出た人々の存在といった被爆後の惨
状を思い出し、家族を含む助けを求める人
を見捨て生き残ってしまったことを語らな
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くてはならない。また、被爆後の下痢、脱
毛、長期の体調不良やかかった病気やその
不安を語ることは、自ら、そして子や孫が
差別を受けるかもしれないという怖れを生
む。しかし、被爆者は、それを乗り越えて
語った。のみならず、被爆者は、報復では
なく、「再び被爆者をつくるな」「ノーモア・
ヒバクシャ」と訴えた。これらが、多くの人々
に核兵器使用は容認出来ない被害を生むと
いうことを伝えたのだと思う。被爆者の訴
えは、原爆投下を正当、少なくともやむを
得ないと思う人々に原爆投下による生身の
人間が受けた苦しみを伝えた。その訴えに
は、文化も価値観も異なり、時に恨みさえ
抱いている人々に、人間としての共感を生
む力を持っていたのだと思う。
　禁止条約前文の最終段落には、「核兵器の
全面的廃絶の要請に示された人道の諸原則
の推進における公共の良心の役割を強調し、
また、このために・・ヒバクシャが行って
いる努力を認識し」と記載されている。被
爆者が語り、訴え続けた勇気と人々を結びつ
ける力こそが、「公共の良心」なのだと思う。
　今、日本及び世界は一方で偏狭な国家主
義が強まりつつあるが、日本の市民運動は
被爆者が示した被爆者の公共の良心に学び、
DPRK に核兵器が使用されたときに生まれ
るヒバクシャを日本の被爆者と重ね、その
訴えを DPRK にも伝えることが、「ノーモア・
ヒバクシャ」につらなるのではなかろうか。

（２）アジアとの信頼関係確立に向けた行
　　  動の必要性
　武力行使、力への依存の背景には相互不
信がある。
　日本が、核抑止に依存していることの背
景にも周辺諸国との相互不信がある。しか
し、その抑止依存そのものが、相手国の不
信を増幅させている。特に核をめぐっては、
日本が少なくとも以下の２点を変えない限
り、周辺国との相互信頼を築くことはでき
ない。
ア、先制不使用問題
　一つは、アメリカの核兵器の先制不使用

政策の採用に日本政府が反対していること
である。つまり、日本政府は、核兵器以外
の生物・化学兵器、更には通常兵器の反撃
にも、核兵器を使うという選択肢を残して
抑止力を保持したいと考えているというこ
とである。これでは、日本の周辺国（中国
や DPRK）に日本が核兵器廃絶を願ってい
るという信頼を勝ち取ることは不可能であ
る。
イ、余剰プルトニウム
　もう一つ、日本は既に長崎型原爆に換算
して 8000 発にも及ぶプルトニウム保有しな
がら、更に再処理を続けようとしている。
仮に原発を稼働するにしても核燃料として
は必要もなく、かつ、費用がかかり使用済
燃料としても処理に困るプルトニウムを更
に増やそうとしている。これを周辺国から
見れば、日本は、核武装をする意図を持ち
続けていると強く疑われても、仕方がない。

（３）核兵器のない世界に向けて
　私達は、日本の市民運動として、日本が
核抑止依存の自画像の歪みを直視し、それ
を正さなければならない。そうでないと、
日本は、核戦争被害国だけに、世界の核兵
器廃絶の最大の障害にすらなりかねないと
思っている。他方で周辺国との関係や軍事
同盟の存在は、核兵器禁止条約加盟の決定
的な障害とはなり得ない。
　核兵器禁止条約を採択させた大きな力と
して被爆者の努力があった。その被爆者を
立ち上がらせ、励ましたのは、日本の原水
禁運動であり、平和運動であった。そして、
被爆者の人との共生・共存に向けての勇気
が、人間の被害としての核兵器の非人道性
を伝えた。依拠すべきは、この人間の視点
だと思う。
　冷静に事実を直視しながら、被爆者の人
間としての強さに学べば、日本政府を変え
ることは可能である。その力で禁止条約に
署名・批准させ、少なくとも非締約国にも
呼びかけられる核兵器禁止条約締約国会合

（第８条５項）に参加させなければならない。
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「生きていてよかった！」と、涙ぐみなが
ら条約採択の感想を述べる 85 歳男性被爆者
は、長年寡黙に被爆者運動に関わってきた
方でした。これは平均年齢 81 歳を超えた多
くの被爆者が実感した思いでしょう。「私た
ちが生きているうちに核兵器の廃絶を」は
被爆者が訴え続けていたことです。オバマ
前アメリカ大統領は、核兵器のない世界を
目指しながら、プラハ演説のなかで「自分
が生きているうちには難しいかもしれない」
と述べていました。

しかし今年７月７日、国連の核兵器禁止
条約が採択され、重く錆びついた鉄の扉が
少し開いて、光が差しこんで来ました。希
望の光です。世界を変えることができる光
です。被爆者が叩き続けてきた扉です。

1945 年、８月６日広島、９日長崎への原
爆投下、15 日の敗戦により始まったアメリ
カの占領。あの時、瞬時に亡くなった方々、
その後「死の同心円」が毎日広がっていく
中で、45 年 12 月末までに亡くなった方がそ
れぞれ 14 万人、７万人と言われています。

1945 年の９月６日来日した米原爆調査団
団長、マンハッタン計画副責任者であった
ファーレル准将は、東京で記者会見をして

「放射能の後障害はあり得ない。死ぬべき
ものは死に、放射能で苦しんでいる者は皆
無だ」と言明しました。その結果、臨時の
救護所も閉鎖され、再開の手続きもされな
いまま、被爆者は手当や治療が最も必要な
時に、国からも、アメリカからも見捨てら
れました。占領軍の厳しい報道管制の中で、
原爆について報道されることもなく、被爆

者は自分の苦しみや痛みの原因が何である
のか、知らされることはありませんでした。

原爆傷害調査委員会 ABCC が、1948 年
広島、長崎に開設されましたが、そこでは、
治療が行われることは一切なくなく、デー
タをとるだけ、亡くなればその遺体を引き
取りホルマリン浸けにする、という調査機
関であったことを、後で知った被爆者のモ
ルモットにされたことの怒りは大きいもの
でした。長崎の自宅の近くにその建物（以
前は教育委員会のビルであったとか）はあ
り、黒塗の大きな車やジープが出入りして
いたのを子どものころ見ていました。その
中で何がなされていたか、知る由もありま
せんでしたが・・・。被爆者は、火傷、怪
我、放射能による後遺症健康被害はもとよ
り、それに伴う経済的困窮、また世間の容
赦ない偏見、差別による精神的苦痛を受け
続けた者も数多くいました。

1954 年３月１日、アメリカが太平洋上ビ
キニ環礁で水爆実験を行い、マグロ漁船第
五福竜丸が「死の灰」をあびました。放射
能を帯びたマグロは原爆マグロと呼ばれ、
すべて廃棄、乗組員 23 人は「放射能症」と
診断されました。その中でも機関長の久保
山愛吉さんの症状は重く、その病状が連日
のように報道される中、半年後の９月 23 日
亡くなりました。私が小学校５年生の時の
出来事でした。まだテレビも普及せず、映
画館のニュースで見た、マグロにあてたガ
イガーカウンターからのガーガーいう雑音
のような音が今も耳に残っています。広島・
長崎の被爆者が、手当を受けることなく、

核兵器禁止条約交渉会議に参加して
―被爆者の果たした役割とは―

日本原水爆被害者団体協議会　事務局次長
和田　征子
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看とられることもなく亡くなったことに思
いを馳せます。

この事件により、原水爆、放射能に対す
る国民の関心は急激に高まりました。女性
たちを先頭に始められた原水爆禁止を求め
る署名運動は、燎原の火のようにと、表現
されますが、あっという間に 3000 万人を越
えました。この署名が大きな力となって、
翌年 1955 年８月、広島で初めての原水爆禁
止世界大会が開かれました。大会では広島・
長崎の被爆者は、今どうしているのだろう
かと話題になり、全国で被爆者発掘運動が
おこりました。

1956 年長崎で開かれた第２回の世界大会
に、被爆者は集まり、日本原水爆被害者団
体協議会（日本被団協）が結成されました。

「原爆から 11 年余りたった今になって、私
たちは、はじめてこのように全国から集ま
ることができました。あの瞬間に死ななかっ
た私たちが今やっと立ち上がって集まった
最初の全国大会なのでございます。今日ま
でだまって、うつむいて、わかれわかれに、
生き残ってきた私たちが、もうだまってお
れないで手をつないで立ち上がろうとして
集まった大会なのでございます。」という書
き出しの結成宣言―世界への挨拶－は、何
度読んでも、熱い思いがこみ上げてくる宣
言文です。「かくて私たちは自らを救うとと
もに、私たちの体験をとおして人類の危機
を救おうという決意を誓い合ったのであり
ます。」この高邁な決意をもって、被爆者は
猛然と運動を始めました。国へ繰り返し請
願をし、体を張った運動を続け、いくつも
の法案を獲得してきました。今なおその運
動は、世界中のどこにも「再び被爆者をつ
くるな」と訴え続ける私たちの願いの基に
なっているものです。

そして被爆から 72 年、被団協結成から
61 年目の今年、大きな変化が起こりました。

「核兵器を禁止しその全面廃絶に至る法的拘
束力を持つ条約」が採択されたのです。そ
のニューヨーク国の国連本部で開催された
交渉会議の６月第二セッション前半に、被
団協から参加し、条約作成の過程を見るこ
とができました。３月第一セッションで出
された各国からの様々な意見を取りまとめ、
５月 22 日エレイン・ホワイト議長が条約の
草案を発表しました。その草案に添付され
た議長の記者会見での口頭文書には、条約
の四つの基本方針が記されていました。
①補完性―既存の国際文書を強化し、補完

するもの
②強化―既存の不拡散規範を回避する。抜

け穴を作らない。
③簡潔かつ非差別性―核兵器の使用につい

て明確かつ強力な禁止を示す。
④将来への基礎となるもの―将来を念頭に

おいて、柔軟性を持たせ、長期的に継続
できるよう設計する。
提出された草案に対して、一項ずつ感

想を述べ、協議を続けます。核保有国、
NATO の同盟国（オランダをのぞく）、核兵
器依存国の出席はなく、国の大小に関わら
ず、各国代表が意見を述べ、条約を作りあ
げていきました。後半の７月６日に最終案
が出され、７日条約が 122 ヶ国の賛成によっ
て採択されたのです。

被爆者として、条約をつくる議場にいる
ことができた喜びと感動を、日が経つにつ
れて益々感じることができました。死者数

としてだけ記
録に残る多く
の方々、運動
に関わってこ
られた多くの
先 達、 国 内
外 の 支 援 の
方 々 と 共 に

交渉会議にて
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喜びを分かち合いたいと思います。出来上
がった条約の前文には、「核兵器の使用の被
害者（hibakusha）の受け入れがたい苦しみ」
に心を寄せた文言とともに、一発の核兵器
がもたらした非人道性が明記されました。
あの日、理由もわからず瞬時に命を奪われ
た方々。そしてかろうじて生きながらえて
きた被爆者の苦しみ、それは深く、今なお
続くものです。愛する者の死、生き残った
という罪悪感、脳裏に焼き付いたままの光
景、音、声、匂い、原因不明の病気、生活
苦、世間の偏見、差別、あきらめた多くの
夢。それは人種、国籍、年齢、性別を問わず、
きのこ雲の下にいた者に、被爆者として死
に、また生きることを強いるものでした。
これらの「受け入れがたい苦しみ」をおして、
被爆者はその体験を語ってきました。語る
ことで、あの時に引き戻される苦しみを覚
えながら、国内外で語ってきました。それ
はひとえに、自分たちと同じ苦しみ、体験
をさせたくない、という思いからでした。（ま
た一方、いまだに被爆者であることを誰に
も言えない人がいることも事実です。）

昨年４月に始めた「ヒロシマ・ナガサキ
のヒバクシャが呼びかける国際署名」の目
録を６月 16 日交渉会議議場でホワイト議長
にお渡ししました。「ほとんど 300 万！」と
声をあげられ、目が潤みました。４月に長
崎を訪問された議長です。「条約をつくる大
きな力になります。」と中満さん

　　　編註

と共に喜ん
でくださいました。議長のリーダーシップ
に感謝し総会にはもっとたくさんの署名を
被爆者の声、市民社会の声として持参する
ことを伝えました。

条約が採択されたことで安心して、署名
を集める力が緩むことがないようしなけれ
ばなりません。国連ではなく、日本政府に
要請する署名が先ではないか、という意見

があります。日本政府の核政策を変える必
要があるというのは、私たち被爆者を始め、
推進する者たちの意見ですが、国がはっき
り「署名、批准はしません」と述べている
現状では、地方自治体の首長が署名するこ
とに躊躇している現実があります。私が住
んでいる横浜市原爆被災者の会では、昨年
11 月市長に署名依頼をしていましたが何の
連絡もなく過ぎました。国連での採択の前、
７月５日市の国際局を訪問し再度依頼。市
の職員の禁止条約に対する思い、意識の低
さに驚きました。

横浜市原爆被災者の会では、７月 30 日の
市長選の３候補にヒバクシャ国際署名と平
和に関する数項目の公開アンケートを送付
し、それぞれに回答を得ました。

第一の問　被爆者が求めるヒバクシャ国
際署名に賛同しますか。

①する②しない③その他
現市長の回答は③その他「国の動向を見

て対応する」でした。
そんな候補者が、現職の強み、知名度の

高さでしょうか、当選しました。今回の横
浜市長選での争点は、カジノの誘致と中学
校の給食でした。地方都市の選挙ですので、
国政への関与は明らかに出来ないでしょう
が、横浜は「非核平和宣言都市」です。

この結果を毎日新聞など数社のメディ
アも掲載しました。世論を変えることは簡
単ではありません。けれども 72 年かかっ
て、愚直に訴え続けてきた被爆者の思いは、
122 ヶ国が賛成する条約となって採択されま
した。国連加盟国の 2/3 の国々の国民が核
兵器の廃絶を願っているのです。世界を変
えることができた被爆者は、国内外の多く
の市民社会の仲間と共に、もっと大きく扉
を開ける努力を続けたいと思います。
「生きていてよかった」と誰もが実感でき

る世界をめざして。

編註 中満泉国連事務次長・軍縮問題担当上級代表
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議長および会議参加の皆さん、発言の機
会を与えていただき感謝します。

私は、日本被団協事務局次長の藤森俊希
と申します。1945 年８月６日、米軍が広島
に投下した原爆に被爆した１人です。

被爆後 11 年目にして日本被団協を結成
した被爆者は「ふたたび被爆者をつくるな」
と国内外に訴え続けてきました。被爆者の
この訴えが条約に盛り込まれ、世界が核兵
器廃絶へ力強く前進することを希望しま
す。

被爆した時の私は、生後１年４カ月の幼
児でした。当時のわが家は祖父、父母、６
人の姉、２人の兄と私の 12 人の大家族で
した。空襲を避けるため広島市から避難し
た２人の姉、２人の兄以外、広島市に残っ
た８人全員が被爆しました。

13 歳で女学校１年だった４番目の姉は、
爆心地から 400 ｍあたりで建物疎開に動員
されていました。ここでは、放射線、熱線、
爆風の直撃をうけ、私の姉を含む教師、生
徒 676 人全員が命を落としました。広島市
全体では中学１、２年に当たる学徒 8400
人が建物疎開に動員され、うち 6300 人が
亡くなったとされています。

私は当日体調を崩し、母に背負われ病院
に行く途中、爆心地から 2.3㎞地点で母とと
もに被爆しました。偶然、親子と爆心の間
に 2 階建ての民家があり熱線を直接受ける

ことは避けられましたが、爆風で土手の下
まで吹き飛ばされました。母は、私を抱い
て近くの牛田山に逃れました。それぞれの
出先で被爆した家族が牛田山に逃れてきま
した。４女が帰ってきません。父、姉、母が、
４女の行方を探すため、動員されたであろ
う爆心地周辺に何日も出かけました。姉は
ついに見つからず、遺体も分からないまま
です。その間私は、目と鼻と口だけ出して
包帯でぐるぐる巻きにされ、やがて死を迎
えると見られていました。その私が奇跡的
に生き延び、国連で核兵器廃絶を訴える。
被爆者の使命を感じます。

米軍が広島、長崎に投下した原爆によっ
て、その年の末までに 21 万人が死亡しま
した。キノコ雲の下で繰り広げられた生き
地獄後も今日３月 27 日までの２万 6166 日
間、被爆者を苦しめ続けています。

同じ地獄をどの国のだれにも絶対に再現
してはなりません。

私の母は、毎年８月６日子どもを集め、
涙を流しながら体験を話しました。

辛い思いをしてなぜ話すのか母に尋ねた
ことがあります。

母は一言「あんたらを同じ目に合わせと
うないからじゃ」と言いました。

母の涙は、生き地獄を再現してはならな
いという母性の叫びだったのだと思いま
す。

1　本稿は、条約交渉国連会議（3月会期）において日本被団協藤森俊希事務局次長が被爆者として訴えた発言内容
（日本被団協のサイトhttp://www.ne.jp/asahi/hidankyo/nihon/の以下http://www.ne.jp/asahi/hidankyo/nihon/seek/
img/170327_uttae_Fujimori.pdfにアップ）を、許可を得て転載したものである。

「ふたたび被爆者をつくらない」核兵器を禁止し
廃絶する法的拘束力ある条約を1

日本原水爆被害者団体協議会　事務局次長
藤森　俊希
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ノルウェー、メキシコ、オーストリアで
開かれた３回の国際会議、NPT 再検討会議
準備委員会、国連総会第一委員会での共同
声明など、ねばり強い議論、声明が導き出
した結論は、
「意図的であれ偶発であれ核爆発が起こ

れば、被害は国境を超えて広がり」
「どの国、国際機関も救援の術を持たず」
「核兵器不使用が人類の利益であり」
「核兵器不使用を保証できるのは核兵器

廃絶以外にあり得ない」
ということでした。

多くの被爆者が、万感の思いをもって受
け止めました。

核兵器国と同盟国が核兵器廃絶の条約を
つくることに反対しています。世界で唯一
の戦争被爆国日本の政府は、この会議の実
行を盛り込んだ（71/258）決議に反対しま

した。被爆者で日本国民である私は心が裂
ける思いで本日を迎えています。

しかし、決して落胆していません。
会議参加の各国代表、国際機関、市民社

会の代表が核兵器を禁止し廃絶する法的拘
束力のある条約をつくるため力を注いでい
るからです。

被爆者は昨年４月、すべての国が核兵器
を禁止し廃絶する条約を結ぶことを求める
国際署名を始めました。世界各国に呼び掛
け昨年 10 月、１回目の署名 56 万余を国連
総会第一委員会議長に届けました。現在累
計で 172 万余の署名が集まっています。億
単位の署名を目標に 2020 年まで続けます。
法的拘束力のある条約を成立させ、発効さ
せるためともに力を尽くしましょう。

ご清聴ありがとうございました。
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１、歴史的な採択の瞬間とその後
2017 年７月７日午前 10 時 47 分。ニュー

ヨーク国連会議場、議長団席横の投票ボー
ドに、賛成 122 という数字が表示され、核
兵器禁止条約採択の歴史的な瞬間となっ
た。会場では、政府席も市民社会席も総立
ちになり、祝福の抱擁、歓声が数分間続い
た。

核軍縮の多国間条約はあったものの、核
兵器を悪として全面的に否定する条約は歴
史上、初めてである。学生時代から原水爆
禁止世界大会に要員、代表として参加し、
被爆者との交流を続けてきた者として、そ
の悲願への大きな一里塚の到達に感動を抑
えることができなかった。

国連会議の後、７月後半にレバノン、キ
プロスを訪問した。両国とも条約に賛成し
た国であり、キプロス外務省との会談で、
アンブロシウ統括審議官は、「偉大な採択
だ」と喜びを隠さず、今後の協力を約束し
た。条約に賛成した政府と被爆国の政党の
共同が可能であることに、今回の条約の成
立の過程が示されている。

また、帰路立ち寄ったパリで懇談したフ
ランス平和運動代表は、「自国政府の核保
有の立場を変えさせ、条約を批准するたた
かいをすすめる」とのべた。私は、被爆国
でありながら、条約交渉には不参加、条約
に背を向ける態度をとっている日本政府
に、「核の傘」から脱却して条約調印を促
すたたかいをすすめるとのべ、共同を誓い
合った。同様に、英国の CND（核軍縮キャ
ンペーン）とも同様の共同を誓い合った。

８月の原水爆禁止世界大会は、条約採択
という全く新しいステージで開催され、こ
の条約を力に、核兵器完全廃絶を核保有国
に迫っていく新しいたたかいを確認する画
期的な場となった。

条約署名を拒否している日本政府には、
とりわけ厳しい抗議と批判が集中してい
る。８月６日、広島での安倍首相と被爆者
団体との面談で、広島被爆者団体連絡会議
の吉岡幸雄事務局長は、「被爆国である日
本が条約に反対し、署名しないという驚く
べき態度に怒りを込めて抗議する。・・・
条約に反対し続けるなら、政府を変える決
意だ」とのべた。ニューヨークで聞いた被
団協事務局次長の藤森俊希さんも、国連会
議で最後の発言者となった被爆者のサー
ロー節子さんも同じ思いをのべていた。

条約が核兵器問題をめぐる情勢を大きく
変え、新たなたたかいの力を与え、運動の
結束を強めていることを確認できる。

２、国連会議に２度参加して
＜国際法弁護士の活躍＞

条約交渉のための国連会議は３月と６－
７月の２回の会期がおこなわれた。その両
方に、日本共産党代表団の一員として参加
し、審議をフォローするとともに、なるべ
く多くの国と市民社会の代表と会い、条約
採択までこぎつけてほしいと要請し、先方
の考えを聞いた。それが実に有益だった。

一言でいえば、国と市民社会の意見交換
により、それぞれの知見、英知が重ねられ、
それがよりよい条約に進展していくと同時

核兵器禁止条約採択後の課題と展望

日本共産党副委員長 /原水爆禁止世界大会議長団
緒方　靖夫
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に、互いの信頼が増幅していく過程があっ
た。

３月の会期では、国際法専門家、弁護士
などの参加する専門家によるパネルがおこ
なわれ、その陳述にたいして各国代表が質
問するという場が複数日設けられた。ジョ
ン・バロース弁護士（米）は、そのパネル
で活躍し、市民社会の代表としても発言し
た。彼は、67 回の北太平洋上での核実験に
よって被災し、日本とは共通の被爆の経験
があるマーシャル諸島（人口６万余）政府
が核保有国９カ国に核軍縮・廃絶交渉を開
始せよと国際司法裁判所（ICJ）に提訴し
たさいの政府の共同代理人が率いる国際
リーガルチームの一員1であり、国と市民社
会にはこうした関係もある。

専門家の際立った活躍もあり、条約前文
では「公共の良心の役割」が強調された。
条約に草の根の運動の意義が明記されるこ
とは異例だが、ここには作成の過程が反映
されている。
＜２つの流れが 1 つに収れん＞

会議に参加し懇談する醍醐味は、直接の
生の議論を聞くことができることだ。会議
開始前には、条約について参加国に、以下
の２つの大きな流れがあった。
①まず、法的、政治的な禁止条約として、

核兵器の取得、保有、備蓄、開発、実験、
生産などの禁止を決める。その具体化の
措置は、将来的な課題として追加措置を
決めていく。

②細部にわたって廃絶の取り決めを段階的
に示し、時間枠をもって禁止に到達する
包括的な禁止条約をつくる。そこには、
核兵器廃絶の手順、検証なども含まれる
ため、細部にわたる条文が必要となり大
部の条約となる。当然、核保有国の参加
が不可欠となる。

①は、メキシコ、アイルランドなど新ア
ジェンダ連合が主張してきたものであり、
対人地雷禁止条約、クラスター弾条約など
はこのタイプでつくられた。②は、非同盟
諸国が主張してきたものであり、包括的核
実験禁止条約（CTBT）、生物兵器、化学兵
器禁止条約がそのタイプにあたる。

核兵器禁止、廃絶でそもそもの問題にな
るのは、核保有国の関与である。国際社会
においては、以前には、核兵器国がなんら
かの形で関与、参加することが不可欠と考
えられてきた。われわれもかなりそう考え
ており、核兵器国抜きでも交渉をすすめよ
うという考え方をたしなめる意見をのべた
こともあった。しかし、核兵器国が頑固に
保有継続、さらに強化という立場をとるな
かで、彼らの態度変更をいつまでも待って
はいられない、それは時間の浪費であり、
忍耐も限界にきているという思いが大勢に
なってきた。

そうしたもとで、参加国が全体としてそ
うした判断をしたといえると思う。私が、
議場で“３月の議論から７月への飛躍”と
感じたのも、２つの議論が 1 つの方向に収
れんされていく過程、ある種のふみきりを
みてとってのことであった。禁止条約をま
ず採択して、そののちに廃絶のための内容
を具体化することで一致した結果が条約採
択であった。
＜認識を新たに深める＞

われわれは３月の会議前には「核兵器禁
止条約により核兵器が歴史上初めて『違法
化』される」といってきた。国連会議で国
際法の専門家と懇談するなかで、「その表
現は不正確である」との指摘を受けた。と
いうのは、慣習法、国際人道法、国際司法
裁判所の 1996 年勧告的意見によりすでに
核兵器は違法化されているので、“条約に

1　判決は、ICJには審議権がないと門前払いになったが、バロース氏は、「判事の判断が8対8までもちこんだ」と、
残念がりながらも「いい勝負をした」とのべていた。（編註：本誌№91（2017春号）2頁以下、当該判決に関する山田
寿則理事の論稿並びに当会抗議声明を掲載。）
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より違法化される”と表現すると、すで
に違法化されている現状を弱めることに
なるからだ。なるほど、その通りであり、
それ以後、“核兵器の違法性を法典化する

（codify）”という表現に改めた。“議論は学
ぶこと”と改めて心にとめた。

３、条約の画期的な内容
条約前文は、核兵器の非人道性を告発し、

国際人道法を含め国際社会で積み重ねられ
てきた法理に照らして核兵器の違法性を明
確にしている。

第 1 条の法的禁止の内容は、「開発、実験、
生産、製造、取得、所有、貯蔵」、締約国
の領土と管轄地域への「配置、導入、配備
の許可」を明記している。さらに、「使用、
使用の威嚇」が明記されているが、これは
核抑止論を否定したものであり、重要な意
義をもつ。こうして、歴史上はじめて条約
をもって核兵器に「悪の烙印」を押す違法
化がなされた。

条約には、「ヒバクシャ」が２度にわた
り明記され、また「核兵器の使用または実
験によって影響を受けた個人」にたいする
支援が規定されている。世界大会が長期に
わたって要求してきた被爆者援護が条約化
されている。

政府と市民社会の共同で、国際政治での
民主主義を貫いて作成の経過を反映した先
進的な国際条約となっている。ジェンダー
平等の役割など未来を拓く内容も含まれて
いる。

４、非人道性と法的枠組みのアプローチ
この条約は 70 年余のたたかいの蓄積の

もとでつくられたとの思いだが、この数年
間、とくに核兵器の非人道性を中心にすえ
るアプローチがとられ、そのテーマは 3 つ
の国際会議の開催で深められた。その議論
に、法的枠組み、つまり条約により核兵器
を禁止し、廃絶する考え方がひろげられた。

2010 年の NPT 再検討会議で、「核兵器の
ない世界を達成するのに必要な枠組みを確
立するための特別な取り組み」（最終文書）
が提起されたうえに、2015 年の同会議では

「法的規定を策定するためのオープンエン
ドの作業部会の確立が勧告」（議長最終案）
された。採択されなかったものの法的規定
を提起した方向性は、ジュネーブでの作業
部会での「核兵器を禁止する法的拘束力の
ある協定を交渉する会議の開催が勧告」さ
れ、この３月から２会期にわたりニュー
ヨーク国連会議が開催され、条約が結実し
た。

こうしたアプローチは、多くの国の参加
を促した。ローマ法王庁は、全般的なステー
トメントに加えて、各論の提案も積極的に
おこない、積極的な参加に目を見張った。
われわれとの懇談でも、太い共通点を互い
に確認しあったほどだ。12 億 7 千万の信者

（世界人口の 18％）をもつ、世界で最強の
精神的指導者であるフランシスコ・ローマ
法皇のよびかけもあり、力が入っていた。
法皇は、2014 年のダボス会議へのメッセー
ジで、「貧困と格差の是正」の訴えを出し、
これが会議の基調となったことにも見られ
るように、圧倒的な影響力をもつ。歴史的
には、反共的、反進歩的な法皇がいたが、
今日の世界の流れのなかで、いい役割を果
たしている。

また、赤十字国際委員会が積極的に発言
していた。難民、被災民救済会議は別とし
て、国連会議では、あまりみない風景だっ
た。「赤十字は、広島、長崎の原爆投下直
後から被爆者の救護にあたり、1946 年には
核兵器を無差別兵器とみなし、人道的観点
から核兵器の使用禁止と廃絶に向けた議論
を喚起してきたので、その根本的な解決に
なる禁止条約を緊急に採択すべきだという
考えだ。」実に、説得力をもつ提起であり、
大きな貢献となった。

また、印象的なのは、オーストリア、ア
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イルランドの活躍である。その姿をみなが
ら、“軍事同盟にしばられない中立国には、
どれだけ政治外交で選択幅があるのか”と
痛感した。

５、今後の課題と展望
採択時とその後いくつかの政府、NGO

と話し合うなかで、感じていることを、３
点あげたい。

第一、核兵器禁止条約のもつ画期的、先
進的重要性の認識を深め、広く世論に広め
ること。

第二に、条約の署名、批准の手続きが開
始されるなかで、核兵器禁止から廃絶につ
ながるたたかいを発展させること。

第 12 条は「各締約国は、すべての国か
らこの条約への支持を得るために、非締約
国に対し、この条約の調印、批准、受諾、
承認、加入を促すものとする」としている。
ここに、締約国の政府と市民社会が手を携
えて新しい国際的な取り組みをすすめる分
野がひろがる。

これは、条約をつくる基本的な力が今後
も力を発揮して前進することを意味する。

第三に、条約には、核保有国とその同盟
国を含めすべての国が条約に参加する道が
開かれており、これらの国々にたいして、
条約の規範をもって攻勢的にせまっていく
こと。

米英仏３ヵ国がこの条約を敵視する共同
声明を発表し、北朝鮮の核兵器開発などを
口実に核兵器保有を正当化し、“核兵器廃
絶は戦略的安定を維持しながらステップ・
バイ・ステップで”という旧来の主張を繰
り返している。これは、核兵器保持の永久
化の議論である。中国2、ロシアもこの主張

を共有していることは周知のことである。
この立場を変えるための壮大なたたかいに
取り組まなければならない。

条約第 15 条によると、「50 番目の批准書、
受諾書、承認書または加入書が寄託された
日の後、90 日で効力を生じるものとする」
と定められている。発効は、間違いなくお
こなわれるであろう。課題はスピード感を
もってすすめ、他に促すことである。

核兵器国、同盟国にどうせまるかが最大
の課題である。条約は、加入しなければ義
務をおわない。しかし、加入国が増えるも
とで、最後まで加入しないという立場はし
だいに困難になるであろう。国際社会全体
が変われば、存在する条約、国際法のもつ
意味も変わらざるを得ない。個人には条約
を締結する能力はないことは明白だが、個
人は社会を動かし、変えることはできる。
社会を変えれば、国際法の位置をも変える
ことも可能である。

そうした気概をもって、核兵器国と同盟
国に圧力をかけ、追いつめていく必要があ
る。ステージは、大きく変わった。それは、
原水爆禁止世界大会の去年と今年を見れば
明らかである。世界の多くの国では、この
条約を契機に、運動の統一化、政府と運動
体の共同の強化がすすんでいる。

日本では、その分、運動体の強化がすす
み、条約を拒否する政府との対決が強まる
構図がいっそう明らかになっている。原爆
の非人道性を認め、訴えるとする政府がな
ぜ、被爆者を先頭とする人類悲願の成就に
背をむけるのかを問い続け、追いつめるた
たかいが続く。

2　1964年の最初の核実験以来、中国は、核兵器廃絶を主張し、核兵器完全禁止条約を締結するための国際会議開催
を提唱するなど他の核兵器国とは異なる立場を表明してきた。しかし、2009年、胡錦涛主席は、「完全かつ全面的な
核軍縮という究極的目標を達成するため、国際社会は、適切な時期に、核兵器完全禁止条約の締結を含む段階的行動
で構成される実現可能な長期的計画を作り上げるべきだ」（国連安保理首脳会議演説）と発言。同年、核保有国P ５（米
英仏露中）を結成し“ステップ・バイ・ステップのアプローチ”、“地球規模の戦略的安全と安定を維持しながら軍縮
をすすめる”という共同の立場を表明。われわれは中国の核兵器政策の変質とみている。
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１．はじめに
本年７月７日、核兵器を禁止する初め

ての国際条約である核兵器禁止条約が、
ニューヨークの国連本部で行われていた同
条約交渉会議にて採択された。創価学会イ
ンタナショナル（SGI）は、市民社会団体
の代表の一つとして同交渉会議に参加し、
筆者も SGI 代表団の一人として、議場でそ
の歴史的な瞬間に立ち会うことができた。
本稿では、市民社会の立場で同交渉会議に
携わってきた観点から、条約の意義と今後
の課題について考えてみたい。

２．条約採択の経緯
赤十字国際委員会（ICRC）のヤコブ・ケ

レンベルガー総裁は 2010 年４月、核兵器
に関する議論は、人道法の基本原則等のも
とでなされるべきと声明1。翌５月、核不拡
散条約（NPT）再検討会議は、コンセンサ
スで採択された最終文書で、「核兵器のい
かなる使用も壊滅的な人道的結果をもたら
すこと」に初めて深い懸念を表明し、「い
かなる時も、国際人道法を含め、適用可能
な国際法を遵守する必要」があることを再
確認した2。

以来、国際社会では、非核兵器国を中心
に人道上の観点から核兵器の問題を検証す

る動きが活発化（いわゆる「人道イニシア
ティブ」）。ノルウェーのオスロ（2013 年３
月）、メキシコのナジャリット（2014 年２
月）、オーストリアのウィーン（2014年12月）
で、核兵器の人道的影響に関する国際会議
が３回にわたり開催され、国連・国際機関、
各国政府、市民社会の代表が参加し、活発
な議論が行われた。またこの間、NPT 再検
討会議準備委員会においては核兵器の非人
道性に関する共同声明が発出され、国連に
おいては核兵器の非人道性に関する総会決
議が採択された。

2015 年の NPT 再検討会議は最終文書の
採択に失敗したものの、非核兵器国を中心
に核兵器の禁止と廃絶を求める声が一層高
まり、同年 12 月には、核兵器のない世界
の達成と維持のために締結が求められる具
体的かつ効果的な法的措置、法的条項およ
び規範を実質的に協議する公開作業部会の
開催に関する国連総会決議「多国間核軍縮
交渉を前進させる」

　　3

が採択され、同決議に
より、2016 年２月から８月にかけて、ジュ
ネーブの国連欧州本部で作業部会が開催。
その議論を受け、同年 12 月の国連総会決
議4は、2017 年に核兵器禁止条約の交渉開
始を決定した。

1　“ICRC President Jakob Kellenberger appeals to States to bring nuclear weapons to an end.”
https://www.icrc.org/eng/resources/documents/film/nuclear-weapons-statement-video-100420.htm
2　UN. 2010. “Final Document of the 2010 Review Conference of the Parties to the Treaty on the Non-Proliferation 
of Nuclear Weapons.” NPT/CONF.2010/50 （Vol.I）. http://www.un.org/ga/search/view_doc.asp?symbol=NPT/
CONF.2010/50%20（VOL.I）  
3　“Taking forward multilateral nuclear disarmament negotiations.”
http://www.un.org/ga/search/view_doc.asp?symbol=A/RES/70/33
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今回の核兵器禁止条約交渉会議は、その
決議を受けて行われたもので、3 月の第１
会期に続き、６月 15 日から第２会期が開
かれた。第 2 会期の最終日に当たる７月７
日に同条約の採択が行われ、国連加盟 193
カ国中 124 カ国が出席。投票の結果、核兵
器禁止条約が、国連加盟国の約３分の２に
あたる 122 カ国の賛成多数（反対１、棄権１）
で採択された5。特筆すべきことに、条約前
文では二度にわたりヒバクシャへの言及が
なされている。

３．条約に向けられる批判 
この会議の最大の特徴は、非核兵器国が

国連のプラットフォームで、国際機関なら
びに市民社会の代表の参加と貢献を得て交
渉のプロセスを主導した点にある。実際に、
核兵器国や NPT 外の核兵器保有国、核兵
器国の提供する核兵器に安全保障を依存す
る核兵器依存国は、オランダを唯一の例外
として会議には参加することはなかった。

そうしたことから、採択された核兵器禁
止条約に対しては、実際に核兵器を保有す
る国が参加していないので実効性がない、
安全保障の現実を無視している、NPT を弱
体化させる、検証措置が不十分である、と
いった批判が投げかけられている6。それゆ
え同条約を推進する立場から、こうした批
判にどう建設的に向き合うかが重要とな
る。

４．条約を支える４つのアプローチ
こうした批判を検討する上で有益なの

は、ホワイト議長が５月 24 日に書簡で明
らかにした、核兵器禁止条約交渉を支える
アプローチであろう7。

①補完性：既存の国際文書を強化し補完す
るものであり、特に NPT に代表される
核不拡散体制を弱体化させない

②既存の規範の強化：不拡散に関する既存
の法規範に対する抜け穴を作らない

③簡潔性と非差別性：条約は簡潔かつ非差
別的であり、核兵器の使用について明確
で強力な禁止を示す

④将来への基礎：将来を念頭において、柔
軟性を持たせて継続できるように設計す
る

つまり核兵器禁止条約の設計思想の特徴
は、NPT を礎石とする国際的な核軍縮・核
不拡散体制を弱体化させるものではなく、
むしろそれを補強するものであり、同条約
の第 1 条8で規定されたように明確で強力な
禁止を規定しつつも、核兵器を保有する国
や核兵器依存国の将来的な参加も念頭に、
柔軟性を持たせるという点にある。

５．条約が問いかけるもの
実際に交渉会議では、核兵器を保有する

国や核兵器依存国にどのように向き合うか
について、議論に多くの時間が割かれた。
たとえば核兵器の全面的な廃絶に向けた措

4　“Taking forward multilateral nuclear disarmament negotiations.”
https://www.un.org/ga/search/view_doc.asp?symbol=A/RES/71/258
5　投票結果は、以下を参照。http://www.reachingcriticalwill.org/images/documents/Disarmament-fora/nuclear-
weapon-ban/documents/voting-record.pdf
6　たとえば、以下を参照。“Joint Press Statement from the Permanent Representatives to the United Nations of 
the United States, United Kingdom, and France Following the Adoption of a Treaty Banning Nuclear Weapons.”
https://usun.state.gov/remarks/7892
7　“Overall approach in preparing the draft.” 
https://s3.amazonaws.com/unoda-web/wp-content/uploads/2017/05/Letter-from-the-Chair_May-24-2017.pdf
8　“Treaty on the Prohibition of Nuclear Weapons.”http://undocs.org/A/CONF.229/2017/8
日本語訳については、日本反核法律家協会の暫定訳を参照した。
http://hankaku-j.org/infomation/data/170720.pdf



60 ー 反核法律家　第 92・93号

特集　　核兵器禁止条約の採択と今後の課題

置を定めた同条約の第４条9には、核兵器を
保有する国が条約に参加する方法が規定さ
れている。当初は、そうした国は保有する
核兵器を廃棄してからでないと条約には参
加できないという議論もあった。しかし最
終的には、核兵器を保有したまま条約に参
加し、その後、直ちに運用上の地位から撤
去し、提出した計画に従い核兵器を廃棄す
るという方法が採用された。また締約国会
合について定めた第８条では、条約の締約
国でない国に対して、オブザーバーとして
出席するよう招請する（第５項）

10

との規定
もある。こうした規定からは、条約推進国
が核兵器を保有する国とどう向き合おうと
しているかに関するメッセージを読み取る
ことができる。

一方で詳細な検証規定がないという点に
関しては、第８条の規定が答えを用意して
いる。すなわち同条は、この条約の適用又
は実施に関する問題について、ならびに核
軍縮のための更なる措置について検討する
ため及び必要な場合には決定を行うため
に、締約国会合を開くと規定し、その会合
には、核兵器計画の検証及び期限を伴いか
つ不可逆的な除去のための措置（この条約
に対する追加の議定書を含む。）が含まれ
るとしている（第１項）

11

。これは、いわゆ
る枠組み条約的なアプローチを示唆するも
のといえよう。

さらに安全保障の「現実」を無視してい
るという点に関しては、核兵器禁止条約が
問うているのは、「核兵器は本当に安全保
障に資するものなのか、むしろそれは安全
保障を損なうものなのではないか」という、
根源的な問いであることを指摘したい。

核兵器のもたらす壊滅的な人道的結末に

対しては、救援活動や対応能力の確立が不
可能であること、そしてそれは時間的にも
長期にわたり、国境を越えるものであると
いうことが、３回にわたる核兵器の人道的
影響に関する国際会議により確認された。
これもまた、核兵器のもたらす「現実」で
ある。さらに、貧困や環境問題等は現代世
界の大きな課題であり、持続可能な開発目
標（SDGs）は、そうした時代認識から生ま
れたものである。このような人間の安全保
障に関わる問題に取り組むこともまた、「現
実」の要請である。核兵器は当然ながらこ
うした諸課題には無力であるばかりか、む
しろそれを悪化させる要因ですらあり、そ
こに振り向けられる莫大な費用は、そうし
た課題に取り組むことを妨げる機会費用と
なっている。

このようなもう一つの「現実」が突きつ
けているのは、国家、ひいては国民にとっ
て本当に必要なのは「安全保障」であって、

「核兵器の保有」そのものではないという
ことであろう。核兵器は安全保障のために
存在するとの考えがある。しかし核兵器禁
止条約が問うているのは、「核保有と安全保
障とを同一視するような認識を改める」12こと
ではないのか。核兵器の存在を前提とした
抑止論的思考を根底から見直す必要性を、

9　 Ibid.
10　Ibid.
11　Ibid
12　池田大作「第 36 回『SGI の日』記念提言『轟け！ 創造的生命の凱歌』」（2011 年）.

交渉会議にて（写真中央：筆者）
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核兵器禁止条約は訴えている。

６． NPT と核兵器禁止条約
先に言及した 2010 年の NPT 再検討会議

の最終文書は、「結論ならびに今後の行動
に向けた勧告」　13で、核兵器のない世界の平
和と安全を目指すこと（A-i）、NPT 第６条
で誓約する核軍縮につながるよう、保有核
兵器の完全廃棄を達成するという核兵器国
の明確な約束を再確認すること（A-ii）、人
道上の結末への憂慮と国際人道法順守の必
要性を確認すること（A-v）、すべての国に
とって減弱されない安全（A-iv）、核なき
世界に必要な枠組みへの特別の努力（B-iii）
を定める一方で、核兵器の完全廃棄が核兵
器の使用あるいは使用の威嚇を防止する唯
一の保証であることを再確認し認識する

（C-i）点で合意した。この文書はコンセン
サスによって採択されたものであり、核兵
器国、非核兵器国、そして核兵器国の提供
する核兵器に安全保障を依存する核兵器依
存国という、NPT におけるすべての締約国
間の共通の約束事になっている。

核兵器禁止条約は、NPT のすべての締
約国が確認したこれらの点を踏まえたもの
だ。すなわち、すべての人類の安全のため
に、核兵器のもたらす人道上の結末への憂
慮と国際人道法順守の必要性を確認するこ
とを出発点に、核軍縮に至る交渉を誠実に
追求しかつ完結させる義務が存在すること
を再確認し、全面的かつ完全な軍縮に向け
ての効果的な前進を達成する目的をもって
行動するべく、条約交渉が行われてきた。

そして、核兵器の完全廃棄が核兵器の使用
あるいは使用の威嚇を防止する唯一の保証
であるからこそ、廃棄までを射程に入れた
核兵器禁止条約が生まれたのである。そう
した観点からすれば、条約交渉に参加しな
かったことが、上記のような NPT におけ
る約束事に照らしてどのように評価される
かが、逆に問われるところであろう。

７．市民社会の役割
条約採択を受けた議場で、交渉会議参加

国から共通して聞かれたのは、ヒバクシャ
とそれに連帯する市民社会の力なくしてこ
の日を迎えることはできなかったという、
感謝と称賛の声であった。「伝統的に市民
社会は議場の後方席に座り、手続き的には
各国政府の後に発言の機会を与えられる
が、その情熱と献身は彼らを尊敬の先頭に
置くものだ」とのエジプト政府代表からの
言葉は、そうした声を代弁するものであっ
たろう。

その中で、核兵器廃絶国際キャンペーン
（ICAN）14 の果たした役割がきわめて大きな
ものであることは、論を待たない。ICANは、
世界的な規模で核兵器の廃絶を求める人々
を結びつけ、核兵器禁止条約の実現のため
に尽力してきた15。その取り組みの中には、
宗教コミュニティによる努力もあった。
SGI も、核兵器の問題は優れて倫理的、道
徳的な問題であるとの考えから、宗教はこ
の問題の取り組みにおいて積極的な役割を
果たすべきであると考え、行動してきた。
核兵器の問題に関する展示会を開催16する

13　UN. 2010. “Final Document of the 2010 Review Conference of the Parties to the Treaty on the Non-
Proliferation of Nuclear Weapons.” NPT/CONF.2010/50 （Vol.I）. http://www.un.org/ga/search/view_doc.
asp?symbol=NPT/CONF.2010/50%20（VOL.I）
日本語訳については、長崎大学核兵器廃絶研究センター（RECNA）ウェブサイト掲載の特定非営利活動法人ピース
デポの翻訳を参照した。
http://www.recna.nagasaki-u.ac.jp/recna/database/importantdocument/un/no1/2-1
14　ICAN の公式ウェブサイトは、以下を参照。
http://www.icanw.org/
15　ICAN 発足の 2007 年以来、SGI はその国際パートナーである。



62 ー 反核法律家　第 92・93号

特集　　核兵器禁止条約の採択と今後の課題

など、長年にわたり世界各国で草の根の意
識啓発運動に取り組む一方で、2014 年４月
には、核兵器国であるアメリカの首都ワシ
ントンで、核兵器の非人道性に関する宗教
間シンポジウムを主催し、核兵器の廃絶を
求める諸宗教による共同声明を発表した。
以来、SGI が積極的な役割を担い、キリス
ト教、イスラム教、仏教等からなる宗教コ
ミュニティとして、８回にわたり国連の会
議などで共同声明を発表17。SGI 単独による
三度の作業文書18提出とあわせ、政策形成
プロセスに宗教コミュニティからの声を届
けてきた19。

８．これからの課題
核兵器禁止条約という手段を得て、核兵

器廃絶への挑戦は新たなステージに入っ
た20。条約が採択された今、この条約の意
義を普及させ、その支持をいかに幅広く堅

固なものとしていけるかが、次なる課題と
なる。それはまた、今回の会議に参加しな
かった核兵器の保有国、核兵器依存国が、

「核兵器のない世界」という地球的な取り
組みへの歩みを共にするためにも不可欠で
ある。

同条約の第 12 条には、条約を普遍化す
るための努力が規定されている。市民社会
の参加と貢献を得て採択された同条約の特
質に鑑みれば、12 条に規定される各国の努
力を後押しすることもまた、市民社会に期
待される役割といえよう。その後押しを力
強いものとするためには、ヒバクシャが訴
え続けてきた被爆の実相に対する認識が、
国や世代を超えて幅広く共有され維持され
るよう、軍縮教育が重要となる21。この分
野でもまた、市民社会の果たす役割が期待
されよう。

16　最新のものに、SGI が ICAN の協力を得て制作し、核兵器の問題を人道、環境、人権、ジェンダーなど 12 の視
点から問い直し、その廃絶に向けた連帯を訴える「核兵器廃絶への連帯」展がある。2012 年 8 月に広島での核戦争
防止国際医師会議（IPPNW）世界大会の折に初公開され、ジュネーブでの NPT 再検討会議第 2 回準備委員会（2013
年 4 月）やナジャリットでの核兵器の人道的影響に関する第 2 回国際会議（2014 年 2 月）等、世界 18 ヶ国 77 都市（2017
年 7 月現在）で開催されている。http://www.peoplesdecade.org/decade/exhibition/eyt/eyt.html
17　最新のものとして、以下を参照。
Faith Communities Concerned about Nuclear Weapons. “Public Statement on the Adoption of the Treaty on the 
Prohibition of Nuclear Weapons.” 
http://www.sgi.org/resources/ngo-resources/peace-disarmament/ptnw-joint-statement-july-2017.html
18　たとえば、以下を参照。
SGI. “On the Objectives and Significance of Prohibiting Nuclear Weapons.” A/CONF.229/2017/NGO/WP.8. https://
www.un.org/disarmament/ptnw/pdf/A%20CONF.229%202017%20NGO%20WP.8%20_SGIWorkingPaper_Final.pdf
19　こうした宗教間の取り組みは回を重ねるごとに賛同者を増やし、市民社会の中でも欠くことのできない重要な存
在として認識され、その影響力を高めてきたというのが筆者の実感である。それゆえ採択された条約の前文に、「宗
教指導者」による努力に対する認識が示されたことには、大きな感慨を覚える。
20 この点に関して中満泉・国連軍縮担当上級代表は、条約採択後のスピーチで、「この条約を実現するための動機は
法的ギャップを埋めるという願いにあった。今後は、政治的ギャップを埋めるために賢くこの条約を使うよう各国に
訴える」（Your motivation for this treaty was a desire to fill a legal gap. I now appeal to all prospective parties to 
use this treaty wisely to help fill the political gap.）と述べている。
https://s3.amazonaws.com/unoda-web/wp-content/uploads/2017/07/HR-remarks-PTNW-Closing-7-July-2017.pdf
21　この点に関して池田大作 SGI 会長は、2009 年 9 月に発表した提言「核兵器廃絶へ 民衆の大連帯を」で、「核時
代に終止符を打つために戦うべき相手は、核兵器でも保有国でも核開発国でもありません。真に対決し克服すべきは、
自己の欲望のためには相手の殲滅も辞さないという『核兵器を容認する思想』です」と述べている 。
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今回初めてニューヨークの国連本部に行
かせていただき、ヒバクシャが長年懇願し
てきた核兵器禁止条約の採択という歴史的
瞬間に立ち会えたことをとても光栄に思う
と共に、これからは国際社会が核兵器の根
絶に向けて歩み続けなければならないとも
思いました。核兵器禁止条約が採択され
た瞬間、私は議場にいました。皆が一堂
に立ち上がり、抱き合い喜んでいる civil 
society の人々、ファシリテーターとしてこ
の議題を採択させるために手腕を発揮して
きたホワイト議長といった様々な人々から
感動が伝わってきました。これほどまでに
国際社会が一体となって核兵器禁止条約の
採択にむけて尽力しているとは、想像もし
ていなかっただけに、胸に熱い思いがこみ
上げ、目頭が熱くなってしまいました。

この時、次のような疑問が沸々と湧き上
がってきました。どうして、被爆国ではな
い国がここまで一体となれたのか。どうし
て、ヒバクシャの声が、唯一の被爆国には
届かないのか。そもそも、どうして、核兵
器がなくならないのか。このような疑問は、
国連に行く前にも抱いていましたが、実際
に肌で感じたが故に、より鮮明になりまし
た。「葦の髄から天井を覗く」と言われる
ように、日本ではあまり問題視されていな
かった核に依存することが、国際社会では
それが大きな問題となっていることを感じ
ました。やはり、自分の狭い知識や考えに
とらわれてはいけないと思いました。

会議終了後、何人かの civil society の人々
と話をする機会がありました。彼らは、純

粋に核兵器禁止条約が採択されたことに喜
びを感じていた一方、これからは核を完全
になくすための取り組みをしていかなけれ
ばならないと言っていました。その中で
印象に残っている言葉があります。「You 
have to take care of the nuclear weapons 
in your generation」という言葉でした。特
に generation という単語が心に響きまし
た。

これからは自分たち若い世代が核兵器を
世界からなくすための行動を起こしていか
なければならないですし、それが日本の若
者であればより世界的な動きになるのでは
ないかと考えています。なぜなら日本は、

「核のない世界を作るためには、核兵器国
と非核兵器国が協力して話し合っていく必
要がある」という立場をとっており、核兵
器国と非核兵器国の橋渡し役を担えるから
です。また、「条約には署名はしない」と言っ
てはいますが、将来的には、署名する可能
性もあるからです。さらに、唯一の被爆国
でありますので、核の持つ非人道性を体験
しているからです。このような理由から日
本の若者が率先して核の廃絶に向けて動い
ていき、ヒバクシャの方がご存命のうちに、
核のない世界を実現していきたいと思いま
す。

しかしながら、NATO 加盟の欧州諸国や
日本や韓国をはじめとする核の傘の国や核
保有国は、この条約に批准する見込みがな
いだけではなく、禁止条約の実効性に疑問
を呈しています。ウッド米国軍縮大使は、

「核兵器禁止条約の参加国が北朝鮮の核兵

核兵器禁止条約の採択

明治大学法学部 3年
　　岩田　直輝
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器や弾道ミサイルを防ぐ答えを持っていな
い」「核抑止力こそが長年にわたって欧州
やアジアの平和と安全を維持してきた」と
述べ、現状での核保有の正当性を強調して
います。確かに、核を持つことで核抑止力
は生まれるかもしれませんが、条文の前文
にも規定されている「ヒバクシャにもたら
された苦痛」という人道的見地がないがし
ろにされて、ヒバクシャのいない世界、結
局は核のない世界は永遠に作られることは
ないと思います。

核兵器禁止条約の採択に至るまでの議論
を含めて国連で話を聞いていました。どの
国も自国の主張をしつつも、核兵器を法的
に禁止するためには妥協し、議論を重ねた
産物が、この核兵器禁止条約だと思います。
私は、核兵器禁止条約の採択の前後に関わ
ることができ、国際社会を肌で感じること
ができただけではなく、各分野の専門家と
お会いし、お話することができ、自分の人
生の進むべき道を考える契機となったと思
います。

今回、7 月 3 日から 8 日までニューヨー
クに同行させていただきました。目的は核
兵器禁止条約の採択を見に行くというもの
です。私のような学生があの場にいられた
ことは、大きな幸運だと痛感しております。
山田先生や大久保先生はじめお世話になっ
た方々にはお礼を申し上げたいと存じます。

今回、このような報告書を形成する機会
も与えられ、何について書こうかと考え自
分なりに伝えたいことを書かせていただき
ます。

その中で、今回の核兵器禁止条約につい
ての感想、そして今後どうしていくべきか、
自分なりの意見を書かせていただきます。

核兵器禁止条約について私はあの採決
の場にいた誰よりも無知であったと考えま
す。さらには様々な NGO、NPO 団体がこ
の条約に向けて尽力をしていたことは知ら
なかったといってもいいと考えます。また、
核兵器の恐ろしさについても知らなかった
といってもいいです。個人的な問題として、

そのような立場の自分があの場にいたこと
を嬉しく思う反面、恥ずかしさもございま
した。核兵器禁止条約は 3 月から国際連合
で交渉が続けられていましたが、私は、唯
一の被爆国の国民であるのにこの過程を何
も知らずに、生活をしていたのだと感じま
した。あの条約は、核兵器のない世界に向
けた大きな一歩であり、被爆者の方々がど
んなに嬉しく感じたのか私には言い表せな
いと考えます。しかし、その努力を私は知
らなかったのです。

私は、ここに大きな問題があると考えま
す。何も知らなかった立場から偉そうなこ
とは言えませんが、私の役割はここにある
と考えます。

「日本がなぜ、核兵器禁止条約に参加しな
いのか」

ニューヨークにいる期間、この問いは何
度も私に問いかけられました。「日本は唯一
の被爆国であるのになぜこの条約に参加し

報告書

明治大学法学部 3年
　　渡部　遥菜
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ないのか」「唯一の被爆国だからこそ、この
条約に参加してほしかった」という疑問の
答えに私は苦しみました。なぜなら、この
問いは私自身も持っているからです。被爆
者の方々とお話をし、核兵器がどれほど恐
ろしいものなのか、記憶に苦しみながら核兵
器の恐ろしさを伝える姿勢を見れば、この問
いを持つよりほかありません。なぜ、これほ
ど恐ろしいものを違法としないのか、と。

しかしながら、ニューヨークに行く前に、
この条約には核保有国が不参加なのだから、
締結されても世界が変わることはないの
ではないか、と感じていなかったとは言い
切れません。事前学習として、核兵器禁止
条約に対する政府の考えは外務省のホーム
ページで何度も読みました。岸田大臣の会
見も何度も見返しました。しかし、私には
理解できない難しい言葉で、とりあえず核
兵器が禁止されると日本の安全保障が危う
くなるかもしれないのだな、ということだ
けを感じたのを覚えています。両親と話を
しても、友人と話をしても核兵器は廃止す
べき、だが、核兵器を違法とすると日本の
安全保障に危険をもたらすと考えている人
が多くいたように感じます。さらには、私
と同様にこの条約には核保有国が参加して
いないのだから、意味がない条約である、
と感じている人は少なからず、私の周りに
はいたように感じます。

しかし、ニューヨークでの被爆者の方々
を初めとする市民団体の方の努力を見て、
そのように考えていたことを恥ずかしく思
いました。さらに、「日本が北朝鮮に攻撃さ
れたとして、アメリカが守ってくれると本
当に思うの」と聞かれはっと思いました。
私は日本政府の見解である、核抑止力、安
全保障に危険をもたらすといった考えに疑
問を持たず、無意識にそのことを信じてい
たのだと思います。日本人の多くが私のよ
うな“知らない”状態にいること、このこ
とがまさに、日本がこの条約に参加しなかっ

た原因ではないでしょうか。
特にこれから、被爆者の方々の高齢化が

進み、核兵器の脅威を伝えていくことが困
難になると考えます。私たち若者がこの問
題について考えるべき世代なのだと痛感し
ました。しかし、私は今回のニューヨーク
で初めて被爆者の方々の生の声を聞きまし
た。正直なところ、核兵器の恐怖について
多くは知っておりませんでした。恥ずかし
ながら、漠然と核兵器＝恐ろしいものとい
うイメージで、だから核兵器はなくすべき
であるといった程度にしか思っていなかっ
たのが私の現状だったと思います。自分の
無知を言い訳するつもりではございません
が、日本では日本政府の考えを固持するた
めに、核教育が活発ではないのではないで
しょうか。知識がないから、政府の見解に
も疑問を持たないという悪循環につながり
ます。私はこの“伝える”ということが核
兵器廃絶に向けて今、するべきことだと考
えます。私のような無知な人間があの場に
いたのは、私のような無知な人々に核兵器
廃絶を訴えるためなのではないか、と考え
ております。

ニューヨーク滞在中、多くの方々に、核
兵器廃絶に向けて私たち若者に何を望むか、
という問いをさせていただきました。その
質問に対する答えは、「知ること」、そして
私のような若者に「伝えること」でした。

これから、日本が核兵器禁止条約に加入
するのは私たち市民次第だと考えます。こ
の条約に 122 か国もの国が賛成をしたのは
被爆者の方々、市民団体の方々など市民の
力が大きかったと考えます。日本を動かす
ため、微力ながら一市民として、今後力に
なりたいと存じます。

最後に、ご無理を言って同行させてくだ
さった先生方、私の無知な質問に答えてく
ださった市民団体の方々、本当にありがと
うございました。この場を借りてお礼申し
上げます。
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≪資料≫

核兵器禁止条約のいくつかの要素
IALANA による提出　作業文書１２（A/CONF.229/2017/NGO/WP.12） 

2017 年 3 月 28 日付 
原文出典： https://www.un.org/disarmament/ptnw/pdf/A%20CONF.229%202017%20

NGO%20WP.12.pdf#search=%27A%2FCONF.229%2F2017%2FNGO%2FWP.12%27
（JALANA 仮訳）
〔〕は訳者による

国際反核法律家協会（IALANA）は、本文書において、本年交渉される、核兵器の完全廃
絶に向けた核兵器を禁止する条約に提案される諸要素のいくつかを論じる。IALANA は、と
りわけ、モデル核兵器禁止条約の起草に際し、他の諸組織1の同僚たちとも共有している経験
を生かす2。本文書の拡大版はこの会議および www.lcnp.org において利用可能である。

前文における現行国際法の確認に関する諸要素
１）　現行国際法における核兵器使用の違法性の確認

条文案：「核兵器の使用は、国際法、特に国際人道法、国際人権法および国際環境法に反し
ていることを確認し」

註釈：核兵器の使用は、まさにその性質ゆえに、慣習国際法上違法である。核兵器は以下の
基本原則に合致して使用することはできない。すなわち、戦闘の影響から文民と中立国を保
護する諸原則、不必要な苦痛から戦闘員を保護する原則、深刻かつ回復不可能な損害からの
環境の保護および将来世代の利益の保全である。核兵器の使用は、国際刑事裁判所ローマ規
程における戦争犯罪であり、多くの場合に人道に対する罪にも該当する。

国際司法裁判所の 1996 年勧告的意見はこの評価を支持する。裁判所は、「〔核〕兵器の使用
は」、「優先的な人道の考慮を中核におく武力紛争に適用される原則および規則」の「〔厳格な〕
要件の尊重とは実際ほとんど両立しえないように思われる」

3

と述べた。多くの総会決議も同様
である。2015 年と 2016 年にも採択された「核兵器のない世界のための倫理上の至上命題」
と題する決議は、「核兵器の人道上の影響に鑑みれば、核兵器のいかなる使用も、その原因の
1  核戦争防止国際医師会議（International Physicians for the Prevention of Nuclear War）および拡散に反対する技
術者と科学者の国際ネットワーク（International Network of Engineers and Scientists Against Proliferation）である。
2  http://inesap.org/sites/default/files/inesap_old/mNWC_2007_Unversion_English_N0821377.pdf. See also A/
AC.286/WP.11, 24 February 2016, Model nuclear weapons convention, submitted by Costa Rica and Malaysia to 
the OEWG. For commentary, see Securing Our Survival: The Case for a Nuclear Weapons Convention （2007）, at 
http://www.lcnp.org/pubs/2007-securing-our-survival.pdf.〔なお、訳書として、メラフ・ダータンほか著（浦田賢治
編訳）『地球の生き残り　解説モデル核兵器条約』日本評論社、2008 年〕
3  Legality of the Threat or Use of Nuclear Weapons, Advisory Opinion, I.C.J. Reports 1996, p. 226 （以下、核兵器勧
告的意見と称する）, para. 95.
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いかんを問わず、国際人道法もしくは国際法の要件、または道徳法則もしくは公共の良心の
命令と合致するとみなすことはできない」と宣言している4。国際赤十字・赤新月運動の 2011
年決議も、「核兵器のいかなる使用も、国際人道法の規則に合致するとみなすことは不可能で
あると判断する」としている5。2011 年に IALANA とサイモン財団が発表したバンクーバー
宣言では「核兵器は、その効果が管理不能であるゆえに、国際人道法に合致して使用するこ
とはできない」ことを述べている6。 

核兵器不使用の規範を強化するためには、前文に現行法上の核兵器使用の違法性の確認を
含むことが必須である。また、主文に含まれる使用禁止が締約国にのみ適用されるという事
実から生じる、非締約国はこの規則に服さないとの含意を回避することは、不可欠である。

２）国連憲章その他の国際法における核兵器の使用の威嚇の違法性の確認
条文案：
「国際連合憲章は、国際連合のすべての加盟国に対して、その国際関係において武力による

威嚇または武力の行使を、いかなる国の領土保全または政治的独立に対するものも、また、
国際連合の目的と両立しない他のいかなる方法によるものも慎むことを義務づけていること
を想起し、

核兵器の使用の威嚇は、国際連合憲章および国際人道法に反することを確認し、」

註釈：核兵器の使用の威嚇は、武力による威嚇であって、国際連合の目的と両立しない武力
による威嚇という国連憲章による禁止に反するものとなろう。またおそらく、これは2条4項
に違反する、あるいは51条に従った自衛の合法的行使のための諸条件である必要性と均衡性
に違反する、侵略的な威嚇または均衡性を有しない威嚇となろう。かかる威嚇はまた、以下
のICJの判示に照らして国際人道法にも違反する。すなわち「もし予期される兵器の使用が国
際人道法の要件を満たさない場合は、かかる使用に関わる威嚇もまた、この法に反するもの
となる」との判示である7。加えて、核兵器の威嚇は、国際人道法の特定規定に違反し得る。
即ち、生存者を残さないことの威嚇の禁止8および「文民たる住民の間に恐怖を広めることを
主たる目的とする暴力行為または暴力による威嚇」の禁止である9。

軍事態勢における「核抑止」の中心性および核兵器の現実の利用に繋がる特定的な威嚇の
もつ役割からすれば、現行国際法上の核兵器使用の威嚇の違法性を前文に含めることは重要
である。

4  A/RES/71/55, 5 December 2016.
5  “Resolution 1, Working Towards the Elimination of Nuclear Weapons,” November 26, 2011,
6  http://www.lcnp.org/wcourt/Feb2011VancouverConference/vancouverdeclaration.pdf. 署名者については以下を
参照。http://www.lcnp.org/wcourt/VanDecl_Signatories_Feb15_2013.docx.
7  核兵器勧告的意見 78 項
8  ジュネーブ諸条約第 1 追加議定書 40 条
9  ジュネーブ諸条約第 1 追加議定書 51 条 2 項
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３）核軍縮交渉義務の確認
条文案：
「核兵器の不拡散に関する条約の第６条に規定される義務を想起し、
また、厳重かつ効果的な国際管理の下におけるあらゆる点での核軍縮に至る交渉を誠実に

遂行し、かつ完結させる義務が存在するとの国際司法裁判所の全員一致での結論を想起し、
かつこの義務が普遍的かつ無条件であることを確認し、」

註釈：核軍縮義務に関するICJの結論並びにNPT ６条に言及することは重要である。第１に、
ICJは６条についてのひとつの有権解釈を示しており、これはとりわけ、NPT再検討会議が
採択した「核兵器国によるその核軍備の全面廃絶の達成という明確な約束」に合致する。第2
に、ICJの結論の明確な趣旨は、この義務は慣習国際法の事項として普遍的に適用され、よっ
てNPT非当事国にも適用されるということである。NPT ６条およびNPT再検討会議でなさ
れたコミットメントが前文に含まれる場合に、ICJの結論に言及しても、これらをまったく損
なうことはない。

４）事後の軍縮合意の必要性の承認
条文案：「この条約に追加される措置であって、不可逆で、検証可能なかつ透明性のある核兵
器の廃棄のための、実際的なおよび法的拘束力を有するものが、核兵器のない世界を達成し
および維持するために必要とされることを認識し、かつこの条約を核軍縮に関する包括的な
法的拘束力を有する合意に向けての措置とみなし、」

註釈：この条文案の前段は、禁止条約交渉開始を決定した総会決議の前文に基づく10。

５）マルテンス条項の再確認並びに公共の良心および人道の原則の役割の承認；被害者の権
利の承認
条文案：
「文民および戦闘員は、この条約その他の国際協定がその対象としていない場合においても、

確立された慣習、人道の諸原則および公共の良心に由来する国際法の諸原則に基づく保護並
びにこのような国際法の諸原則の支配のもとに置かれることを再確認し、

核兵器の全面的禁止の要請に示された人道の諸原則の推進における公共の良心の役割を強
調し、またこのためにヒバクシャその他の世界各地にいる核兵器爆発および核兵器実験の被
害者が行っている努力を認識し、

核爆発および核実験の被害者が被っている、世代を越える健康上の影響を含めた壊滅的な
危害を認識し、また被害者の権利および被害者のニーズに適切に対処する必要を念頭におき」

註釈：第１段はマルテンス条項の現代的定式である。核武装国とその同盟諸国は当初からは
禁止条約に参加しないだろうという事実の観点からすれば、この挿入は重要である。第２段は、
対人地雷禁止条約前文に基づく。

10  A/RES 71/258, 23 December 2016.
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原則および目的
国際人道法の尊重および尊重の確保の義務
条文案：「国際人道法を尊重し、かつ国際人道法の尊重を確保する国の義務を想起し」

註釈：この原則は、こんにちでは慣習的性質を有するとみなされるジュネーブ諸条約共通１
条に由来する。

主文
１）基本的義務
条文案：
「A．締約国は、いかなる場合にも、次のことを行わないことを約束する。

ａ．核兵器を使用すること。
ｂ．核兵器の使用の威嚇をすること。
ｃ．核兵器を使用するための軍事的なまたはその他の準備活動を行うこと。
ｄ．核兵器を使用することおよび核兵器の使用の威嚇をすることにつき、直接または間

接に、奨励しまたは許可すること。
ｅ．核兵器を設計し、開発し、実験し、生産その他の方法によって取得し、保有し、配備し、

貯蔵し、維持し、保持しまたは移譲すること。
ｆ．[ 禁止された核物質 ] を開発し、実験し、生産その他の方法によって取得し、保有し、

貯蔵し、保持し、移譲しまたは使用すること。
ｇ．核兵器運搬手段を設計し、開発し、実験し、生産その他の方法によって取得し、配備し、

貯蔵し、維持し、保持しまたは移譲すること。
ｈ．核軍縮に関するおよび核兵器の被害者の援助に関する研究を除き、核兵器研究を行

うこと。
ⅰ．空域および水域を含む領域内における、核兵器の配置または通過（核兵器を搭載し

た船舶または航空機による場合を含む。）を許可すること。
ｊ．この条約によって禁止されている活動を行うことにつき、いずれかの者に対して、

方法のいかんを問わず、直接もしくは間接に、援助し、奨励し、勧誘しまたは許可
すること。

ｋ．この条約によって禁止されている活動を行うことにつき、いずれかの者に対して資
金を供与すること。」

註釈：これらの規定は大部分をモデル核兵器禁止条約から引用した。禁止条約の初期の当事
国が核兵器の非保有国や核兵器に依存しない国となるだろうことからすれば、この禁止は不
必要に詳細であるように思われるかもしれない。しかし、この禁止条約は将来の軍縮合意の
テンプレートを定める助けとなり得るし、これ自体が、現在は核兵器を保有しあるいは核兵
器に依存する国が後に条約に加入する場合にその国の非核化の基礎として役立ち得る。前文
に関すると同じく、禁止条約の主文に威嚇を含めることは、軍事態勢での「核抑止」の中心
性から、およびその正当性を根底から覆す必要があることから、また使用に至る特定的な威
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嚇を防止するためにも、重要である。核兵器運搬手段に関する禁止を含めることが望ましく
ない場合には、この問題を前文規定の対象として、おそらくは、核兵器の「運搬手段」の除
去に言及するNPT前文を援用することはできるだろう。

２）人に関する禁止
条文案：「締約国は、この条約によって締約国に対して禁止されている活動であって、自国の
管轄若しくは管理の下にある者によるもの又は自国の管轄若しくは管理の下にある領域にお
けるものを防止し及び抑止するため、立法上、行政上その他のあらゆる適当な措置（罰則を
設けることを含む。）をとる。」

註釈：これは締約国に要求される実施措置を要約して表明している。これは、対人地雷禁止
条約９条およびクラスター弾条約の同じく９条に含まれる「国内の実施措置」に関する義務
からとられた。この基本的義務には、締約国が、何人であれその者が自国領域内で行った行
為または自国民および自国に常居所を有する者が世界のいずれの場所であれ行った行為を犯
罪とする要請が含まれている。例えば、「人」には「法人」が含まれること、とりわけ企業体
が含まれることが明確にされうる。刑事責任は、実際の実行行為者のみならず、犯罪を命じ
若しくは教唆する者、幇助し、唆し若しくはその他の方法で援助する者（資金を供与する者
を含む。）にまで拡大しうる。かかる行為を試みる者も含み得る。犯罪人引渡および司法共助
の手段で訴追について相互に援助する当事国の義務も、国際テロ関係諸条約におけると同様
に、含み得る。普遍的管轄権、または少なくともすべての締約国間の越境的管轄権（関係国
間の普遍的管轄権）の問題は、検討されるべきである。

３）条約目的の促進；核兵器よる威嚇又は核兵器の使用への非協力
条文案：
　「締約国は、すべての国によるこの条約への参加を得ることを目標として、この条約の締約
国でない国に対し、この条約を批准し、受諾し、承認し、又はこれに加入するよう奨励する

（encourage）。
締約国は、この条約が定める規範を促進する（promote）ものとし、この条約の締約国で

ない国が核兵器の保有、使用または使用の威嚇を抑制するよう最善の努力を払う。
締約国は、自国のためにこの条約の締約国でない国による核兵器の使用または使用の威嚇

を要請しないこと、およびこれらを受諾しないこと、並びに核兵器の使用および使用の威嚇
につき、直接若しくは間接に、奨励し若しくは許可し（encouraging or authorizing）ないこ
とを約束する。」

註釈：最初の２文はクラスター弾条約21条１項および２項に基づく。第３文はトラテロルコ
条約１条２項から部分的に引用した。即ち「締約国は、また、核兵器の実験、使用、製造、
生産、所有若しくは管理に直接若しくは間接に関与し、これらを奨励し若しくは許可し、ま
たは方法のいかんを問わずこれらに参加することを慎むことを約束する」（下線付加）と。こ
の規定は、締約国は、自身は核兵器による威嚇または核兵器の使用に参加しないが、非締約
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国によるかかる手段による防衛にも依存してはならないことをきわめて明白にしている。

４）核兵器保有国の条約参加に関する規定
条文案：「核兵器を保有する国は、法的に拘束力を有し、期限を設けた、検証可能でかつ不可
逆に自国の核軍備を全廃する義務を約束する場合に、この条約に[参加]する資格を有する。」

註釈：おそらくこの禁止条約は、前文案（3）で提案したように、核軍縮に関する包括的協定
へのひとつの措置となろう。この包括的協定の交渉に、一部またはすべての核武装国が参加
する。しかし、ひとつ以上の核武装国がこの禁止条約への参加を決定する可能性を明示的に
規定すべきである。その義務、計画およびスケジュールは、何らかの形で、禁止条約の構成
国または条約機関により是認される必要があろう。ある種の条約規定の適用は、この計画が
実施される間は停止される必要があろう。このすべては条約での文言の調整を要する。

５）管理機構
条文案：「[事務局]を設置する。その任務には以下のものが含まれる：条約及びその目的の促
進、締約国会合の準備、義務履行に関する締約国に対する援助（国内措置を含む。）、市民社
会の関与の確保を伴う核軍縮に関する研究および議論の醸成、核兵器の保有若しくは核兵器
への依存を終了した国による条約に対する加入の促進。

註釈：望ましいとされる場合には、より野心的なアプローチとして、例えば、データの報告
および検証またはかかる任務の調整にまで広げることが可能だろう。管理機関の範囲がいか
なるものであれ、「条約及びその目的の促進」――この目的の一つは核兵器のない世界の達成
と維持である――は、やや革新的だが、先行行動的措置を含み得る。こうした場合、締約国
の検討会合は、生じつつある事態の展開につき立場を採択しイニシャチブをとり、管理機関
に対してその立場とイニシャチブを適切な国連機関、NPT会合または特定国に対して示すよ
う指示することができるだろう。

６）現行国際法の義務
条文案：「この条約のいかなる規定も、国際法、特に核兵器の不拡散に関する条約、地域的非
核兵器地帯条約、包括的核実験禁止条約その他の核兵器に関する法文書、ならびに国際人道
法に基づく締約国の義務を、方法のいかんを問わず、限定しまたは軽減しない。」

註釈：この規定は、禁止条約はNPTを根底から損なうとの一般的な異論があることから、と
りわけ必要とされる。
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禁止と前文：追加のコメント
IALANA による提出　作業文書３７（A/CONF.229/2017/NGO/WP.37

2017 年 6 月 14 日付 
原文出典： https://s3.amazonaws.com/unoda-web/wp-content/uploads/2017/06/

A-CONF.229-2017-NGO-WP.37.pdf
（JALANA 仮訳）
〔〕は訳者による

国際反核法律家協会（IALANA）は作業文書「核兵器禁止条約のいくつかの要素」を 2017
年３月の交渉の第１週に先立って提出した1。本文書2において、IALANA は、禁止と前文3に
関して、とりわけ５月 22 日に議長が出した条約案4を踏まえ、追加のコメントを論じる。

禁止
１）核兵器の使用の威嚇
１.　核兵器の使用の威嚇の禁止を条約案に明記された禁止項目に加えることは、以下の理由
から非常に重要である。

•	 核武装国が本条約に加盟し、時間制限のある軍縮義務を負う場合又は条約上の義務を
具体化した軍縮議定書を結ぶ場合、この軍縮期間いかなる使用の威嚇も明示的に禁止
されるべきである。

•	 本条約は、締約国はいかなる様態によるかを問わず自己の防衛のために非締約国によ
る核兵器の使用の威嚇に依存してはならないことを完全に明らかにしておくべきであ
る。威嚇の禁止を含めることは、いずれかの者に対して条約で禁止されている活動を
行うことの奨励又は勧誘の禁止5とともに、この目的に資するであろう。確かに、禁止
されている活動、とりわけ核兵器の使用を、いずれかの者に対して奨励することの禁
止は、締約国が非締約国による「拡大核抑止」及び特定の威嚇に依存することを禁止
することになろう。しかし、この点は本条約に威嚇の禁止を盛り込むことにより強調
されるであろう。

•	 本条約は、適切と考えられるならば核兵器使用に備える安全保障政策を含め、核兵器の
使用の威嚇の禁止を盛り込むことで、「核抑止」の非正当化に直接的に貢献すべきである。

1  A/CONF.229/2017/NGO/WP.12. 長 い バ ー ジ ョ ン は 以 下 http://lcnp.org/pubs/2017/IALANA/IALANA%20
Discussion%20Paper%201.0final.pdf。〔日本語訳は本誌 66 頁以下に掲載〕
2  作成に寄与した者：John Burroughs, Roger Clark, Dieter Deiseroth, Beverly Delong, Andrew Lichterman, Daniel 
Rietiker, Jürgen Scheffran （International Network of Engineers and Scientists for Global Responsibility）, Phon 
vanden Biesen, Alyn Ware, Peter Weiss, 山田寿則
3  IALANA は別個に核武装国、積極的義務、制度問題及び最終条項に関する作業文書を提出している。〔作業文書
38、日本語訳は本誌 77 頁以下に掲載〕
4  A/CONF.229/2017/CRP.1  
5  条約案第 1 条 1 項（f）
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２.　核兵器の使用の禁止と同様に、核兵器の威嚇の禁止を含めることは、現行法を適用、強化、
具体化することになるであろう。国連憲章は侵略的又は国際連合の目的に反する武力による
威嚇を禁止している6。ジュネーブ諸条約第1議定書は「生存者を残さない」と威嚇すること
を禁止しており7、「文民たる住民の間に恐怖を広めることを主たる目的とする暴力行為又は
暴力による威嚇」を禁止している8。国際司法裁判所（ICJ）はその勧告的意見においてこの
条約法上のギャップを埋めた。すなわち、合法であるためには、自衛における武力の威嚇は、
必要性と均衡性の一般的要件を満たす武力の行使の威嚇でなければならないとし9、後者（均
衡性）は国際人道法（IHL）の順守をも要求する10。また、ICJは、国際人道法に違反する行
為の威嚇は違法であると述べた11。したがって、現行法はいかなる場合（侵略、自衛、武力紛
争中における特定の作戦及び状況）における威嚇にも適用されるが、その適用は複雑で、国
連憲章及び国際人道法諸条約の中で包括的には詳述されていない。したがって、本条約に核
兵器の威嚇の禁止を盛り込むことは、現行法の下での威嚇の違法性を確認し（それは前文に
おいても宣言されるべきだが）、明確にする点で望ましい。

３.　特定の状況における特定の威嚇を伴わない核抑止ドクトリンは、核兵器を使用するとの
威嚇の禁止に該当するのかという疑問が浮上しうる。その疑問はICJの意見を参照することで
完全には解決されない12。IALANAの見解では、核抑止は、その中核において、ある状況が
生じれば核兵器が使用されるという現在進行している、かつ永続的な威嚇である。核抑止は
抽象的な問題ではなく、また、単なる核兵器の保有だけが問題ではない。つまり、配備とド
クトリンに具現化され、配備された核戦力を支える費用とインフラに具現化されている具体
的かつ精巧な軍事態勢である。にもかかわらず、この疑問が威嚇の禁止を含めることに障害
となるならば、核兵器の使用を定める安全保障ドクトリンへの言及を付加することができる。

6  国連憲章第２条 4 項「すべての加盟国は、その国際関係において、武力よる威嚇又は武力の行使を、いかなる国
の領土保全又は政治的独立に対するものも、また、国際連合の目的と両立しない他のいかなる方法によるものも慎ま
なければならない」。第 51 条は威嚇には言及していない。関連の部分で「この憲章のいかなる規定も、国際連合加盟
国に対して武力攻撃が発生した場合には、（中略）個別的又は集団的自衛の固有の権利を害するものではない」と定
めている。
7  第 1 議定書第 40 条「生存者を残さないよう命令すること、そのような命令で敵を威嚇すること又はそのような方
針で敵対行為を行うことは、禁止する」。
8  第 1 議定書第 51 条 2 項。
9  Legality of the Threat or Use of Nuclear Weapons, Advisory Opinion, I.C.J. Reports 1996, p.226（以下、核兵器勧
告的意見と称する）, 48 項。
10  核兵器勧告的意見、42 項。
11  核兵器勧告的意見、78 項。
12  以下比較されたい。核兵器勧告的意見 67 項「裁判所はここで、『抑止政策』として知られている慣行に関し判断
を下すつもりはない」。48 項「一部の国は、核兵器を保有することそのものが、違法な武力行使の威嚇であると述べた。
核兵器を保有していることは、なるほど、それを使用する用意があるという推測を正当化することもある。核兵器の
保有国またはその傘の下にいる国は、抑止政策によって、相手が侵略しても何のためにもならないことを示すことで
軍事的侵略を思い止まらせようとするが、その政策が効果的であるためには、核兵器を使用する意図が本物と思われ
なくてはならない。これが第 2 条 4 項に反する『威嚇』であるかどうかは、想定されている武力の使用が、ある国の
領土保全または政治的独立に対して向けられているのか、それとも国連の目的に反するものなのか、または自衛の手
段として意図されている場合において、必要性と均衡性の原則に必然的に違反するかどうか、にかかっている。これ
らの状況のいずれにおいても、武力の行使および武力による威嚇は、憲章の法の下で違法となる」。
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たとえば、締約国が核兵器の使用を定める安全保障ドクトリンを含め決して核兵器を使用す
るとの威嚇を行わないと約束してもよいし、又は別の条項で核兵器の使用を定める安全保障
ドクトリンを採用することを禁止してもよい。

４.　本条約は、非締約国およびその民衆を含め全世界の規範水準をいくらか強化発展させる
ことに寄与するだろう。それは、条約による規範の法典化を通じて、より一層核兵器を汚名
化することを目的としている。それを効果的にするために、本条約は直接的に核抑止の非正
当化に寄与するべきである。核抑止が防衛手段であり平和と安全を保障する手段とされて影
響力をもつ限り、核兵器の廃絶は不可能であろう。したがって、核兵器の使用の威嚇、及び
適切と考えられるならば核兵器使用を定める安全保障ドクトリンの明示的な禁止を盛り込む
ことは、完全核軍縮の達成を早めるであろう。

５．最後に、威嚇は既存の生物、化学兵器、地雷及びクラスター弾を禁止し廃絶する諸条約
では禁止されていない。しかしながら、それらの兵器の使用の威嚇は軍事・安全保障態勢の
中心にあるとは言えない。なぜなら生物（兵器）抑止ドクトリンとか化学（兵器）抑止ドク
トリンといったものは存在しないからである。

２）核兵器の使用の準備
６.　化学兵器禁止条約は、「化学兵器を使用するための軍事的な準備活動を行うこと」を禁
止している。モデル核兵器条約は「核兵器を使用するための軍事的なまたはその他の準備活
動を行うこと」の禁止を提案している13。核兵器禁止条約において同様の禁止を含めることは
重要である（条文案は含めていない）。かかる禁止は、本条約の締約国はいかなる様態による
かを問わず、非締約国による核兵器の使用の準備に寄与してはならないことを明晰にするで
あろう。加えて、本条約に参加し時間制限のある軍縮義務を負う核武装国の活動に関し、或
いは条約上の義務を具体化した軍縮議定書の当事国となる核武装国の活動に関して明確さを
提供するであろう。それはまた条約外の国の核抑止態勢の非正当性をも強化するであろう。

３）研究及び設計
７.　本条文案が核兵器の開発と実験の双方を禁止していることは大いに有益である。しかし
ながら、近年の非核兵器地帯条約（ペリンダバ及び中央アジア）とは異なり研究は禁止して
いない。「研究」とは広い意味をもつが、「研究、設計、開発、生産…」を行わないことを約
束するという文脈の中であれば、研究の意味内容は限定されるであろう14。ここに示したよう
に追加できる用語は「設計」である。研究と設計はおそらく開発の禁止に当てはまるであろ

13  モデル核兵器条約第 1 条 A1 項ｂ（強調あり）　http://inesap.org/sites/default/files/inesap_old/mNWC_2007_
Unversion_English_N0821377.pdf　

〔なお、日本語訳は当協会 HP（http://www.hankaku-j.org/data/hoka/MNWC_2007.pdf）で閲覧可。〕
14  条約案第 1 条 1 項（a）参照。モデル核兵器条約（MNWC）は「核兵器研究」を次のように定義している。「核
兵器の理解、開発、改良、実験、生産、配備または使用を目指して、主として、現象や観測できる事実について一
般に知られている情報を超える新しい知識を獲得するためになされる実験的または理論的作業」（第 2 条 F52 項）。
MNWC はそのように定義された核兵器研究の少なくとも資金提供の禁止を含めている（第 1 条 A1 項 g）。
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うが、この事項は明確であることが望ましい。レーザー融合実験、流体力学実験（hydrodynamic 
testing）、未臨界爆発、コンピューター・シミュレーションといったように、ある実弾頭の生
産に至る設計工学に直接関係するにせよしないにせよ、いずれもそのような作業の基礎を提
供する知識に寄与する活動がたくさん存在する。研究及び設計の禁止は、そのような活動が
許容されないことを明確にするのに役立つだろう。同時に、文脈の中で、それらは軍縮の検
証に関する研究や核兵器の効果に対する通常兵器システムの強化といったような非核軍事問
題の研究までは禁止することにならないだろう。爆発をともなわない実験や試験的な活動及
びシミュレーションの禁止もまた検討されよう。

４）通過及び融資
８．IALANAは通過と融資の禁止を含めることを支持する。それらは条約外の国による核兵
器依存を制限しそれに対抗する点で重要であろう。それらはまた本条約のすべての締約国が
条約の目的のために取り組んでいることを具体的に示す手段でもある。

前文
９．本条約案の前文は保持されるべきいくつかの本質的な要素をとらえている。中でも
IALANAは特に以下に関する条項を評価する。核兵器使用の壊滅的な帰結、ヒバクシャ及び
実験（生産にも言及することが可能）により影響を受ける者の苦しみ、国際人道法の諸原則（こ
の条項は修正が必要であるが）、核兵器使用の違法性、この条約がその対象としていない場合
に関するマルテンス条項、諸国の軍備から核兵器及びその運搬手段の除去に関するさらなる
効果的措置（NPT前文の要素に基づく）

15

、全面的かつ完全な核軍縮の目標、核軍縮交渉を遂
行し完結させる義務、並びにヒバクシャの声をはじめとした公共の良心の役割である。

10．本条約案前文第4段に関して言えば、条約案は文民の保護に関する国際人道法の必須の原
則への言及を不注意にも省いている。特に、区別原則と予防原則は加えられるべきである。
後者は大いに核兵器使用の計画に関係している。同項は以下のような修正が可能である。

国際人道法の諸原則及び諸規則、特に武力紛争の当事者が戦闘の方法及び手段を選ぶ権利
は無制限ではないという原則、紛争当事者は文民たる住民と戦闘員とを常に区別し民用物と
軍事目標とを常に区別しなければならないという原則及びこれに関連する無差別攻撃の禁止、
軍事行動を行うに際しては文民及び民用物を保護するために不断の注意を払うことを要求す
る予防原則並びに戦闘において自然環境を広範、長期的かつ深刻な損害から保護するために
注意が払われなければならないという原則に立脚し16。

11．前文に「国際人道法を尊重し、かつ国際人道法の尊重を確保する国の義務を想起し」と
いう段落を加えるべきである。この原則はジュネーブ諸条約共通第1条に由来し、今日では慣

15  核兵器の運搬システムに関しては IALANA の最初の討議資料 7 頁参照（http://lcnp.org/pubs/2017/IALANA/
IALANA%20Discussion%20Paper%201.0final.pdf）
16  提案の文言はジュネーブ諸条約第 1 議定書第 35 条、48 条、51 条、55 条、及び 57 条に基づいている。
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習的性質を有するとみなされる。それは実際の武力紛争のみならず、たとえば攻撃で使用さ
れる兵器類の査定といった計画又は準備段階にも適用される。さらにそれは、核攻撃が実行
されようがされまいが国際人道法の尊重を否定する核攻撃の威嚇を不利にする。

12.　また、国際人権法の尊重に関する前文の段落を推奨する。例えば「核兵器の使用は基本
的人権とりわけ生命に対する権利を侵害することを認識し」である。核兵器使用の壊滅的帰
結は武力紛争という通常の範囲をはるかに超え、中立国の住民、人々の生活を維持するのに
必要な中立国の自然環境、及び将来世代に悪影響を及ぼす17。このような理由から、国際人道
法のみならず国際人権法への言及はとても適切であり、本条約の目的に関する公衆教育を発
展させる。生命に対する権利は、とりわけ世界人権宣言第3条、市民的及び政治的権利に関す
る国際規約（ICCPR）第6条、米州人権条約第4条によって保護されている。ICCPRの実施機
関である自由権規約人権委員会は、1984年に採択された一般的意見において、「核兵器の設計、
実験、製造、保有及び配備は今日の人類が直面している生命に対する権利への最大の脅威で
あることは明らかである」とした18。

13．IALANAは、条約案前文の核兵器の壊滅的帰結に関する第2段において「気候」の語の
追加を提案する。例えば「人間の生存、環境、気候…に重大な影響を与える」である。これは、
たくさんの都市を廃墟とする大規模な核兵器の連鎖から生じる地球寒冷化とその結果生じる
飢饉といった人道上の影響に関する会議で示された証拠に関係しており、この問題に関する
公衆教育を促進するだろう19。また、「現在及び将来世代の健康」であるべきである。

14．最後に、条約案前文第3段において、IALANAは核兵器の生産への言及を追加すること
を提案する。なぜなら、核兵器を生産するライフサイクル全体の影響は多数の人々に害を及
ぼしてきた。この箇所は「核兵器の使用の被害者（ヒバクシャ）並びに核兵器の実験及び生
産により影響を受ける者の苦しみに留意し」とすることが可能である。

17  IALANA が自由権規約人権委員会（Human Rights Committee）に 2016 年 9 月 7 日提出した“The Right to 
Life and WMD,”参照（http://lcnp.org/pubs/IALANA%202016/Draft_GC_36_Submission_IALANA_FinalRev.pdf）
18  HRC, General Comment No. 14 （Article 6）, Twenty-third session, 1984, UN Doc. HRI/GEN/1/Rev.1 at 18  
http://www.refworld.org/docid/453883f911.html
19  “Securing our Survival”で述べられているように、核兵器は「多くの人類および他の生物種の絶滅、人類の文化
の滅亡、ほとんどの生態系に対する重大な損害、気候の破壊、ならびに長期にわたる地球規模での放射能汚染を引き
起こす可能性を持つ」。
Securing our Survival: The Case for a Nuclear Weapons Convention （IALANA, International Network of Engineers 
and Scientists Against Proliferation, International Physicians for the Prevention of Nuclear War, 2007）, p. 8 （強調
あり）, http://lcnp.org/pubs/2007-securing-our-survival.pdf〔なお、訳書としてメラフ・ダータンほか著（浦田賢治
編訳）『地球の生き残り 解説モデル核兵器条約』日本評論社、2008 年〕
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≪資料≫

核武装国、積極的義務、制度問題及び最終条項：追加のコメント
IALANA による提出　作業文書３８　（A/CONF.229/2017/NGO/WP.38）

2017 年 6 月 14 日付
原文出典：https://s3.amazonaws.com/unoda-web/wp-content/uploads/2017/06/

A-CONF.229-2017-NGO-WP.381.pdf
（JALANA 仮訳）
〔〕は訳者による

　国際反核法律家協会（IALANA）は、作業文書「核兵器禁止条約のいくつかの要素」　1 を、
脱退条項に関する作業文書2とともに、2017年３月の交渉の第1週に先立って提出した。この
作業文書3において、IALANAは、とりわけ５月22日に議長が出した条約案4を踏まえ、核武
装国、積極的義務、制度問題及び最終条項に関する規定について、追加のコメントを論じ
る5。

核武装国に関する規定、保障措置
１．本条約案第４条は、自国の核軍備を廃棄した上で条約に参加する元核武装国が追加の検
証義務を負うことを規定している。議長がノンペーパー〔非公式文書〕で示したものの基本
線に従って要件が義務に盛り込まれるならば、このアプローチは一般的に十分と考えられる。
廃絶の検証は、核兵器設計に関する情報の流出を防ぐために求められる場合を除いて、透明
性をもたなければならないことを特定すべきである。

２．第５条は、非締約国を巻き込む議定書を含め、核軍縮に関する効果的な措置について議
定書の交渉をする点で、抜け目なく柔軟性を備えている。最大で、いくつか又はすべての核
武装国の参加を想定してみれば、そのようなプロセスは、核兵器の不使用、核軍備の廃絶及
び核兵器のない世界のガバナンスについての包括的かつグローバルな合意に結実する可能性
がある。議定書は単独の核武装国の軍縮のみを巻き込むことも可能である。また、その当事
国は、とりわけ核兵器の使用及び使用するとの威嚇の禁止をはじめ本条約の特定の義務（の
大半とすることも可能）を負うと規定することもできる。

1  A/CONF.229/2017/NGO/WP.12. 長 い バ ー ジ ョ ン は 以 下 http://lcnp.org/pubs/2017/IALANA/IALANA%20
Discussion%20Paper%201.0final.pdf。〔日本語訳は本誌 66 頁以下に掲載〕
2  “Withdrawal Clauses in Arms Control Treaties: Some Reflections about a Future Treaty Prohibiting Nuclear 
Weapons,” A/CONF.229/2017/NGO/WP.13
3  作成に寄与した者： John Burroughs, Roger Clark, Dieter Deiseroth, Beverly Delong, Andrew Lichterman, Daniel 
Rietiker, Jürgen Scheffran （International Network of Engineers and Scientists for Global Responsibility）, and Alyn 
Ware
4  A/CONF.229/2017/CRP.1  
5  IALANA は別個に禁止と前文に関する作業文書を提出している。〔日本語訳は、本誌 72 頁以下に掲載〕
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３．核武装国1 ヶ国でもすべてでもその参加の範囲がどうであろうと、議定書は軍縮のプロ
セスを開始し、その結果望ましければ核武装国を本条約第4条の当事者の有資格者とすること
ができる。しかしながら、他の選択肢としては、核武装国が検証され、期限を設けた義務を
担い、義務の（完全）履行に先立って条約に参加することを定める議定書の交渉があること
を詳細につづるべきである。それが明示的に規定されないならば、核武装国が自国の核軍備
を廃棄した後に第4条による場合を除いて本条約に参加する根拠が条約の中になくなるであろ
う。

４．「参加して廃棄」の選択肢は、締約国の異なるカテゴリーがあることを意味するだろう（こ
れは化学兵器禁止条約でも効果的に当てはまる）。それは、軍縮の実施に関する複雑で異論の
多い問題において条約のガバナンス問題に発展し得る。しかし、それにはとても望ましい特
徴がある。つまり、参加する核武装国が軍縮プロセスの間核兵器使用の全面的禁止に拘束さ
れる点で、軍縮完了後に入るよりも望ましいだろう。核兵器の使用の威嚇の禁止が本条約に
含まれるならば、その禁止は参加する核武装国が核兵器を使用するとの威嚇を明示的に禁止
するだろう。それには、現在の「核抑止」政策を構成する報復としての、先制的な又は「損
害限定」のための核使用の威嚇が含まれる。しかしながら、上述のように、核兵器の使用及
び使用の威嚇を含め、条約に最初に又は後から参加した国かは関係なく、軍縮議定書の中に
条約上の義務を編入することも可能である。

５．本条約案第３条および附属書で求められる保障措置はNPTの中で発展したように合意さ
れた最高の水準であるべきである。

積極的義務及び国内実施
６．本条約案第13条は、この条約への参加の普遍性を促進することを締約国に義務付けている。
IALANAは、ここあるいは別の箇所において、本条約で確認された規範を奨励し、本条約の
締約国でない国に対して核兵器の保有、使用、又は使用の威嚇を抑制するよう最善の努力を
払うという締約国の義務の追加を強く求める。その義務はクラスター弾条約第21条２項に基
づいている。それは、少なくとも近いうちにいくつか又はすべての核武装国が条約の締約国
となる可能性が低い状況の下でとても適切である。

７．関連して、IALANAは、核兵器の危険性や核爆発の壊滅的帰結をはじめ軍縮教育に関す
る積極的義務を盛り込むことを支持する。市民社会の役割はかかる義務との関連で強調され
るべきである。例として、「市民社会は核兵器の危険性や核爆発の人道上及び環境上の帰結へ
の認識を高めること、並びに軍縮教育に参加することが奨励される」。

８．人道上の観点から、本条約案第６条のように被害者支援及び環境回復に関する義務を盛
り込むことにつき説得力のある事例が挙げられる。非政府組織（NGO）も義務の内容を練る

6  例えばペース大学（Pace University）による“Humanitarian positive obligations for a Nuclear Weapons Ban 
Treaty”（核兵器禁止条約のための人道上の積極的義務）（A/CONF.229/2017/NGO/WP.22）参照。
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にあたりに魅力的な提案をしてきた6。しかし、影響を受けたグループの（国の）代表が概し
て今のところ交渉に参加しておらず、またロシア、アメリカ、カザフスタンのような国での
既存の広範なプログラムに関わった提唱者や専門家、政治家もおらず、核武装国の代表も参
加していないという懸念がある。１つの可能性としては、一般条項又は前文の要素を盛り込み、
条約の議定書において義務を練る可能性を提供することである。

９．このアプローチは基本的に本条約案にとりこまれているものとみなし、IALANAはここ
に少し基本的なコメントをするにとどめたい。

•	 核兵器の生産の役割が、その実験や使用とともに、人々に害を及ぼし環境を破壊してい
ることは盛り込まれるべきである。例えば、第6条1項の一部分は「核兵器の使用、実験
又は生産により影響を受けた者」とすべきである。同様の変更が第６条２項においても
必要である。

•	 援助を受ける権利は環境上の回復のみならず被害者支援についても明確にしておく必要
がある。

•	 環境上の回復を担う義務についても記述されるべきである。完全には回復できない生産・
実験現場もあり、費用が法外となることなどもあるため、場合によっては「実行可能な
範囲で」という条件を付すことも可能である。

•	 まさに不均衡にも核兵器の実験及び生産の被害者となった先住民に対する特別の責任を
認める必要がある。例えば「先住民など特に健全な環境と手をつけていない土地に頼る
グループの権利及び利益は考慮されるものとする」である。

•	 国際法の下で可能な別段の救済策にこの条約の規定は影響しないことを特定するために、
但書を盛り込むべきである。例えば「本条項は、国際違法行為に対する国の責任の故に
又は人権メカニズムによるなど、国際法の下で利用可能な他の救済措置及びメカニズム
に基づく締約国の権利及び義務に影響するものではない」である。

10．禁止されている活動を防止及び抑止するための適切な国内措置に関する本条約案第７条
２項は、オタワ及びオスロ条約に由来する。しかしながら、義務は「自然人又は法人」によ
る禁止されているいかなる活動にも適用されると特定することでより正確にすることができ
る。

制度問題
11．本条約案は、事務局、履行支援ユニット、機関、その他の条約機関の設立を定めていない。
第２条（申告）及び第９条（締約国会議の招集）の下で国連事務総長に限定的な職務を任命
するのみである。十分かつ安定的な財政支援が保証されるならば、最も望ましいのは条約機
関の設立だろう。条約機関が現在設立されないのであれば、締約国会議で後に設立されるこ
とを条約で特定することが可能である。本条約案において職務を国連事務総長が、それゆえ
国連軍縮部（UNDOA）が担うとされているので、この職務の活動のための十分な財政支援
が何らかの形で提供されるべきである。
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12．IALANAは、条約又は締約国会議によって、追加の職務を国連事務総長又は条約機関に
任命することを要請する。かかる職務は、条約の目的の推進、特により世界へ広めること、
締約国への義務の履行の援助、核軍縮に関する研究及び議論の助長、地理的及び社会的多様
性の拡大に重点を置いた市民社会の参加の促進を含む。

13．公益通報者の保護規定を含めることにつき真剣な検討がなされるべきである。少なくとも、
本条約に対する違反を国連事務総長/条約機関に通報する者は、国連事務総長/条約機関及び
すべての締約国によって保護され、自然人については、恒常的に居住する締約国内でその者
の安全または保安が危険にさらされている場合、すべての締約国において庇護の権利を有す
ると規定されよう7。

14．本条約案第９条３項は、締約国会議は再検討会議（複数）を初回に追加して招集するこ
とを決定することができると規定すべきである。

最終条項
15．本条約案第19条「他の協定との関係」は現在NPTのみに言及している。これでは狭すぎる。
最初の文書においてIALANAは以下のとおり提案した。「この条約のいかなる規定も、国際法、
特に核兵器の不拡散に関する条約、地域的非核兵器地帯条約、包括的核実験禁止条約その他
の核兵器に関する法文書、ならびに国際人道法に基づく締約国の義務を、方法のいかんを問
わず、限定しまたは軽減しない」。これほど拡大しない条項が望ましいならば、単純に「本条
約は、NPT及びその他関連の国際法の規則の下で締約国の権利及び義務に影響しない」とす
ることが可能である。

16．本条約案第18条に示された脱退条項に関して、核兵器に関する根本的な規範を法典化す
る文書においては、そのような条項を全く設けるべきでない強い理由がある。しかしながら、
交渉当事者が脱退条項を含めたいのであれば、IALANAはいくつかの変更を提案する。

•	 脱退の基準を客観的なものにするために、２項の第１文から「（締約国が）認める場合に
は」と「その主権を行使して」という文言を削除し、「締約国は、…異常な事態の場合には、
この条約から脱退する権利を有する」とする。

•	 脱退の通告は、特に必要であれば、締約国会議で検討されるよう規定すべきである。
•	 条文案第18条３項第２文は狭すぎる。なぜならば非国際的武力紛争の事態を対象として

いない。以下のように書き換えられるべきである。「ただし、脱退する締約国が当該３箇
月の期間の満了の時において武力紛争に巻き込まれている場合には、脱退は、武力紛争

7  公益通報者の保護に関するこれらの規定は、モデル核兵器条約第 7 条参照。「社会的検証」についてはとりわけ以
下を参照。
J. Rotblat, J. Steinberger, B. M. Udgaonkar, A Nuclear-weapon-free World: Desirable? Feasible? （Boulder: Westview 
Press, 1993）; “The potential and pitfalls of societal verification,” Development and Disarmament Roundtable, 
Bulletin of the Atomic Scientists, May-June 2013, http://thebulletin.org/potential-and-pitfalls-societal-verification  
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の終了の時まで効力を生じない」。そのような条項は、オタワ条約やオスロ条約も同様に、
とりわけ化学兵器禁止条約に取り入れられている8。

•	 最後に、IALANAは、第３項に次の条項を挿入することを提案する。「この条約からの締
約国の脱退は、国際法の関連規則に基づく義務を引き続き履行することについての国の
義務に何ら影響を及ぼすものではない」。このような条項は他の軍備管理条約においても
取り入れられてきた9。「関連規則」とは、条約法と慣習法、中でもその適用により核兵器
の使用及び使用の威嚇を違法とする条約及び慣習に基づく規則の双方を参照している。

17．加入に関して、発効後にこれを許可する条項が必要である。例えば「この条約は、この
条約に署名していない国による加入のために開放しておく」

10

である。

8  概観するものとして以下を参照。
“Withdrawal Clauses in Arms Control Treaties: Some Reflections about a Future Treaty Prohibiting Nuclear 
Weapons,” submitted by IALANA, A/CONF.229/2017/NGO/WP.13  
9  例えば化学兵器禁止条約第 16 条 3 項、或いはオタワ条約第 20 条 4 項参照。
10  クラスター弾条約第 16 条 2 項参照。

訃報：トニー・デ・ブルム　マーシャル諸島共和国前外務大臣

Dear family of his excellency Mr. Tony de Brum,
  We are so sorry to hear that former RMI Foreign Minister Tony de 
Brum passed away on August 22, 2017.
  His unyielding challenge against nuclear weapons and climate change 
has undoubtedly guided us to a better world. Especially the Nuclear Zero 
Lawsuits brought to the International Court of Justice against nuclear-
armed states encouraged many people in Japan as well as myself, who 
witnessed the mushroom cloud of the 1945 atomic bomb in Hiroshima 
just as he did so at different time and place. Please let me conclude by 
his words: “we vow to fight so that no one else on earth will ever again 
experience these atrocities.”
  Please accept our deepest sympathy.
Takeya Sasaki
President, Japan Association of Lawyers Against Nuclear Arms;
Co-president, International Association of Lawyers Against Nuclear Arms

トニー・デ・ブルム閣下のご家族様
　マーシャル諸島共和国（RMI）のトニー・デ・ブルム前外務大臣が2017年８月22日に亡くなられたとの訃
報に接し、お悔み申し上げます。
　核兵器と気候変動に対する彼の不屈の闘いは疑いなく私たちをよりよい世界に導きました。特に、核武装
国を相手取り国際司法裁判所に持ち込んだ核ゼロ裁判は、日本の多くの人たちを勇気づけました。彼と時間
と場所は異なるが同じように1945年の原爆キノコ雲を広島で見た私自身もその一人です。最後に彼の言葉で
結ばせて下さい。「私たちは、地球上の誰一人としてこの残虐行為をもう二度と経験することのないよう闘
うことを誓います」。
　ご冥福をお祈りします。

日本反核法律家協会会長、国際反核法律家協会会長
佐々木　猛也
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核兵器廃絶に関する法律家による書簡1

核兵器は、これまでつくられた最も破壊的で無差別な兵器でありながら、条約によって禁
止されていない大規模な効果と破壊をもたらす唯一の兵器である。

人々には、誠実で、法によって導かれ、家族、近隣、国、国家間というあらゆる次元の社
会において問題を解決する能力がある。グローバルな協力システムが、人権と環境の保護、
気候変動の防止、特定兵器の禁止などのために構築されている。これらの技術・能力が、い
まこそ、次の明らかなステップ、核兵器の禁止と廃絶に用いられねばならない。

私たちは、法律家として、核兵器の廃絶は、核不拡散条約第６条に規定され、1946 年の国
連総会のまさに第１号決議に遡る国連の実行に基礎づけられている国際法義務により要請さ
れていることを強調する。1996 年、国際司法裁判所は全員一致で「厳重かつ効果的な国際管
理の下におけるあらゆる点での核軍縮に至る交渉を誠実に追求し、かつ完結させる義務が存
在する」と結論した。この義務は無条件かつ普遍的である。

また、私たちは、核兵器の使用が戦闘行為を規律する国際人道法に現在では両立不可能で
あることを強調する。就中、核兵器はその制御不能な爆風、熱線、火災、放射能の効果によ
り、文民たる住民と戦闘員、民用物と軍事目標を区別すべしとの要件を満たすことができな
い。実際、核兵器使用の壊滅的な帰結は、武力紛争の通常の境界をはるかに超え、中立国の
住民、人間生活を維持するに必要な自然環境および将来の世代に悪影響を及ぼす。したがって、
核兵器使用はまた、国際人権法を、もっとも中心的な生命の権利を侵害する。ある武力行使
が国連憲章または人道法において違法であるなら、かかる武力行使の威嚇もまた違法である。
しかし、核武装国はこれら明白な真実を認めることを拒否し、このゆえに、核兵器の使用お
よび核兵器の使用の威嚇の違法性を地球規模の禁止として法典化する必要を否定している。

1947 年、アルバート・アインシュタインを含む原子力科学者の危機管理委員会は、「原子
力の放出により、私たちの世代は、先史時代の人類による火の発見以来最も革命的な力を世
界にもたらした。この宇宙の基本の力は、偏狭な国家主義という時代遅れの観念には適合し
えない。」と警告した。だがこんにち、私たちは、この焼夷性の高い組合せに再び直面している。

進行中の高まりつつある地球の危機に直面し、二分された世界をもはや受け入れないとし
て、今年、約 130 もの国々が、核兵器を禁止し、その廃絶に至る条約を交渉するために国連

1  この書簡は国際反核法律家協会（IALANA）が世界各国の弁護士、法学者、裁判官、法学部生らの賛同署名を集
め、2017 年 6 月 22 日、核兵器禁止条約の交渉会議に合わせて国連で発表した。IALANA のホームページでは書簡
の英語、フランス語、日本語、ドイツ語、スペイン語、ロシア語の各バージョンが閲覧でき、署名者も公開している。
https://www.ialana.info/lawyers-letter/
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に集っている。核武装国とその密接な同盟諸国は参加を拒否した。それでも、核兵器禁止条
約の努力は、核兵器を禁止する規範の重要な確認となる。

私たちは、すべての諸国に対して、交渉に参加し、採択されたなら条約に参加するよう呼
びかける。核兵器のない世界の達成と恒久的な維持についての包括的な協定交渉に向けての
主要な一歩となるだろう。私たちはまた、次のような既知の措置実施を求める。すなわち、
ベルギー、ドイツ、イタリア、オランダ、トルコが米国の核爆弾を配備する核シェアリング
を含む、核の危険性の低減と核軍縮の促進、中国、インド、パキスタンおよび米国を含む躊
躇国による包括的核実験禁止条約の批准と発効である。

核兵器の廃絶は、1945 年の原爆被爆者、そしてすべての過去の世代と将来の世代に対して
現在の世代が負う責任なのである。

2017 年６月

国連にて公開書簡を発表するジョン・バロース氏
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ニューヨーク国連本部
トピック３「制度上の取り決め」

2017 年３月 31 日
核兵器廃絶日本ＮＧＯ連絡会の発言

川崎　哲（ピースボート）

議長、各国代表の皆さま
核兵器廃絶日本ＮＧＯ連絡会を代表して発言します。核兵器廃絶日本ＮＧＯ連絡会は、市

民社会の世論を喚起し、政府との対話を促進し、核兵器廃絶国際キャンペーン（ＩＣＡＮ）
などの国際的運動と連携を深めてきました。

被爆者や日本の多くの市民の思いに反して、日本は未だに核兵器に依存する安全保障政策
をとり続けています。日本政府は、核依存国としては数少ない国の一つとして、この議場に
代表を派遣し発言しました。

しかし日本政府はそのなかで、核兵器国が参加しない条約には実効性がないとか、核兵器
国と非核兵器国の分断を深めるとして、この会議の目的であるところの核兵器禁止条約の交
渉には参加できないと述べました。これは、深刻な責任放棄です。

多くの核兵器国や核依存国の参加が直ちには望めないからといって、条約に意味がないと
断定するのは誤りです。むしろ、核兵器国や核依存国が今後この条約に参加していけるよう
なメカニズムを作ることが重要です。それが、この条約の制度的取り決めにおける重要な課
題です。核兵器国や核依存国がこの条約にどのような形で参加できるのか、その条件の明確
化が検討されるべきです。

条約が成立したあとは、締約国を拡大し、早期に発効させる必要があります。この過程の
中で核兵器国や核依存国を関与させていくことが重要であり、そのためのメカニズムを今か
ら設計していかなければなりません。そして、この過程においても、市民社会はこれまでと
同様に貢献する用意があります。核兵器の非人道性についての認識を広めていくことが、締
約国の拡大と条約の普遍化に資するはずです。

日本を含む核依存国グループは、ブロック積み上げ方式による漸進的アプローチを掲げて
います。たしかに、一つ一つのブロックといわれる核軍縮や検証に関わる実際的措置は、い
ずれも重要なものです。核兵器禁止条約は、これら多くの措置を議定書などの形でプログラ
ムとして取り入れることができます。核兵器禁止条約の策定を「最終ブロック」の段階まで
待たなければいけないという主張は、合理的ではありません。

核依存国は、「核兵器のない世界」に本当にコミットしているのであれば、条約交渉をボイ
コットするのではなく、自ら行ってきた核軍縮措置を条約策定に生かすという立場から、交
渉に参加すべきです。このような観点から、この３月会期には参加しなかった全ての国に対
して、６～７月の会期には参加し、自らの責任を果たすことを求めます。

最後に、核兵器禁止条約がノー・モア・ヒバクシャという訴えを明確に記し、世界中の核
被害者の被害と彼らへの謝意を明記し、被害の実相のさらなる探究と普及を定めるものにな
る必要があることをくり返して、発言を終わります。

ありがとうございました。
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「核兵器禁止条約」の採択に関する会長声明

2017 年（平成 29 年）７月 10 日
日本弁護士連合会

　会長　中本　和洋

本年７月７日（日本時間７日深夜）、ニューヨーク国連本部の条約交渉会議にて核兵器禁止
条約が採択された。投票参加国 124 カ国のうち、賛成 122、反対１、棄権１の圧倒的多数の
賛成によるものである。

当連合会は、本年３月 27 日から始まった「核兵器のない世界」を国際法規範として確立す
ることを目的とする史上初の本国連会議に注目し、６月６日付けで「『核兵器禁止条約』の早
期実現を求める会長声明」を発表するとともに、ＮＧＯとして参加し、同国連会議の第二会
期中の６月 19 日には、 当連合会の代表が発言を行った。

当連合会が 1954 年の第５回定期総会において、「原子力の国際管理、平和利用、原子兵器
の製造、使用、実験禁止に関する宣言」を行い、1978 年には当連合会独自の「核兵器使用禁
止条約案」を発表し、当時のワルトハイム国連事務総長に提出するなど、核兵器禁止条約締
結を求めてきた歴史を振り返るとき、今回の条約採択については、当連合会としても、高く
評価し、心から歓迎する。

採択された条約には、以下のとおり、これまで当連合会が繰り返し述べてきたことが明確
に取り上げられている。
１　核兵器の完全な廃絶こそ、核兵器が再び使用されない唯一の方法であるとして（前文第
２段）、核兵器の使用がもたらす「壊滅的な結果に対して、人類は適切に対処できない上、そ
の影響は国境を越え、人類の生存、環境、社会経済的な発展、世界経済、食料の安全及び現
在と将来の世代の健康に重大な影響を与え、しかも、電離放射線の影響を含めて女性及び少
女の健康に対し均衡を失する悪影響を及ぼす」（前文第４段）とし、その使用は、「武力紛争
に適用される国際法の規則、特に国際人道法の原則及び規則に違反する」（前文第10段）こと
を確認したことは、これまでの当連合会の意見と一致するものである。

２　加えて、締約国に課される法的義務としての核兵器その他核爆発装置についての禁止行
為（第１条）として、「使用」だけでなく「使用の威嚇」を加えたこと、他に「開発、実験、
生産、製造、その他の方法による取得・保有・貯蔵」、更には「移譲、直接・間接の受領、禁
止行為の援助・奨励・勧誘、配置・配備・設置の許可」を含めて、これら全てを禁止したこ
とは画期的である。

３　また、被爆者の声を受け入れ、「核兵器の使用又は実験によって影響を受けた自国の管轄
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下にある個人について、適用可能な国際人道法及び国際人権法に従い、医療をはじめリハビ
リテーションや心理的な支援を含めて、年齢及び性別に配慮した援助を適切に提供し、社会
的・経済的に社会に包摂されるようにする」ことを締約国の義務とし（第６条第１項）、さら
に、採択に当たり、「過去に核兵器またはその爆発装置の使用を行った締約国は、犠牲者の援
助のために、影響を与えた他の締約国に対し、十分な援助を行う責任を有する」ことを定め
たこと（第７条第６項）の意義も大きい。

当連合会は、1950 年の第１回定期総会において、「地上から戦争の害悪を根絶し、平和な
世界の実現を期する」と宣言して以降、繰り返し核兵器の廃絶や被爆者の援護を求め、世界
の諸国間で核兵器禁止条約が締結されるよう提言してきた。

その立場からすれば、当面は締約国間の法的義務を定める本条約が、「締約国会議及び検討
会議に、条約の締約国ではない国及び国際連合その他関連する国際機関、地域的機関、赤十
字国際委員会、国際赤十字・赤新月社連盟、関連する非政府機関をオブザーバーとして出席
するよう招請する」（第８条第５項）としたことは、今後の核兵器禁止条約の国際的な広がり
と市民社会の世論形成にとって有益であると評価する。

また、このことは、日本政府が、原子爆弾の投下による被害を受けた唯一の被爆国として、
積極的な役割を果たす礎となることを期待するものである。
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肥田舜太郎先生が、３月 20 日、肺炎のため
亡くなられた。享年 100 歳であった。本当に惜
しい人をなくしたと思う。伊藤直子さん、池田
眞規先生、に引き続いての訃報である。私は、
2011 年秋、伊藤さん、池田先生、肥田先生と四
人で、熱海に泊まって楽しいと時間を過ごした
ことがあった。あの時はみんな元気だったのに
と懐かしく思い出す。

私は、１月 29 日、先生の百寿の会を兼ねた
埼玉の被爆者団体である「しらさぎ会」の新年
会に参加していた。その時の感想を自由法曹団
通信に寄稿しておいた。次のとおりである。

百歳は通過点 ! !
先日、肥田舜太郎先生の百寿の祝いに、事務

所の村山志穂弁護士と参加してきた。肥田先生
は、軍医をしていた 28 歳の時、広島で被爆し
ている。極度の貧血などに苦しめられたことも
あるけれど、戦後一貫して、被爆者の治療と、
核兵器廃絶のために、たたかってきた人で
ある。その超人的な奮闘に畏敬の念を抱い
ている私は、「先生は化け物ですね」と言っ
たことがあったけれど、先生は「僕は化け

物じゃないよ」と笑って受け流されてし
まった。

埼玉県の被爆者の会である「しらさぎ会」の
メンバーからピンクの羽織と帽子を送られた先
生は、「私にとって百歳は通過点に過ぎない。被
爆者は百五歳、百十歳と長生きをする必要があ
る。皆さんも自分の命を大事に、目標に向かっ
ていっぱい花を咲かせてください。」と呼び掛
けていた。98 歳になる堀田シズエさんは、「肥
田先生に勇気をもらった。私も百歳まで生きる。
一緒に歩いてきた被爆者はどんどん少なくなっ
ていくけど、最後の一人になるまでに核廃絶を
実現したい。」とスピーチしていた。肥田先生や
被爆者にとって核廃絶は「私たちの使命」なの
である。

百歳になった肥田先生は、私の父と同じ 1917
年（大正６年）の生まれである。私の父は 83 歳
で他界しているけれど、先生は使命を語り、お
酒をたしなみ、カラオケをやるのである。30 年
後、私も生きていれば百歳になる。その時、私
は何をしているのだろうか。私はどんな使命感
を持っているのだろうか。酒は飲めるのだろう
か。カラオケはどうだろうか。

ところで、「草
そうもくこくどしっかいじょうぶつ

木国土悉皆成仏」という言葉
がある。梅原猛先生によれば、鎌倉仏教の前提
となった日本思想の本質であるという。その梅
原先生は、「自然を破壊して多くの生物を殺した
人間が、人間同士の殺し合いである戦争を行う
のは必然的であったと考える。そして殺人兵器
の技術が進歩し、ついに原爆、水爆の開発に至っ
た。そのような人間の運命を変えなければなら

追悼　肥田舜太郎　先生

日本反核法律家協会　事務局長
弁護士　　大久保　賢一

写真左：故　肥田舜太郎先生
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ないと私は思う。」と言っている。そして、この「草
木国土悉皆成仏」の理念は新しい人類の理想に
なるべきだという。しかしこれは序論であって、
西洋哲学を厳しく批判する本論を完成するまで
には、まだ十年ほどの時間が必要である。十年
たつと百歳を超えることになるが、少なくとも
百歳までは生きて、新しい哲学を創らなければ
ならないと思っているという（学士会報№ 919・
随想「人類哲学の使命」）。ここでも「核と人類
は共存できない」という思想が共有されている
のである。

私は、この梅原先生の提案を新しい人類の理
想にふさわしいかどうかについてにわかに同意
することはできないけれど、1925 年（大正 14 年）
生まれの梅原先生が、核時代を迎えてしまった
人間の運命を変えるために、少なくとも百歳ま
では生きて、新しい哲学を創り出すことを使命
としている姿勢には、心からの敬意を覚えるの
である。

私は 70 歳になったけれど、村山志穂はまだ
その半分である。二人とも、肥田先生や梅原先
生の年までは時間が残されている（私と村山を
同列に置くのはいかがかと思うけれど、行論上
の成り行きなので大目に見てほしい）。

私たちは、何を使命とするのか。核兵器廃絶
のために何ができるのか。30 年後もまだ同じ使
命を抱えているようなことだけはしたくないと
思う。私は、「核兵器問題は、外交問題のあれこ
れの一部分ではなく人類にとっての死活的な緊
急・中心課題である」（日本共産党 27 回大会決
議）という時代認識を共有しながら、「核兵器禁
止条約」の実現のために尽力したいと思う。（2017
年２月９日記）

この文章は、２月９日に書かれているので、
それから１カ月と 10 日余りで、肥田先生の訃
報に接したのである。もちろん、私は、肥田先
生が亡くなるなどということを予測などしてい
ない。当時、国連では、核兵器の廃絶を展望し

て、核兵器を禁止する法的枠組みに関する交渉
が始まろうとしていた。核兵器使用の非人道性
に着目して、核兵器国や依存国の反対にもかか
わらず、「核兵器のない世界」に向けて「核兵器
禁止条約」を制定しようという試みである。私
は、日本反核法律家協会にとどまらず、日本弁
護士連合会（日弁連）にも、主体的に関与して
ほしいと考え、新倉修弁護士や森一恵弁護士に、
ニューヨークに行ってもらう準備をしていた。
そして、日弁連は、和田光弘副会長を国連に派
遣し、会議で発言する機会を得た。

この「核兵器禁止条約」制定の試みは、７月
７日、122 カ国の賛成（反対１、棄権１）で採
択されるという形で、実を結んでいる。核兵器
は、単に、非人道的、非道徳的というにとどま
らず、違法な兵器であることが確認されたので
ある。もちろん、「核兵器のない世界」は、核兵
器国が核兵器を廃絶しなければ実現しない。現
状で、彼らは核兵器を放棄するなどということ
は毛頭考えていない。むしろ、核兵器禁止条約
には冷たい視線を向けているのである。

けれども、彼らの反発が強ければ強いほど、
この条約の存在意義は大きいのである。伊藤さ
んも、池田先生も、肥田先生も、この条約が採
択されたことを知れば、大歓迎するであろう。
私は、この三人と、この条約ができたことを喜
び合いたかった。

そして、この三人が生きていれば、きっと、
こう言うであろう。この条約ができたからと
いって、自働的に「核兵器のない世界」が訪れ
るわけではない。日本政府や核兵器国の姿勢を
改めるたたかいは残っているのだ。条約に魂を
吹き込め、と。

（2017 年７月 23 日記）

写真中央：故　肥田先生、右：村山弁護士
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◆プレ「偲ぶ会」には…
池田眞規弁護士・日本反核法律家協会前

会長が物故されて半年余り経った 2017 年
６月１日。東京・四谷のあるお店に、故池
田前会長とご縁のあった人たち、凡そ 40
名が集まりました。会場となったのは、旧
名「厨房　出島」。そう、当協会の理事会
や核フォーラムなどを行った後、議論の勢
いそのままに、池田前会長を先頭にくりだ
した、思い出の場所。参加者には、故人の
略歴や「偲ぶ会」の案内状を差し上げた人
から寄せられたメッセージなどを記したし
おりが配られました。
「偲ぶ会」冒頭、大久保弁護士・当会事

務局長は、今回の集まりを“プレ”企画と
して、ちょうど池田前会長の１周忌にあた
る 11 月に、池田前会長が生前発表された
論文や遺稿をまとめた追悼著作集の出版記
念レセプションを兼ねた追悼行事を予定し
ているので、その成功のために広くご支援・
ご協力をお願いしたいと呼びかけ、核兵器
禁止条約採択を目前に控え、池田前会長の
思いをぜひ受け継いでいきたい、と決意を
語りました。

続いて、遺族を代表してご息女の池田み
ゆきさんからは、故人の在りし日の姿が語
られました。大病を患い、自宅で仕事をす
るようになってからも早朝から深夜までパ
ソコンに向かっていたこと。玉川上水など
近くの散歩を楽しみにしていたこと。治療
法が真逆となる心臓疾患と腎臓疾患の両方

を抱えて、微妙なバランスをとりながらの
薬物療法を続けていたこと。亡くなる 1 か
月半ほど前、高熱を発し救急搬送されその
まま入院、いったんは持ち直したものの、
11 月 13 日早朝に容態が悪化し、甥御さん・
姪御さんの訪問に嬉し気な顔をしながら、
しばらくして「しっかりと３回呼吸をし、
３度目の息を吸うと、そのまま息を吐くこ
となく、午後４時６分、息を引き取りまし
た。」

最後まで生きるためのたたかいを貫いた
故人のありようが参加者の胸に響きまし
た。

そして岩佐幹三日本被団協代表委員の献
杯、丸山重威氏による故人の経歴紹介と続
き、その後は、当会理事の安原幸彦弁護士・
田部知江子弁護士両名の進行で、参加者か
らは次々と故人の思い出、エピソードが溢
れんばかりに綴られていきました。池田前
会長の織り成してきた波乱万丈の物語に参
加者は笑ったり肯いたり。多くの人が共通
して語ったのは、故人がかかわってきた
数々のたたかいの中で、百里基地訴訟の原
告農民、原爆症認定訴訟の被爆者、来日し
た海外ゲスト、彼らととことん「付き合う」
人であったということ。余人に決してまね
できない、池田前会長にしかできないやり
方で。

その姿を目の当たりにすると、故人から
誘われれば断れない。故人の薫陶を受け、
故人が切り拓いた新たな運動に惹きつけら

池田眞規前会長プレ「偲ぶ会」報告と
追悼著作集出版記念会に向けて

日本反核法律家協会
事務局　　田中　恭子
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れ、自分の生き方に大きな影響を受けた、
と多くの人が話していました。長きにわた
り池田前会長と苦楽を共にしてきた世代も
春秋に富む世代も、異口同音に故人の「夢
を追い続ける」、「夢を喰って生きる」姿勢
への共感を口にしました。故人の思いが世
代を超えてしっかり伝わっていることが、
確かな実感として残るプレ「偲ぶ会」でし
た。そして、ご息女と一緒に参加されてい
た奥様の池田ゆきさんは最後に、「いろい
ろなことが思い出されました。いろいろな
お話を聴かせていただきまして、有難うご
ざいました」と。故人も天国でほっと胸を
なでおろしておられたのではないかと思い
ます。

◆核兵器禁止条約の採択を受けて
このプレ「偲ぶ会」では、核兵器禁止条

約交渉国連会議の６月会期開催を目前に控
え、１週間前に交渉会議議長から最初の禁
止条約案が公表された直後ということも
あって、こもごも核兵器禁止条約成立への
期待が語られたことも特徴的でした。その
とき私たちが手にしていた核兵器禁止条約
案は、その後若干の修正が加えられた後、
2017 年７月７日、ついに国連で採択された1

のです。
その前文には、「ヒバクシャ」の苦しみ

に留意する、との文言とともに、国際機関
や市民社会などとならんで核廃絶のために

「ヒバクシャが行っている努力を認識」す
る、とあります。これは、被爆者をただ救
済されるべき対象としてとらえるのではな
く、「核兵器のない世界」の実現に向けて
大きな役割を果たしてきた能動的主体とし
てとらえていることの顕れではないでしょ
うか。被爆者に寄り添い、常日頃から被爆
者は核時代に生きる我々にとって「預言者」
だと繰り返し述べていた池田前会長が生き
ておられたら、この条約採択を大歓迎した
に違いありません。

一方で池田前会長はかつて、ラッセル・
アインシュタイン宣言2が「たとえ水爆を使
用しないというどんな協定が平時にむすば
れていたとしても、戦時にはそんな協定は
もはや拘束とは考えられず、戦争が起こる
やいなや双方とも水爆の製造にとりかかる
であろう。」と述べていることを引用しな
がら、日本国憲法前文と９条に示された理
念を世界に発信することは日本の法律家の
責務だ、と話しておられたことを私は思い
出さずにはいられないのです。

今次国連で採択された核兵器禁止条約
は、「核兵器の開発、実験、生産、取得、占有、
貯蔵、授受、使用、使用するとの威嚇、こ
れらの禁止事項についての援助や奨励、自
国への配備の許可などを全面的に禁止」し
ています。しかし、核保有国と核依存国は、
国家安全保障の手を縛るものとして、背を

1  核兵器の禁止に関する条約（核兵器禁止条約）国連 A/CONF.229/2017/8　本誌６頁以下に暫定訳及び正文（英語）
を掲載。
2  日本パグウォッシュ会議のサイト http://www.riise.hiroshima-u.ac.jp/pugwash/r_e.html 参照。ラッセル・アイン
シュタイン宣言（1955）は、続けて「なぜなら、もし一方がそれを製造して他方が製造しないとすれば、それを製造
した側はかならず勝利するにちがいないからである。軍備の全面的削減の一環としての核兵器を放棄する協定は、最
終的な解決に結びつくわけではないけれども、一定の重要な役割を果たすだろう。（中略）それゆえ私たちは、ほん
の第一歩には違いないが、そのような協定を歓迎すべきなのである。」と述べている。
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向けている現状にあります。核兵器頼みの
国家安全保障か、それとも「核兵器のない
世界」の実現で安全保障を確保するのか、
が鋭く問われる時代を迎えました。安全保
障観の根本的対立による真剣勝負に際し
て、日本国憲法の「平和を愛する諸国民の
公正と信義に信頼して、われらの安全と生
存を保持しよう」との理念を正面から掲げ
ていくとりくみが、核兵器禁止条約に「魂
を吹き込むたたかい」3 となるのではないで
しょうか。

◆多くの人に届けたい「追悼著作集」
今（2017 年８月現在）、池田前会長の追

悼著作集の刊行に向け編集作業が進んでい
ます。故人が精魂を傾けてとりくんだ「世
界法廷運動」の顛末を、故人ならではの視
点で描いた「世界法廷物語」はじめ、百里
基地訴訟、原爆症認定訴訟、平和憲法訴訟、
ノーモアヒバクシャ記憶遺産を継承する会
の創設、また軍隊を棄てた国コスタリカの

カレン・フィゲーレス元大統領夫人やカル
ロス・バルガス氏、ウィーラマントリー元
ICJ 判事、ギリシャの法律家らといった故
人の多彩な人脈が生んだ交流など、活力に
満ちたとりくみの折節に著された論稿が多
数収録される予定です。

核兵器禁止条約が採択され、新しい時代
の、新しい局面に即した、新たな次元の反
核平和運動が求められています。そのため
のヒントを、「追悼著作集」にこめられた
池田前会長の足跡から、私たちはたくさん
学ぶことができるのではないでしょうか。

「追悼著作集」を多くの人に届け、繙いて
もらいたい、そう願っています。

また、その出版記念レセプションを兼ね
た追悼行事を、当会年次総会及び恒例の意
見交換会の終了後、同一会場で開催する予
定です。こちらにも多数ご来場いただき、
池田前会長の遺志を受け継ぎ「核兵器のな
い世界」の実現に向けて確かな一歩を築く
場にしたいと思っています。

3  本誌 33 頁大久保賢一事務局長による論稿「核兵器禁止条約の採択と今後の課題」参照。
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私は諦めていました。
日本は「戦争はダメ」「核兵器もダメ」を、全

国民的に共有しています。
しかし、ここ日本では、どのような経緯で、

誰が利益を得ようとして、戦争、そして２度の世
界大戦が起ったのかという、「戦争の本質」が語
られません。

ロシアの次に多くの核兵器を保有していると
言われ、唯一、核兵器を使用したアメリカに対し
ては、核兵器の放棄を迫ることができません。「唯
一の被爆国」であるにもかかわらず…

もはや理由はいらないのでしょう。
「戦争はダメ」「核兵器もダメ」「だから北朝鮮

はダメ」
それが、（「オール沖縄」をも超える？）「オー

ル日本」の認識。
この圧倒的な国民感情（あえて「民意」とは

言いません）を前にして、「戦争の本質は、資本
主義・帝国主義の拡張要求を満たすためにあるの
ではないか」とか「核を最初に保有し、最初に使
用し、今なおその脅威と傘をもって世界をコント
ロールしようとしているのは、むしろアメリカで
はないか」と言ったとしても、この社会が変わる
気がしませんでした。

2016 年、とあるお二方に出会うまでは…
大久保賢一事務局長。先生は、2016 年６月に

ネパールで開催された COLAP- Ⅵに出席され、
同会議に出席した朝鮮民主主義人民共和国の代表
者２名に自ら声を掛け、しっかりと目をみつめ、
要旨、次のように語られました。
「私は日本で反核運動をしている。北朝鮮の核

実験には反対する。しかし、その背景にアメリカ
の核という問題があることも認識している。今後、
北朝鮮の方とじっくり話し合いたい」

これに対し、朝鮮代表者らもまた、大久保先
生の目をしっかりと見つめ返し、静かに 2 度、首
を縦に振りました。大会最終日、朝鮮代表者が私
のところにかけより、こう言いました。
「我々は、世界中の方と交流を持っていきたい

と考えている。しかし現状、日本の、特に法律家
の方との交流が極めて少ないことを残念に思って
いる。我々に話しかけてくれた大久保先生のよう
な法律家との交流を積極的に行っていきたい。」

新たな時代の流れ、その始まりを、肌で感じ
ました。

数ヶ月後、その大久保先生から「11 月に開催
される意見交換会に、パネリストとして出席して
くれないか」との打診をいただき、僭越ながらこ
れをお受けしました。

そこで出会ったのが、RECNA の中村桂子先生
でした。
「世界で唯一、核兵器廃絶に特化した大学附属

の研究所」である RECNA に設立当初から所属
されている中村先生のお話は、「長崎からの挑戦
～北東アジア非核兵器地帯創設に向けて」でした。
長崎からの「叫び」ではなく「挑戦」とされ、「北
朝鮮の非核化」ではなく「北東アジア非核兵器地
帯」とされたのです。そして、朝鮮の側が 2016
年 7 月に提示した、非核化への５つの条件も示さ
れながら、「北東アジア非核兵器地帯は決して不
可能な話では無い」と訴えられたのです。
「核」について、表面的では無く、しっかりと

その本質を見つめ、「世界中から核兵器を廃絶す
る」ために真摯に考察を深めるお二人、そして、
このような方々と共に、真摯に活動される日本反
核法律家協会の方の姿を拝見しながら、思ったの
です。
「どうやら、諦めている場合ではなさそうだな」

沖縄弁護士会
弁護士　　白

ぺく

　充
ちゅん

第15 回

出会い
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並びに故池田眞規前会長追悼記念行事のご案内 
 

日本反核法律家協会 
会  長  佐々木 猛也 
事務局長  大久保 賢一 

 
 下記のとおりご案内いたします。 

記 
 
日 時   ２０１７年１１月１１日(土)   
  午前の部  総会 
  午後の部  意見交換会「朝鮮半島の非核化のために」 
        ―核兵器禁止条約の採択と北朝鮮の核実験・ミサイル発射を踏まえて― 
   パネリスト： 高演義さん（朝鮮大学校教員） 

崔鳳泰さん（韓国弁護士） 
山田寿則さん（明治大学教員） 
金竜介さん（東京弁護士会）  
山根和代さん（立命館大学教員）  

午後５時から 故池田眞規前会長追悼記念行事 
       ※池田眞規前会長追悼著作集「世界法廷物語―核兵器禁止条約への道」の出版

記念レセプションを行います。軽食とお飲み物をご用意いたします。 
       ※追悼記念行事につき、会費 5,000 円 

 
場 所   「全理連ビル」９階会議室 B・C 室 
      渋谷区代々木１‐３６‐４ (代々木駅北口駅前) 
      電話０３‐３３７９‐４１１４ 
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